
県民生活課
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 県民生活課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１８年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 宗教法人に関する認証事務 １枚中 １枚

宗教法人の設立、規則の変更、合併、解散について、一定の要件と手

個人情報取扱事務の目的 続きにより、認証の事務を行う。

（根拠法令等） （宗教法人法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県民生活課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 代表者

個人情報の対象者 代表者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 ■ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ 、 ）個 3社 会的差別の ■ 法令等 憲法 宗教法人法

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：宗教法人台帳

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 宗教法人規則認証申請書、宗教法人変更認証申請書及び関係文書

されている主な 宗教法人合併認証申請書、宗教法人解散認証申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 県民生活課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１８年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 宗教法人の事務所備付け書類の写しの提出に関する事務 １枚中１枚

宗教法人は、毎会計年度終了後４月以内に事務所備付け書類の写しを

個人情報取扱事務の目的 所轄庁に提出することとされているが、この書類の受付と、未提出法人

（根拠法令等） に対する督促などの事務を行う。

（宗教法人法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県民生活課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 代表者、役員、総代等

個人情報の対象者 代表者、役員、総代等

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 ■ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ 、 ）個 3社 会的差別の ■ 法令等 憲法 宗教法人法

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：宗教法人台帳

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 宗教法人事務所備付け書類の写し及び関係書類

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 県民生活課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１８年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 宗教法人に関する各種証明事務 １枚中 １枚

宗教法人に関する承継、境内地等の証明事務

個人情報取扱事務の目的 （宗教法人法）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県民生活課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 代表者

個人情報の対象者 代表者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 ■ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ 、 ）個 3社 会的差別の ■ 法令等 憲法 宗教法人法

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：宗教法人台帳

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 各種証明願及び関係文書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 県民生活課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２１年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１９年 ６月２７日

（ ）個人情報取扱事務の名称 秋田県安全・安心まちづくり功労者表彰 枚中 枚1 1
安全・安心まちづくり活動を奨励し、県民の安全・安心まちづくりの

個人情報取扱事務の目的 意識高揚と積極的な活動の推進を図ることを目的として表彰する。

（根拠法令等） （秋田県安全・安心まちづくり功労者表彰実施要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県民生活課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 表彰候補者

個人情報の対象者 表彰候補者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第８号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田県安全・安心まちづくり功労者表彰推進調書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 県民生活課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２４年 ８月 ９日 開始(変更)年月日 平成２４年 ８月 ９日

（ ） （ ）個人情報取扱事務の名称 秋田県犯罪被害者等支援条例 仮称 検討委員会 枚中 枚1 1
秋田県犯罪被害者等支援条例（仮称）策定にあたり、内容について学

個人情報取扱事務の目的 識経験者から意見伺うために設置した委員会

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県民生活課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 委員

個人情報の対象者 委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 犯罪被害者等支援条例（仮称）検討委員会資料

されている主な

行政文書の名称



- 6 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 県民生活課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２５年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２５年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 秋田県犯罪被害者等支援推進会議 枚中 枚1 1
秋田県犯罪被害者等支援基本計画及び犯罪被害者等支援施策の推進に

個人情報取扱事務の目的 ついて、調査・審議するために 「秋田県犯罪被害者支援条例」により、

（根拠法令等） 設置した諮問機関

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県民生活課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 委員

個人情報の対象者 委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田県犯罪被害者等支援推進会議資料

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 県民生活課事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２４年１０月 １日 開始(変更)年月日 平成２５年 ５月１５日

（ ）個人情報取扱事務の名称 高齢者住宅安全対策調査事業 枚中 枚1 1
市町村、市町村社会福祉協議会又は民生委員から提供を受けた高齢者

個人情報取扱事務の目的 等要援護者のリストに基づき、屋根の雪下ろしの安全対策やその手法、

（根拠法令等） 地域における除雪支援のあり方について調査を行い、総合的な雪対策の

推進に資する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県民生活課、各地域振興局総務企画部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 調査対象者

個人情報の対象者 事業対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 ■ 健康状態5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 ■ 公的扶助 ■ 家屋の状況

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第５号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：電子メール他

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：高齢者住宅安全対策調査事業として、各地域振興

の 委 託 局内の建設技能組合等へ要援護者宅への訪問調査・同とりまとめを委

託）

□ 無

個人情報が記録

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 県民生活課事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２６年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２６年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 屋根の雪下ろしサポート事業 枚中 枚1 1
市町村、市町村社会福祉協議会等から提供を受けた高齢者等のリスト

個人情報取扱事務の目的 や事業希望者からの申込書を取りまとめた事業対象者リストに基づき、

（根拠法令等） 戸別世帯の屋根の形状等を調査するとともに、雪下ろし作業の安全対策

の助言や作業時のサポートを実施し、事故防止を図る。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県民生活課、各地域振興局総務企画部（鹿角及び秋田地域振興局除

所 管 す る 組 織 の 名 称 く ）。

個人情報の対象者の区分 事業対象者

個人情報の対象者 事業対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 ■ 健康状態5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 ■ 家屋の状況

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第５号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：電子メール他

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：屋根の雪下ろしサポート事業業務委託として各地

の 委 託 域振興局内の受託者（建設技能組合等）へリストに基づき事業対象者

の戸別調査・ 雪下ろしの安全対策に関する助言・サポートを委託）

□ 無

個人情報が記録

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 県民生活課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２６年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２６年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 共助組織等立ち上げサポート事業 枚中 枚1 1
市町村、社会福祉協議会等から提供を受けた町内会等の代表者等のリ

個人情報取扱事務の目的 ストに基づき、県内の大きな地域課題である雪下ろし等除排雪を町内会

（根拠法令等） 単位等で解決するため、活動する意欲のある地域団体の立ち上げ等の支

援をする。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県民生活課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 事業対象者

個人情報の対象者 事業対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第５号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：電子メール他

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：共助組織等立ち上げサポート事業業務委託で、県

の 委 託 内の大きな地域課題である雪下ろし等除排雪を町内会単位等で解決す

るため、活動する意欲のある地域団体の立ち上げ等の支援を委託）

□ 無

個人情報が記録

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 県民生活課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２７年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２７年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 除排雪団体立ち上げ等支援事業 枚中 枚1 1
地域課題の解決を図る団体の立ち上げを支援するため、本人や関係機

個人情報取扱事務の目的 関等から地域の代表者等の情報をもとに、事業説明会や困り事に関する

（根拠法令等） ワークショップを開催し、地域課題の掘り起こしを行う。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県民生活課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 事業対象者

個人情報の対象者 事業対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第５号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：電子メール他

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：除排雪団体立ち上げ等支援事業業務委託で、地域

の 委 託 の課題を解決するため、活動する意欲のある地域団体の立ち上げ等

の支援を委託）

□ 無

個人情報が記録

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 県民生活課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２７年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２８年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 雪下ろし安全対策助成事業 枚中 枚1 1
雪下ろしの安全対策や負担軽減につながる、命綱固定金具の設置のな

個人情報取扱事務の目的 ど、安全な雪下ろし作業を確保するための工事等に要する経費に対して

（根拠法令等） 補助金を交付する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県民生活課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 ■ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第５号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 申請者、交付申請書、交付決定通知書、実績報告書、請求書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 県民生活課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２７年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２７年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 除排雪団体設立助成事業 枚中 枚1 1
高齢者世帯等の除排雪などの生活課題を解決するため、地域を主体と

個人情報取扱事務の目的 して支援活動する団体の立ち上げに要する経費に対して補助金を交付す

（根拠法令等） る。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県民生活課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 応募団体の役員

個人情報の対象者 応募団体の役員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 応募者、交付申請書、交付決定通知書、実績報告書、請求書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 県民生活課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２７年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２７年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 共助による除排雪環境整備事業 枚中 枚1 1
高齢者世帯等の雪下ろし等除排雪の支援活動の環境整備を図るため、

個人情報取扱事務の目的 除雪機械の購入等に要する経費に対して補助金を交付する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県民生活課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 応募団体の役員

個人情報の対象者 応募団体の役員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 応募者、交付申請書、交付決定通知書、実績報告書、請求書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 県民生活課組織の名称

登録年月日 平成１３ 年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 秋田県交通安全対策会議 （ １枚中 １枚）

交通安全対策会議を設置し、交通安全基本計画に基づく、県交通安全

個人情報取扱事務の目的 計画を作成し、その実施を推進するため、対策会議の委員及び幹事を任

（根拠法令等） 命する。

（交通安全対策基本法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県民生活課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 委員、幹事

個人情報の対象者 委員、幹事

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 交通安全対策会議

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 県民生活課組織の名称

登録年月日 平成１３ 年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 秋田県交通安全功労者表彰 （ １枚中 １枚）

県民の交通安全に関する関心と交通道徳の高揚を図るための交通功労

個人情報取扱事務の目的 者を表彰する。

（根拠法令等） （秋田県交通安全功労者表彰要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県民生活課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 表彰候補者

個人情報の対象者 表彰候補者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 ■ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 交通安全功労者表彰

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 県民生活課組織の名称

登録年月日 平成１３ 年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 内閣府交通安全功労者表彰 （ １枚中 １枚）

地域社会における交通安全思想の普及と交通安全の確保に貢献し、顕

個人情報取扱事務の目的 著な功績のあった者を内閣官房長官が表彰する。

（根拠法令等） （交通安全功労者表彰の実施について 交通対策本部決定）12.12.26

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県民生活課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 表彰候補者

個人情報の対象者 表彰候補者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 内閣府表彰

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 県民生活課組織の名称

登録年月日 平成１３ 年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 交通指導隊員名簿 （ １枚中 １枚）

各市町村における交通指導隊員を把握する。

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県民生活課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 交通指導隊員

個人情報の対象者 交通指導隊員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■ 委嘱年月日

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 ■ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 交通指導隊員名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 県民生活課組織の名称

登録年月日 平成１３ 年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 交通指導隊員表彰 １枚中 １枚

交通指導隊員の士気の高揚を図るため、永年勤続者等を表彰する。

個人情報取扱事務の目的 （秋田県交通指導隊永年勤続者表彰要綱 「秋田県交通指導隊員表」、

（根拠法令等） 彰要綱 ）」

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県民生活課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 表彰候補交通指導隊員

個人情報の対象者 表彰候補交通指導隊員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 ■ 勤続年数

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 交通指導隊永年勤続者表彰

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 県民生活課組織の名称

登録年月日 平成１３ 年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 秋田県交通安全対策協議会 （ １枚中 １枚）

交通安全対策協議会を設置し、関係機関、団体との連絡及び連携を図

個人情報取扱事務の目的 り、効果的な安全運動の推進を図る。

（根拠法令等） （秋田県交通安全対策協議会規約）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県民生活課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 委員、常任幹事

個人情報の対象者 委員、常任理事

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 交通安全対策協議会

されている主な

行政文書の名称



- 20 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 県民生活課組織の名称

登録年月日 平成２１ 年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１６年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 交通安全作品コンクール応募者名簿 （ １枚中 １枚）

交通安全作品コンクールの応募者を把握する。

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県民生活課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 応募者（小中学生、高齢者）

個人情報の対象者 応募者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 ■ 小中学校

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 交通安全作品コンクール

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 県民生活課組織の名称

登録年月日 平成２１ 年 ４月 １日 開始(変更)年月日 昭和５０ ３月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 秋田県交通安全母の会連合会役員名簿 １枚中 １枚

秋田県交通安全母の会連合会の運営事務において、役員会の開催や資

個人情報取扱事務の目的 料送付、役員選出等において利用する。

（根拠法令等） （秋田県交通安全母の会連合会会則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県民生活課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 役員

個人情報の対象者 役員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田県交通安全母の会連合会

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 県民生活課組織の名称

登録年月日 平成２１ 年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２０年 ９月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 子育て・高齢者世帯訪問事業訪問員名簿 １枚中 １枚

子育て・高齢者世帯訪問事業実施事務（保険契約、日当払い）

個人情報取扱事務の目的 （子どもと親、高齢者交通安全意識啓発事業（世帯訪問事業）実施手

（根拠法令等） 順）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県民生活課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 訪問員

個人情報の対象者 訪問員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田県交通安全母の会連合会

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 県民生活課組織の名称

登録年月日 平成２２ 年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２２年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 秋田県交通安全母の会連合会結成３５周年記念交通安全功労者表彰

（ １枚中 １枚）

交通安全母の会員の士気の高揚を図るため、交通安全のため顕著な功

個人情報取扱事務の目的 労のあった会員等を表彰する。

（根拠法令等） （秋田県交通安全母の会連合会表彰要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県民生活課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 表彰候補者

個人情報の対象者 表彰候補者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 ■ 活動年数

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田県交通安全母の会連合会結成３５周年記念

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 県民生活課組織の名称

登録年月日 平成２４ 年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２４年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 交通安全教材の貸し出し事務 （ １枚中 １枚）

地域の交通安全教室などに用いる交通安全教材の貸し出しの際の申込

個人情報取扱事務の目的 者の把握のため。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県民生活課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申込者

個人情報の対象者 申込者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 交通安全教材・用品

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 県民生活課組織の名称

登録年月日 平成２７ 年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２７年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 自動車運転代行業認定協議 １枚中 １枚

自動車運転代行業者の認定に当たり、県公安委員会からの認定協議に

個人情報取扱事務の目的 対し、県が同意等を行う。

（根拠法令等） （自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県民生活課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 自動車運転代行業の申請者

個人情報の対象者 自動車運転代行業の申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 ・認定に関する協議書

されている主な ・事業者の申請情報に関する書類（事業者台帳）

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 県民生活課組織の名称

登録年月日 平成２７ 年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 秋田県交通安全母の会連合会結成４０周年記念交通安全功労者表彰

（ １枚中 １枚）

交通安全母の会員の士気の高揚を図るため、交通安全のため顕著な功

個人情報取扱事務の目的 労のあった会員等を表彰する。

（根拠法令等） （秋田県交通安全母の会連合会表彰要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県民生活課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 表彰候補者

個人情報の対象者 表彰候補者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 ■ 活動年数

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田県交通安全母の会連合会結成４０周年記念

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 県民生活課組織の名称

登録年月日 平成 ２９年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 自動車運転代行業者自主点検表 （ １枚中 １枚）

自動車運転代行業の業務適正化に関し、立入検査等を効果的かつ効率

個人情報取扱事務の目的 的に実施するため、業者に対し事前に自主点検表の提出を求めている。

（根拠法令等） （自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県民生活課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 自動車運転代行業者

個人情報の対象者 自動車運転代行業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 自動車運転代行業者自主点検表

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 県民生活課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２４年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 消費生活相談業務 （ １枚中 １枚）

県民の消費生活に関する情報の提供、知識の普及、相談、苦情の処理

個人情報取扱事務の目的 並びに交通事故に関する相談等を行い、県民生活の安定向上を図る。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 相談者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 ■ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の □ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：消費生活相談カード

）処 理 形 態 直接作成システム

（ ）オンライン結合の有無 ■ 有 システム名称：ＰＩＯ－ＮＥＴ

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 消費生活相談カード

されている主な

行政文書の名称



- 29 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 県民生活課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１５年 ４月 １日 開始(変更)年月日 令和 元年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 消費者支援功労者表彰推薦事務 （ １枚中 １枚）

消費者支援活動に顕著な功績のあった個人、団体等を消費者庁に推薦

個人情報取扱事務の目的 する。

（根拠法令等） （消費者支援功労者表彰等実施要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県民生活課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 被推薦者

個人情報の対象者 被推薦者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 表彰候補者調書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 県民生活課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１５年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２５年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 秋田県消費生活審議会 （ １枚中 １枚）

知事の諮問機関として、県民生活の安定と向上に関する重要事項につ

個人情報取扱事務の目的 いて調査・審議する。

（根拠法令等） （秋田県民の消費生活の安定及び向上に関する条例第２８条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県民生活課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 審議会委員

個人情報の対象者 審議会委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田県消費生活審議会委員名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 県民生活課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 令和 元年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 貸金業者監督事務 （ １枚中 １枚）

貸金業者の登録等を行う （貸金業法）。

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県民生活課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 貸金業者

個人情報の対象者 貸金業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の ■ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容9
■（成年被後見人又は被補佐、破産者、暴力団員の該当）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号及び第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 ■ 有 委託の内容：貸金業の登録等に関する事務

の 委 託 □ 無

個人情報が記録 登録申請書、貸金業者台帳、貸金業検査

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 県民生活課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 令和 元年 ５月 ７日 開始(変更)年月日 令和 元年 ５月 ７日

（ ）個人情報取扱事務の名称 秋田県消費者教育推進地域協議会の設置・運営事務 １枚中 １枚

秋田県消費者教育推進計画の策定等に関して意見を述べ、必要な助言

個人情報取扱事務の目的 を行う。

（根拠法令等） （消費者教育推進法第２０条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県民生活課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 協議会委員

個人情報の対象者 協議会委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田県消費者教育推進地域協議会委員名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 県民生活課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 一般旅券の発給に関する事務 （ １枚中 １枚）

一般旅券の発給申請にあたり、申請者の国籍及び同一性を確認するた

個人情報取扱事務の目的 め申請書の提出並びに立証書類の提出及び提示を求めている。

（根拠法令等） （旅券法第３条、省令第１条及び第２条、旅券特例法第２条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 県民生活課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■ 国内緊急連絡先

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等（旅券法第１３条）

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 ■ 親族関係 ■ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第２号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：一般旅券発給システム

処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有（システム名称：一般旅券発給システム ）

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 □ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 一般旅券発給申請書、旅券発給管理システム及び出力リスト、

されている主な 刑事訴訟法第１９７条の規定に基づく照会に対する回答文書、

行政文書の名称 旅券法第１３条該当者の旅券発給に関する照会文書



環境管理課
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 環境管理課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２０年 ５月１６日

個人情報取扱事務の名称 株式会社秋田県分析化学センター関係事務 （ １枚中 １枚）

第三セクターの経営評価及び適切な指導監督を行うため（第三セクタ

個人情報取扱事務の目的 ーの経営資料等の提出の依頼通知）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境管理課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 役員・職員

個人情報の対象者 役員・職員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 分析化学センター関係綴

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 環境管理課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１８年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 地域環境保全功労者及び地域環境美化功績者推薦事務 １枚中１枚

環境省において表彰する地域環境保全功労者等の推薦調書の作成。

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境管理課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 被推薦者

個人情報の対象者 被推薦者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）HD
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 地域環境保全功労者等推薦調書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 環境管理課組織の名称

登録年月日 平成１７年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ５月 ９日

（ ）個人情報取扱事務の名称 秋田県環境審議会事務 １枚中 １枚

環境基本法第４３条第１項及び自然環境保全法第５１条第１項の規定

個人情報取扱事務の目的 に基づく合議制の機関として秋田県環境審議会を置く。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境管理課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 審議会委員

個人情報の対象者 審議会委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第４号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 ■ ウェブサイト

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：HD
処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有（システム名称：県ウェブサイト ）

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 環境審議会関係綴

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 環境管理課組織の名称

登録年月日 平成１７年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ５月 ９日

個人情報取扱事務の名称 秋田県リサイクル製品認定審査委員会事務 （ １枚中 １枚）

秋田県リサイクル製品の認定及び利用の推進に関する条例第１２条に

個人情報取扱事務の目的 基づき、知事に意見を述べるため、秋田県リサイクル製品認定審査委員

（根拠法令等） 会を置く。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境管理課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 審査委員会委員

個人情報の対象者 審査委員会委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：HD
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 リサイクル製品認定審査委員会関係綴

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境管理課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ５月 ９日

個人情報取扱事務の名称 ジェット戦闘機轟音通報処理事務 （ １枚中 １枚）

「ジェット戦闘機による轟音苦情対応マニュアル」によりジェット戦

個人情報取扱事務の目的 闘機の低空飛行による轟音の苦情を受理し、関係機関への通報及び善処

（根拠法令等） を依頼する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局福祉環境部

所 管 す る 組 織 の 名 称 環境管理課

個人情報の対象者の区分 苦情申立者

個人情報の対象者 苦情申立者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 ■ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第５号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：ＨＤ

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 ジェット戦闘機轟音通報

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 環境管理課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２６年 ５月２２日

個人情報取扱事務の名称 秋田県公害審査会調停事務 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 公害に係る紛争について、当事者の申請により、公害紛争処理法に基

（根拠法令等） づき調停を行う。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境管理課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 紛争当事者

個人情報の対象者 紛争当事者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■ 全て取り扱う可能性あり

2思 想 ・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 ■（ ） □ 法令等全て取り扱う可能性あり

人 3社 会的差別の ■ 審査会意見（条例第７条第

情 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 ２項該当）

報 れのある個人情報

の 4要配慮個人情報 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 ■ 健康診断等の

記 結果 ■ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

録 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）項 心 身 の 状 況 ■ 全て取り扱う可能性あり5
目 ( 又は に該2 3

当するものを除
く。)

家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 ■ 親族関係 □ 婚姻歴 ■（ ）6 全て取り扱う可能性あり

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰7
□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 ■（ ）全て取り扱う可能性あり

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助8
■（ ）全て取り扱う可能性あり

そ の 他 ■ 意見・要望 ■ 相談内容 ■（ ）9 全て取り扱う可能性あり

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 ■ 個人 ■（ ）全て該当する可能性あり

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：ＨＤ

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 調停申請書、期日調書、当事者意見書、参考人意見書等

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 環境管理課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１７年５月９日

個人情報取扱事務の名称 秋田県環境影響評価条例手続事務 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 秋田県環境影響評価条例に基づく、環境影響評価手続事務

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境管理課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 住民意見提出者

個人情報の対象者 住民意見提出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 意見書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境管理課組織の名称

登録年月日 平成１４年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ５月 ９日

（ ）個人情報取扱事務の名称 第一種指定化学物質の排出量及び移動量の届出事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関す

（根拠法令等） る法律第５条第３項に基づく届出の経由事務

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局福祉環境部

所 管 す る 組 織 の 名 称 環境管理課

個人情報の対象者の区分 届出者、担当者

個人情報の対象者 届出者、担当者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：PRTR届出管理システム

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有 システム名称： 届出管理システムPRTR
□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 第一種指定化学物質の排出量及び移動量の届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境管理課組織の名称

登録年月日 平成１８年 ５月 １日 開始(変更)年月日 平成１８年 ５月 １日

個人情報取扱事務の名称 石綿による健康被害の救済給付に係る申請の受付事務（１枚中１枚）

石綿による健康被害に係る医療費や葬祭料の請求等のための認定申請

個人情報取扱事務の目的 書や請求書を受付し、独立行政法人環境再生保全機構へ送付する （石。

（根拠法令等） 綿による健康被害の救済に関する法律第４条第２項ほか）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局福祉環境部

所 管 す る 組 織 の 名 称 環境管理課

個人情報の対象者の区分 申請者、請求者

個人情報の対象者 申請者、請求者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 ■ 健康診断等の

の 結果 ■ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■（金融機関に関する情報 ）9
■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 ■ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 認定申請書、医療費請求書、療養手当請求書、葬祭料請求書、特別遺族弔

されている主な 慰金請求書、申請書等受付簿兼送付表、特別遺族弔慰金受付簿兼送付表

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 環境管理課組織の名称

登録年月日 年 月 日 開始(変更)年月日 平成２６年 ５月２２日

個人情報取扱事務の名称 秋田県公害審査会事務 （１枚中１枚）

公害に係る紛争について、あっせん・調停及び仲裁を行うため、秋田

個人情報取扱事務の目的 県公害紛争処理条例第２条に基づき秋田県公害審査会を置く。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境管理課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 審査会委員

個人情報の対象者 審査会委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（■マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 ■ ホームページ

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第５号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 ■ ホームページ

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：ＨＤ

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有 システム名称：県ホームページ

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 公害審査会任命綴り

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 環境管理課組織の名称

登録年月日 年 月 日 開始(変更)年月日 平成１２年１１月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 秋田県環境影響評価審査会事務 １枚中１枚

秋田県環境影響評価条例第３７条に基づき、環境影響評価、事後調査

個人情報取扱事務の目的 等に関する技術的な事項を調査審議するため、秋田県環境影響評価審査

（根拠法令等） 会を置く。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境管理課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 審査会委員

個人情報の対象者 審査会委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（■マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第 号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 ■（ホームページ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）HD
処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有（システム名称：県ウェブページ）

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 環境影響評価審査会綴り

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境管理課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 公害防止管理者届出事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 特定工場における公害防止組織の整備に関する法律第３条～第６条の

（根拠法令等） ２の公害防止管理者等届出の受理

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局福祉環境部

所 管 す る 組 織 の 名 称 環境管理課

個人情報の対象者の区分 届出者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 ■ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 公害防止管理者等届出

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境管理課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ５月 ９日

（ ）個人情報取扱事務の名称 秋田県公害防止条例指定粉じん発生施設届出事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 秋田県公害防止条例第３３条、第３４条、第３７条の指定粉じん発生

（根拠法令等） 施設届出の受理

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局福祉環境部

所 管 す る 組 織 の 名 称 環境管理課

個人情報の対象者の区分 届出者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：HD
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 工場事業場関係届出

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境管理課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ５月 ９日

個人情報取扱事務の名称 粉じん発生施設届出事務 （ １枚中 １枚）

大気汚染防止法第１８条、第１８条の２の一般粉じん発生施設届出、

個人情報取扱事務の目的 同法第１８条の６、第１８条の７の特定粉じん発生施設届出及び同法第

（根拠法令等） １８条の１７の特定粉じん排出等作業実施届出の受理

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局福祉環境部

所 管 す る 組 織 の 名 称 環境管理課

個人情報の対象者の区分 届出者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：HD
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 工場事業場関係届出

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境管理課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ５月 ９日

（ ）個人情報取扱事務の名称 秋田県公害防止条例指定ばい煙発生施設届出事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 秋田県公害防止条例第２０条から第２２条、第２５条、第２６条の指

（根拠法令等） 定ばい煙発生施設届出の受理

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局福祉環境部

所 管 す る 組 織 の 名 称 環境管理課

個人情報の対象者の区分 届出者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：HD
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 工場事業場関係届出

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境管理課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ５月 ９日

（ ）個人情報取扱事務の名称 ばい煙発生施設届出事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 大気汚染防止法第６条～第８条、第１１条、第１２条のばい煙発生施

（根拠法令等） 設届出の受理

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局福祉環境部

所 管 す る 組 織 の 名 称 環境管理課

個人情報の対象者の区分 届出者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：HD
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 工場事業場関係届出

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境管理課組織の名称

登録年月日 平成３０年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 水銀排出施設届出事務 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 大気汚染防止法第１８条の２８～３０、第１８条の３６第２項の水銀

（根拠法令等） 排出施設届出の受理

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局福祉環境部

所 管 す る 組 織 の 名 称 環境管理課

個人情報の対象者の区分 届出者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名： ＨＤ

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 工場事業場関係届出

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境管理課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ５月 ９日

個人情報取扱事務の名称 水質汚濁防止法特定施設届出事務 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 水質汚濁防止法第５条～第７条、第１０条、第１１条の特定施設届出

（根拠法令等） の受理

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局福祉環境部

所 管 す る 組 織 の 名 称 環境管理課

個人情報の対象者の区分 届出者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：HD
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特定施設届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境管理課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ５月 ９日

個人情報取扱事務の名称 秋田県公害防止条例指定汚水排出施設届出事務 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 秋田県公害防止条例第４１条～第４３条、第５２条の指定汚水排出施

（根拠法令等） 設届出の受理

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局福祉環境部

所 管 す る 組 織 の 名 称 環境管理課

個人情報の対象者の区分 届出者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：HD
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田県公害防止条例指定汚水排出施設届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境管理課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２４年 ６月１２日

（ ）個人情報取扱事務の名称 地下水質調査事務 １枚中 １枚

水質汚濁防止法第１５条の規定に基づき、地下水の水質の状況を常時

個人情報取扱事務の目的 監視し、汚染の早期発見を行うとともに汚染の広がりや経年変化等を把

（根拠法令等） 握する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局福祉環境部

所 管 す る 組 織 の 名 称 環境管理課、健康環境センター

個人情報の対象者の区分 調査対象井戸所有者

個人情報の対象者 調査対象井戸所有者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■ 井戸の使用状況

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：HD
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 井戸台帳

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境管理課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ５月 ９日

（ ）個人情報取扱事務の名称 ダイオキシン類対策特別措置法特定施設届出事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 ダイオキシン類対策特別措置法第１２条～第１４条、第１８条、第１

（根拠法令等） ９条、第２８条の特定施設届出等の受理

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局福祉環境部

所 管 す る 組 織 の 名 称 環境管理課

個人情報の対象者の区分 届出者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：ＨＤ

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特定施設関係届出

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境管理課組織の名称

登録年月日 平成１４年 ５月 ７日 開始(変更)年月日 平成２７年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 第一種フロン類充塡回収業者登録等事務 １枚中 １枚

第一種フロン類の充塡回収を業として行おうとする者の登録、届出の

個人情報取扱事務の目的 受理及び業者登録簿閲覧事務（フロン類使用の合理化及び管理の適正化

（根拠法令等） に関する法律第２７条、第３０条～第３３条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局福祉環境部

所 管 す る 組 織 の 名 称 環境管理課

個人情報の対象者の区分 登録申請者、届出者

個人情報の対象者 登録申請者、フロン類担当者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第２号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 ■ 県ホームページ

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：ＨＤ

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有 システム名称：県ホームページ

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 第一種フロン類充塡回収業者登録申請書

されている主な 第一種フロン類充塡回収業者登録簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境管理課組織の名称

登録年月日 平成２２年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２２年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 土壌汚染対策法に基づく土地所有者への通知等事務 １枚中１枚

土壌汚染対策法第３～５条、７条、１２条、１４～１６条の土地所有

個人情報取扱事務の目的 者等への通知等事務。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局福祉環境部

所 管 す る 組 織 の 名 称 環境管理課

個人情報の対象者の区分 届出等に係る土地の所有者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 ■ 届出者

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：HD
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な

行政文書の名称

個人情報取扱事務登録簿
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登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境管理課組織の名称

登録年月日 平成２２年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２２年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 汚染土壌処理業許可等事務 （ １枚中 １枚）

土壌汚染対策法第２２～２３条、２７条の２～４の汚染土壌処理業の

個人情報取扱事務の目的 許可等事務。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局福祉環境部

所 管 す る 組 織 の 名 称 環境管理課

個人情報の対象者の区分 申請者、届出者、法人にあってはその役員

個人情報の対象者 申請者、届出者、法人にあってはその役員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：HD
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な

行政文書の名称

個人情報取扱事務登録簿
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登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境管理課組織の名称

登録年月日 平成２４年 ６月１１日 開始(変更)年月日 平成２４年 ６月１１日

個人情報取扱事務の名称 航空機騒音調査事務 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 環境基本法第１６条に基づく航空機騒音に係る環境基準の達成状況を

（根拠法令等） 把握するため、空港周辺における騒音の状況を調査する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境管理課 健康環境センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 調査地点土地所有者

個人情報の対象者 調査地点土地所有者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：ＨＤ

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 調査実施要領、借受財産台帳、土地賃貸契約書等

されている主な

行政文書の名称

個人情報取扱事務登録簿



- 26 -

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 環境管理課組織の名称

登録年月日 平成２４年 ６月１１日 開始(変更)年月日 平成２４年 ６月１１日

個人情報取扱事務の名称 あきたエコマネジメントシステム外部評価委員会事務（１枚中１枚）

県のあきたエコマネジメントシステムに基づく取組状況等について、

個人情報取扱事務の目的 外部評価を行うための委員会の運営事務。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境管理課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 外部評価委員

個人情報の対象者 外部評価委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

HD個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名：

処 理 形 態 ）

（ ）オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 外部評価委員名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境管理課組織の名称

登録年月日 平成２４年 ６月１１日 開始(変更)年月日 平成２６年 ５月２２日

（ ）個人情報取扱事務の名称 公害苦情処理 １枚中１枚

個人情報取扱事務の目的 公害に係る苦情を処理する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境管理課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局福祉環境部

個人情報の対象者の区分 苦情申立者、原因者等

個人情報の対象者 苦情申立者、原因者等

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 ■ 全て取り扱う可能性あり

2思 想 ・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 ■ 健康診断等の

の 結果 ■ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 ■ 全て取り扱う可能性あり5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 ■（ ）6 全て取り扱う可能性あり

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■（ ）全て取り扱う可能性あり

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 ■ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：ＨＤ

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 苦情処理票等

されている主な

行政文書の名称

個人情報取扱事務登録簿
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登録簿を作成した 環境管理課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２４年 ６月１２日 開始(変更)年月日 年 月 日

個人情報取扱事務の名称 研究評価委員の委嘱 （１枚中１枚）

研究評価委員の委嘱

個人情報取扱事務の目的 （秋田県政策等の評価に関する条例、知事の行う政策等の評価に関する

（根拠法令等） 実施計画）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 健康環境センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 学識経験者

個人情報の対象者 学識経験者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 ■ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 研究評価

されている主な

行政文書の名称

個人情報取扱事務登録簿



- 29 -

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 環境管理課組織の名称

登録年月日 平成２４年 ６月１２日 開始(変更)年月日 年 月 日

個人情報取扱事務の名称 視察・研修受け入れ （ １枚中 １枚）

健康環境センターでの研修や視察を希望する者の資質審査及び連絡先

個人情報取扱事務の目的 等の確認

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 健康環境センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 研修・視察希望者

個人情報の対象者 研修・視察希望者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 ■ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 視察・研修受入れ

されている主な

行政文書の名称



- 30 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 環境管理課組織の名称

登録年月日 平成２４年 ６月１２日 開始(変更)年月日 年 月 日

個人情報取扱事務の名称 インターンシップ （１枚中 １枚）

健康環境センターでインターンシップ実習を希望する者の資質審査及

個人情報取扱事務の目的 び連絡先等の確認

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 健康環境センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 インターンシップ実習生

個人情報の対象者 インターンシップ実習生

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 ■ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 視察・研修受入れ

されている主な

行政文書の名称



環境管理課八郎湖環境対策室
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 八郎湖環境対策室組織の名称

登録年月日 平成２０年 ５月２７日 開始(変更)年月日 平成２０年 ５月２７日

（ ）個人情報取扱事務の名称 八郎湖研究会の運営事務 ３枚中 １枚

八郎湖環境対策室の水質改善に向けて「八郎湖に係る湖沼水質保全計

個人情報取扱事務の目的 画」に盛り込んだ対策を効果的に実施するため、八郎湖研究会を設置す

（根拠法令等） る （八郎湖研究会設置要綱）。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 八郎湖環境対策室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 八郎湖研究会

個人情報の対象者 八郎湖研究会の専門家委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 ■ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：財務会計システム、

処 理 形 態 出張支援システム）

（ ）オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 八郎湖研究会関係（簿冊）

されている主な

行政文書の名称



- 2 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 八郎湖環境対策室組織の名称

登録年月日 平成２４年 ５月 １日 開始(変更)年月日 平成３０年 ５月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 八郎湖水質保全対策検討専門委員会の運営事務 ３枚中 ２枚

「八郎湖に係る湖沼水質保全計画（第３期 」策定に向けて、より効）

個人情報取扱事務の目的 果的な水質浄化対策を検討するため、専門委員会を設置する （八郎湖。

（根拠法令等） 水質保全対策検討専門委員会設置要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 八郎湖環境対策室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 八郎湖水質保全対策検討専門委員

個人情報の対象者 八郎湖水質保全対策検討専門委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 ■ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 八郎湖水質保全対策検討専門委員会関係（簿冊）

されている主な

行政文書の名称



- 3 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 八郎湖環境対策室組織の名称

登録年月日 平成３０年 ５月 １日 開始(変更)年月日 平成３０年 ５月 １日

個人情報取扱事務の名称 無代かき栽培等普及促進事業の事務 （ ３枚中 ３枚）

代かき後の濁水流出をさらに削減するため、八郎湖流域の農家に対し

個人情報取扱事務の目的 て、無代かき移植栽培、不耕起移植栽培、乾田直播栽培（秋田県稲作指

（根拠法令等） 導指針に基づく栽培技術）を行った面積に応じ、助成を行う （秋田県。

無代かき栽培等普及促進事業実施要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 八郎湖環境対策室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 無代かき栽培等普及促進事業（簿冊）

されている主な

行政文書の名称



温暖化対策課
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 温暖化対策課組織の名称

登録年月日 平成２１年４月１日 開始(変更)年月日 平成２１年４月１日

個人情報取扱事務の名称 エコドライブ講習会 （ １枚中 １枚）

自動車から排出される二酸化炭素を削減するため、エコドライブに関

個人情報取扱事務の目的 する実技講習会を開催する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 温暖化対策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受講希望者

個人情報の対象者 受講希望者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：HDD ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 □ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 受講者名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 温暖化対策課組織の名称

登録年月日 平成２４年６月１日 開始(変更)年月日 平成２７年６月１日

個人情報取扱事務の名称 家庭の省エネチャレンジ事業 （１枚中１枚）

県民に、楽しみながら省エネを実践してもらい、家庭における節電な

個人情報取扱事務の目的 どの省エネルギー活動を後押しする。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 温暖化対策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 結果報告者

個人情報の対象者 結果報告者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 ■（世帯人数、学校

名及び学年）

個 2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

人 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

情 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

報 れのある個人情報 ２項該当）

の 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

記 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

録 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

項 5心 身 の 状 況 □ （ ）
目 (2 又は 3 に該

当するものを除
く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：HDD ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 □ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 結果報告者一覧

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 温暖化対策課組織の名称

登録年月日 平成１３年７月１１日 開始(変更)年月日 平成２５年４月１日

個人情報取扱事務の名称 秋田県地球温暖化防止活動推進員委嘱 （ １枚中 １枚）

地域において、地球温暖化の現状や地球温暖化対策の重要性について

個人情報取扱事務の目的 住民の理解を深めるなどの活動をする人材を委嘱する。

（根拠法令等） （地球温暖化対策の推進に関する法律、秋田県地球温暖化防止活動推進

員設置要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 温暖化対策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 市町村からの推薦者及び応募者

個人情報の対象者 市町村からの推薦者及び応募者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第１号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：HDD ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 □ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田県地球温暖化防止活動推進員名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 温暖化対策課組織の名称

登録年月日 平成２７年４月１日 開始(変更)年月日 平成２７年４月１日

個人情報取扱事務の名称 ＬＥＤ照明器具等買換助成券交付事業 （ １枚中 １枚）

家庭の照明省エネ化推進事業において、助成を受けてＬＥＤ照明器具

個人情報取扱事務の目的 を購入しようとする者に対し、助成券の交付を行う。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 温暖化対策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 助成券交付申請者

個人情報の対象者 助成券交付申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：HDD ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 □ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：助成券交付申請受付業務 ）

の 委 託 □ 無

個人情報が記録 ＬＥＤ照明機器等買換助成券交付申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 温暖化対策課組織の名称

登録年月日 平成２８年５月１日 開始(変更)年月日 令和３年５月１日

個人情報取扱事務の名称 秋田県地球温暖化対策推進計画協議会事務 （ １枚中 １枚）

学識経験者を有する者、エネルギー等関連する各部門の者及び地球温

個人情報取扱事務の目的 暖化対策に関する活動を行う団体を代表する者等で構成される「秋田県

（根拠法令等） 地球温暖化対策推進計画協議会」を設置し、計画改定に関する協議を行

う。（秋田県地球温暖化対策推進計画協議会設置要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 温暖化対策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 協議会委員

個人情報の対象者 協議会委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（■マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：HDD ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 □ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田県地球温暖化対策推進計画

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 温暖化対策課組織の名称

登録年月日 平成２１年５月１日 開始(変更)年月日 平成２１年５月１日

個人情報取扱事務の名称 新エネルギーセミナーの開催 （ ２枚中 １枚）

新エネルギーの導入を促進するため、最新の情報や導入事例等につい

個人情報取扱事務の目的 て紹介するセミナーを開催する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 温暖化対策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 セミナー講師

個人情報の対象者 セミナー講師

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：HDD ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 □ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 周知用チラシ

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 温暖化対策課組織の名称

登録年月日 平成２１年５月１日 開始(変更)年月日 平成２１年５月１日

個人情報取扱事務の名称 新エネルギーセミナーの開催 （ ２枚中 ２枚）

新エネルギーの導入を促進するため、最新の情報や導入事例等につい

個人情報取扱事務の目的 て紹介するセミナーを開催する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 温暖化対策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 セミナー参加者

個人情報の対象者 セミナー参加者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：HDD ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 □ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 参加者名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 温暖化対策課組織の名称

登録年月日 平成２４年４月１日 開始(変更)年月日 平成２４年４月１日

個人情報取扱事務の名称 ＧＮＤ事業評価委員会事務 （ １枚中 １枚）

秋田県再生可能エネルギー等導入推進臨時対策事業の効率性及び透明

個人情報取扱事務の目的 性を確保するため、事業計画や事業実績等について評価を行い、意見を

（根拠法令等） 具申する評価委員会を設置する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 温暖化対策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 評価委員会委員

個人情報の対象者 評価委員会委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：HDD ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 □ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 委員名簿

されている主な

行政文書の名称



- 9 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 温暖化対策課組織の名称

登録年月日 平成２２年４月２６日 開始(変更)年月日 平成２５年４月１日

個人情報取扱事務の名称 住宅用太陽光発電システム普及支援事業 （ １枚中 １枚）

住宅用太陽光発電システムの普及を促進し、地球温暖化対策の推進と

個人情報取扱事務の目的 地域経済の活性化を図るため、対象機器の設置に対して補助金を交付す

（根拠法令等） る。（あきた安全安心住まい推進事業関係補助金交付要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 温暖化対策課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局建築課

個人情報の対象者の区分 補助金交付申請者

個人情報の対象者 補助金交付申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：HDD ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 □ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 住宅用太陽光発電システム普及支援事業補助金交付申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 温暖化対策課組織の名称

登録年月日 平成２２年７月７日 開始(変更)年月日 平成２４年６月２１日

個人情報取扱事務の名称 家庭用高効率給湯器等買換支援事業 （ １枚中 １枚）

家庭における高効率給湯器等の普及を促進し、地球温暖化対策の推進

個人情報取扱事務の目的 と地域経済の活性化を図るため、対象機器の設置に対して補助金を交付

（根拠法令等） する。（あきた安全安心住まい推進事業関係補助金交付要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 温暖化対策課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局建築課

個人情報の対象者の区分 補助金交付申請者

個人情報の対象者 補助金交付申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：HDD ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 □ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 家庭用高効率給湯器等買換支援事業補助金交付申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 温暖化対策課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２８年４月１日

個人情報取扱事務の名称 環境大賞表彰事務 （ ２枚中 １枚）

環境保全に関する実践活動が他の模範となる個人又は団体を表彰し、

個人情報取扱事務の目的 その活動事例を県民に紹介することにより、県民の自主的な取り組みを

（根拠法令等） 促進する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 温暖化対策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 選考委員及び申込者

個人情報の対象者 選考委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：HDD ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 □ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 委員名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 温暖化対策課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２８年４月１日

個人情報取扱事務の名称 環境大賞表彰事務 （ ２枚中 ２枚）

環境保全に関する実践活動が他の模範となる個人又は団体を表彰し、

個人情報取扱事務の目的 その活動事例を県民に紹介することにより、県民の自主的な取り組みを

（根拠法令等） 促進する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 温暖化対策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 選考委員及び申込者

個人情報の対象者 申込者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：HDD ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 □ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 環境大賞申込書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 温暖化対策課組織の名称

登録年月日 平成１６年４月１日 開始(変更)年月日 平成２８年４月１日

個人情報取扱事務の名称 環境あきた県民塾 （ １枚中 １枚）

環境に係る講座を実施し、各種情報を県民に発信するとともに、地域

個人情報取扱事務の目的 の環境保全活動のリーダーとなる人材を育成する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 温暖化対策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 入塾申込者

個人情報の対象者 入塾申込者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：HDD ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 □ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：環境あきた県民塾運営委託 ）

の 委 託 □ 無

個人情報が記録 入塾申込書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 温暖化対策課組織の名称

登録年月日 平成１７年３月２０日 開始(変更)年月日 平成２８年４月１日

個人情報取扱事務の名称 あきたエコマイスター登録制度 （ １枚中 １枚）

環境あきた県民塾修了者のうち希望する者を、地域の環境保全活動の

個人情報取扱事務の目的 リーダーとなるあきたエコマイスターとして登録する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 温暖化対策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 登録者

個人情報の対象者 登録者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第１号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：HDD ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 □ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：あきたエコマイスター活動促進事業業務委託 ）

の 委 託 □ 無

個人情報が記録 あきたエコマイスター登録簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 温暖化対策課組織の名称

登録年月日 平成１６年４月１日 開始(変更)年月日 平成２８年４月１日

個人情報取扱事務の名称 地域の環境活動支援事業 （ １枚中 １枚）

市町村、学校、住民団体等が主催する環境保全に関する講演会、学習

個人情報取扱事務の目的 会等へ講師を派遣する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 温暖化対策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 講師派遣申請者

個人情報の対象者 講師派遣申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：HDD ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 □ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：環境の達人地域派遣事業業務委託 ）

の 委 託 □ 無

個人情報が記録 講師等派遣申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 温暖化対策課組織の名称

登録年月日 平成２３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２８年４月１日

個人情報取扱事務の名称 環境教育リーダー研修会 （ １枚中 １枚）

エコマイスター等、環境保全活動における地域のリーダーとなる人材

個人情報取扱事務の目的 を対象に、大気・水質等の状況について学ぶ研修会を開催する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 温暖化対策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 研修会参加希望者

個人情報の対象者 研修会参加希望者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：HDD ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 □ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 研修会参加申込書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 温暖化対策課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２８年４月１日

個人情報取扱事務の名称 こどもエコクラブ登録事務 （ １枚中 １枚）

こどもエコクラブ登録における経由機関として、団体から提出された

個人情報取扱事務の目的 必要書類を、全国こどもエコクラブ事務局（（公財）日本環境協会）へ

（根拠法令等） 送付する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 温暖化対策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 登録希望団体代表者

個人情報の対象者 登録希望団体代表者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：HDD ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 □ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 登録（継続）届

されている主な

行政文書の名称



- 18 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 温暖化対策課組織の名称

登録年月日 平成２２年４月１日 開始(変更)年月日 平成２８年４月１日

個人情報取扱事務の名称 こども環境劇 （ １枚中 １枚）

児童を対象に、環境保全の大切さをテーマとした劇を開催する。

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 温暖化対策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 観劇希望者

個人情報の対象者 観劇希望者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：HDD ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 □ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 観劇申込書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 温暖化対策課組織の名称

登録年月日 平成２６年７月１日 開始(変更)年月日 平成２８年４月１日

個人情報取扱事務の名称 あきたの環境を考える体験事業 （ １枚中 １枚）

工場や事業所の見学や、自然環境に触れる体験を通じ、秋田の豊かな

個人情報取扱事務の目的 自然を守ろうとする気持ちを育む。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 温暖化対策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 体験事業参加希望者

個人情報の対象者 体験事業参加希望者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：HDD ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 □ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 参加申込書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 温暖化対策課組織の名称

登録年月日 平成２３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２８年４月１日

個人情報取扱事務の名称 あきたクリーンパートナー登録事務 （ １枚中 １枚）

環境美化活動に取り組んでいる住民団体、町内会、学校、企業等の登

個人情報取扱事務の目的 録等に関し必要な事項を定め、団体等の活動を支援することにより、県

（根拠法令等） 民の環境美化活動への参加を促進し、散乱ごみのない美しい県土の実現

を目指す。 （あきたクリーンパートナー登録制度実施要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 温暖化対策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 登録団体の連絡先担当者

個人情報の対象者 登録団体の連絡先担当者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第５号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：HDD ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 □ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 クリーンパートナー登録申請書

されている主な

行政文書の名称



- 21 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 温暖化対策課組織の名称

登録年月日 平成２９年４月１日 開始(変更)年月日 平成２９年４月１日

個人情報取扱事務の名称 スポーツごみ拾い事業 （ １枚中 １枚）

ごみ拾いをスポーツとして行うスポＧＯＭＩを、県内の河川又は海岸

個人情報取扱事務の目的 等で実施し、県民の海岸漂着物等発生抑制普及啓発を行う。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 温暖化対策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 参加申込者

個人情報の対象者 参加申込者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：HDD ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 □ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：スポーツごみ拾い事業実施業務委託 ）

の 委 託 □ 無

個人情報が記録 スポＧＯＭＩ参加申込書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 温暖化対策課

組織の名称

登録年月日 令和２年４月１日 開始(変更)年月日 令和２年４月１日

個人情報取扱事務の名称 我が社の省エネ促進事業 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 事業者を対象とした省エネルギーセミナーを開催し、産業部門及び民

（根拠法令等） 生業務部門の温室効果ガス排出削減につなげる。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 温暖化対策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 セミナー講師

個人情報の対象者 参加申込者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）

項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：HDD ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

□ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 □ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 支出証明書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 温暖化対策課

組織の名称

登録年月日 平成３１年４月１日 開始(変更)年月日 平成３１年４月１日

個人情報取扱事務の名称 協働による環境活動促進モデル事業 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 がんばる地域や企業、市町村の取組のＰＲや支援等により、各主体の

（根拠法令等） 連携と地域の実情に応じた環境保全活動を促進する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 温暖化対策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 学習会、シンポジウム講師

個人情報の対象者 参加申込者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）

項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：HDD ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

□ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 □ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 振込口座届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 温暖化対策課組織の名称

登録年月日 令和３年３月１日 開始(変更)年月日 令和３年３月１日

個人情報取扱事務の名称 秋田県食品ロス削減推進協議会事務 （ １枚中 １枚）

学識経験者、食品関連事事業者、消費者等で構成される「秋田県食品

個人情報取扱事務の目的 ロス削減推進協議会」を設置し、計画の策定や施策の推進に関する協議

（根拠法令等） を行う。

（秋田県食品ロス削減推進協議会設置要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 温暖化対策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 協議会委員

個人情報の対象者 協議会委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：HDD ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 □ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田県食品ロス削減推進計画（仮称）の策定に係る協議会資料

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 温暖化対策課組織の名称

登録年月日 平成２５年８月３０日 開始(変更)年月日 令和２年４月１日

個人情報取扱事務の名称 秋田県環境教育等推進協議会事務 （ １枚中 １枚）

県、県教育委員会並びに学校教育及び社会教育の関係者、民間団体等、

個人情報取扱事務の目的 学識経験者等で構成される「秋田県環境教育等推進協議会」を設置し、

（根拠法令等） 計画の策定や施策の推進に関する協議を行う。

（秋田県環境教育等推進協議会設置要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 温暖化対策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 協議会委員

個人情報の対象者 協議会委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：HDD ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 □ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田県環境教育等推進協議会資料、口座確認書

されている主な

行政文書の名称



環境整備課



- 1 -

個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 一般廃棄物処理施設設置許可事務 （ ３枚中 １枚）

一般廃棄物処理施設を設置しようとする者は、都道府県知事の許可を得

個人情報取扱事務の目的 なければならない。

（根拠法令等） （廃棄物の処理及び清掃に関する法律第８条第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、役員、法定代理人、使用人、株主又は出資者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等（廃棄物処理法第 23条の５）

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 一般廃棄物処理施設設置許可申請書

されている主な

行政文書の名称



- 2 -

個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 一般廃棄物処理施設設置許可事務 （ ３枚中 ２枚）

一般廃棄物処理施設を設置しようとする者は、都道府県知事の許可を得

個人情報取扱事務の目的 なければならない。

（根拠法令等） （廃棄物の処理及び清掃に関する法律第８条第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、役員、法定代理人、使用人、株主又は出資者

個人情報の対象者 役員、使用人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等（廃棄物処理法第 23条の５）

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 一般廃棄物処理施設設置許可申請書

されている主な

行政文書の名称



- 3 -

個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 一般廃棄物処理施設設置許可事務 （ ３枚中 ３枚）

一般廃棄物処理施設を設置しようとする者は、都道府県知事の許可を得

個人情報取扱事務の目的 なければならない。

（根拠法令等） （廃棄物の処理及び清掃に関する法律第８条第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、役員、法定代理人、使用人、株主又は出資者

個人情報の対象者 法定代理人、申請法人の株主又は出資者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等（廃棄物処理法第 23条の５）

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 一般廃棄物処理施設設置許可申請書

されている主な

行政文書の名称



- 4 -

個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 一般廃棄物処理施設変更許可事務 （ ３枚中 １枚）

一般廃棄物処理施設を設置許可を受けた者は、当該許可に係る事項を変

個人情報取扱事務の目的 更しようとするときは、都道府県知事の許可を得なければならない。

（根拠法令等） （廃棄物の処理及び清掃に関する法律第９条第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、役員、法定代理人、使用人、株主又は出資者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等（廃棄物処理法第 23条の５）

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 一般廃棄物処理施設変更許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 一般廃棄物処理施設変更許可事務 （ ３枚中 ２枚）

一般廃棄物処理施設を設置許可を受けた者は、当該許可に係る事項を変

個人情報取扱事務の目的 更しようとするときは、都道府県知事の許可を得なければならない。

（根拠法令等） （廃棄物の処理及び清掃に関する法律第９条第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、役員、法定代理人、使用人、株主又は出資者

個人情報の対象者 役員、使用人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等（廃棄物処理法第 23条の５）

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 一般廃棄物処理施設変更許可申請書

されている主な

行政文書の名称



- 6 -

個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 一般廃棄物処理施設変更許可事務 （ ３枚中 ３枚）

一般廃棄物処理施設を設置許可を受けた者は、当該許可に係る事項を変

個人情報取扱事務の目的 更しようとするときは、都道府県知事の許可を得なければならない。

（根拠法令等） （廃棄物の処理及び清掃に関する法律第９条第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、役員、法定代理人、使用人、株主又は出資者

個人情報の対象者 法定代理人、株主又は出資者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等（廃棄物処理法第 23条の５）

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 一般廃棄物処理施設変更許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 一般廃棄物処理施設使用前検査事務 （ １枚中 １枚）

一般廃棄物処理施設設置許可を受けた者は、都道府県知事の検査を受け、

個人情報取扱事務の目的 計画に適合していると認められなければこれを使用してはならない。

（根拠法令等） （廃棄物の処理及び清掃に関する法律第８条の２第５項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 一般廃棄物処理施設使用前検査申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 特定一般廃棄物最終処分場状況等報告書受理事務 （ １枚中 １枚）

特定一般廃棄物最終処分場設置者は、毎年度６月３０日までに必要事項

個人情報取扱事務の目的 を記入した報告書を都道府県知事に提出しなければならない。

（根拠法令等） （廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則第４条の１７）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 報告者

個人情報の対象者 報告者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特定一般廃棄物最終処分場状況等報告書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 一般廃棄物処理施設軽微変更等届出受理事務 （ ３枚中 １枚）

一般廃棄物処理施設の設置許可を受けた者は、軽微な変更（廃止、休止

個人情報取扱事務の目的 再開）をしたときは、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。

（根拠法令等） （廃棄物の処理及び清掃に関する法律第９条第３項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、法定代理人、法人の役員、株主又は出資者、使用人

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等（廃棄物処理法第 23条の５）

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 一般廃棄物処理施設軽微変更等届出書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 一般廃棄物処理施設軽微変更等届出受理事務 （ ３枚中 ２枚）

一般廃棄物処理施設の設置許可を受けた者は、軽微な変更（廃止、休止

個人情報取扱事務の目的 再開）をしたときは、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。

（根拠法令等） （廃棄物の処理及び清掃に関する法律第９条第３項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、法定代理人、役員、株主又は出資者、使用人

個人情報の対象者 役員、使用人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等（廃棄物処理法第 23条の５）

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 一般廃棄物処理施設軽微変更等届出書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 一般廃棄物処理施設軽微変更等届出受理事務 （ ３枚中 ３枚）

一般廃棄物処理施設の設置許可を受けた者は、軽微な変更（廃止、休止

個人情報取扱事務の目的 再開）をしたときは、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。

（根拠法令等） （廃棄物の処理及び清掃に関する法律第９条第３項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、法定代理人、役員、株主又は出資者、使用人

個人情報の対象者 法定代理人、株主又は出資者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等（廃棄物処理法第 23条の５）

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 一般廃棄物処理施設軽微変更等届出書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 一般廃棄物の最終処分場の埋立処分終了届出受理事務（ 1枚中 1枚）
一般廃棄物最終処分場の埋立処分が終了したときは３０日以内に都道府

個人情報取扱事務の目的 県知事に届け出なければならない。

（根拠法令等） （廃棄物の処理及び清掃に関する法律第９条第４項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、廃止までの管理者

個人情報の対象者 届出者、廃止までの管理者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 一般廃棄物の最終処分場の埋立処分終了届出書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 一般廃棄物の最終処分場廃止確認事務 （ 1枚中 1枚）
一般廃棄物最終処分場を都道府県知事の確認を受けたときに限り廃止す

個人情報取扱事務の目的 ることができる。

（根拠法令等） （廃棄物の処理及び清掃に関する法律第９条第５項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 一般廃棄物最終処分場廃止確認申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 一般廃棄物処理施設譲受け（借受け）許可事務 （ ３枚中 1枚）
一般廃棄物処理施設設置許可を受けた者から当該許可を受けた一般廃棄

個人情報取扱事務の目的 物処理施設を譲り受け又は借り受けようとする者は、都道府県知事の許

（根拠法令等） 可を受けなければならない。

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第９条の５第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、法定代理人、法人の役員、株主又は出資者、使用人

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等（廃棄物処理法第 23条の５）

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 一般廃棄物処理施設譲受け（借受け）許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 一般廃棄物処理施設譲受け（借受け）許可事務 （ ３枚中 ２枚）

一般廃棄物処理施設設置許可を受けた者から当該許可を受けた一般廃棄

個人情報取扱事務の目的 物処理施設を譲り受け又は借り受けようとする者は、都道府県知事の許

（根拠法令等） 可を受けなければならない。

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第９条の５第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、法定代理人、法人の役員、株主又は出資者、使用人

個人情報の対象者 法人の役員、使用人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等（廃棄物処理法第 23条の５）

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 一般廃棄物処理施設譲受け（借受け）許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 一般廃棄物処理施設譲受け（借受け）許可事務 （ ３枚中 ３枚）

一般廃棄物処理施設設置許可を受けた者から当該許可を受けた一般廃棄

個人情報取扱事務の目的 物処理施設を譲り受け又は借り受けようとする者は、都道府県知事の許

（根拠法令等） 可を受けなければならない。

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第９条の５第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、法定代理人、法人の役員、株主又は出資者、使用人

個人情報の対象者 法定代理人、株主又は出資者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等（廃棄物処理法第 23条の５）

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 一般廃棄物処理施設譲受け（借受け）許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 合併認可事務 （ ３枚中 １枚）

許可施設設置者である法人の合併の場合、都道府県知事の認可を受けた

個人情報取扱事務の目的 ときは合併後の法人は許可施設設置者の地位を継承する。

（根拠法令等） （廃棄物の処理及び清掃に関する法律第９条の６第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、法人の役員、法定代理人、株主又は出資者、使用人

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等（廃棄物処理法第 23条の５）

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 合併認可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 合併認可事務 （ ３枚中 ２枚）

許可施設設置者である法人の合併の場合、都道府県知事の認可を受けた

個人情報取扱事務の目的 ときは合併後の法人は許可施設設置者の地位を継承する。

（根拠法令等） （廃棄物の処理及び清掃に関する法律第９条の６第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、法人の役員、法定代理人、株主又は出資者、使用人

個人情報の対象者 法人の役員、使用人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等（廃棄物処理法第 23条の 3）

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 合併認可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 合併認可事務 （ ３枚中 ３枚）

許可施設設置者である法人の合併の場合、都道府県知事の認可を受けた

個人情報取扱事務の目的 ときは合併後の法人は許可施設設置者の地位を継承する。

（根拠法令等） （廃棄物の処理及び清掃に関する法律第９条の６第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、法人の役員、法定代理人、株主又は出資者、使用人

個人情報の対象者 法定代理人、株主又は出資者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等（廃棄物処理法第 23条の 3）

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 合併認可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 相続届出書受理事務 （ ２枚中 １枚）

許可施設設置者の地位を承継した相続人は、相続の日から３０日以内に

個人情報取扱事務の目的 その旨を都道府県知事に届け出なければならない。

（根拠法令等） （廃棄物の処理及び清掃に関する法律第９条の７第２項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、法定代理人、使用人

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等（廃棄物処理法第 23条の５）

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 ■ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 相続届出書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 相続届出書受理事務 （ ２枚中 ２枚）

許可施設設置者の地位を承継した相続人は、相続の日から３０日以内に

個人情報取扱事務の目的 その旨を都道府県知事に届け出なければならない。

（根拠法令等） （廃棄物の処理及び清掃に関する法律第９条の７第２項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、法定代理人、使用人

個人情報の対象者 法定代理人、使用人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等（廃棄物処理法第 23条の５）

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 相続届出書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 最終処分場届出台帳等閲覧請求事務 （ １枚中 １枚）

都道府県知事は関係人から請求があったときは台帳等を閲覧させなけれ

個人情報取扱事務の目的 ばならない。

（根拠法令等） （廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１９条の７第３項９）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 請求者

個人情報の対象者 請求者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 最終処分場届出台帳等閲覧請求書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 廃棄物再生事業者登録事務 （ １枚中 １枚）

廃棄物の再生を業として営んでいる者は、都道府県知事の登録を受ける

個人情報取扱事務の目的 事が出来る。

（根拠法令等） （廃棄物の処理及び清掃に関する法律第２０条の２第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 廃棄物再生事業者登録事務

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 許可証（登録証明書、指定証）再交付事務 （ １枚中 １枚）

許可証（登録証明書、指定証）を破り、汚し、又は失ったときは、その

個人情報取扱事務の目的 日から２週間以内に再交付を知事に申請しなければならない。

（根拠法令等） （廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則第１１条第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 登録証明書再交付申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 廃棄物再生事業者登録事項変更届出受理事務 （ １枚中 １枚）

登録廃棄物再生事業者は、登録事項に変更があったときはその旨を都道

個人情報取扱事務の目的 府県知事に届けでなければならない。

（根拠法令等） （廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令第１７条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 廃棄物再生事業者登録事項変更届出書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 登録廃棄物再生事業場廃止（休止、再開）届出受理事務（１枚中１枚）

登録廃棄物再生事業者は、その事業場を廃止（休止、再開）したときは、

個人情報取扱事務の目的 ３０日以内にその旨を都道府県知事に届け出なければならない。

（根拠法令等） （廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令第１８条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 登録廃棄物再生事業場廃止（休止、再開）届出書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 浄化槽の設置届出受理事務 （ ３枚中 １枚）

浄化槽を設置しようとする者は、都道府県知事に届け出なければならな

個人情報取扱事務の目的 い。

（根拠法令等） （浄化槽法第５条第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、浄化槽工事者、浄化槽保守点検業者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 ■住宅の間取り

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 浄化槽設置届出書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 浄化槽の設置届出受理事務 （ ３枚中 ２枚）

浄化槽を設置しようとする者は、都道府県知事に届け出なければならな

個人情報取扱事務の目的 い。

（根拠法令等） （浄化槽法第５条第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、浄化槽工事者、浄化槽保守点検業者

個人情報の対象者 浄化槽工事者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 浄化槽設置届出書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 浄化槽の設置届出受理事務 （ ３枚中 ３枚）

浄化槽を設置しようとする者は、都道府県知事に届け出なければならな

個人情報取扱事務の目的 い。

（根拠法令等） （浄化槽法第５条第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、浄化槽工事者、浄化槽保守点検業者

個人情報の対象者 浄化槽保守点検業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 浄化槽設置届出書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 浄化槽変更届出受理事務 （ ３枚中 １枚）

浄化槽の構造又は規模の変更をしようとする者は、都道府県知事に届け

個人情報取扱事務の目的 出なければならない。

（根拠法令等） （浄化槽法第５条第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、浄化槽工事者、浄化槽保守点検業者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 ■住宅の間取り

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 浄化槽設置届出書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 浄化槽変更置届出受理事務 （ ３枚中 ２枚）

浄化槽の構造又は規模の変更をしようとする者は、都道府県知事に届け

個人情報取扱事務の目的 出なければならない。

（根拠法令等） （浄化槽法第５条第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、浄化槽工事者、浄化槽保守点検業者

個人情報の対象者 浄化槽工事者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 浄化槽設置届出書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 浄化槽変更届出受理事務 （ ３枚中 ３枚）

浄化槽の構造又は規模の変更をしようとする者は、都道府県知事に届け

個人情報取扱事務の目的 出なければならない。

（根拠法令等） （浄化槽法第５条第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、浄化槽工事者、浄化槽保守点検業者

個人情報の対象者 浄化槽保守点検業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 浄化槽設置届出書

されている主な

行政文書の名称



- 33 -

個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 浄化槽使用廃止届出受理事務 （ １枚中 １枚）

浄化槽管理者は、浄化槽の使用を廃止したときは、速やかに届出書を知

個人情報取扱事務の目的 事に提出しなければならない。

（根拠法令等） （浄化槽法施行細則第３条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 浄化槽管理者

個人情報の対象者 浄化槽管理者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 浄化槽使用廃止届出書

されている主な

行政文書の名称



- 34 -

個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 浄化槽使用開始報告書受理事務 （ ２枚中 １枚）

浄化槽管理者は、当該浄化槽の使用開始の日から３０日以内に報告書を

個人情報取扱事務の目的 知事に提出しなければならない。

（根拠法令等） （浄化槽法第１０条の２第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 浄化槽管理者、技術管理者

個人情報の対象者 浄化槽管理者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 浄化槽使用開始報告書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 浄化槽使用開始報告書受理事務 （ ２枚中 ２枚）

浄化槽管理者は、当該浄化槽の使用開始の日から３０日以内に報告書を

個人情報取扱事務の目的 知事に提出しなければならない。

（根拠法令等） （浄化槽法第１０条の２第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 浄化槽管理者、技術管理者

個人情報の対象者 技術管理者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 浄化槽使用開始報告書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 技術管理者変更報告書受理事務 （ ２枚中 １枚）

政令で定める規模の浄化槽の浄化槽管理者は、技術管理者を変更したと

個人情報取扱事務の目的 きは報告書を知事に提出しなければならない。

（根拠法令等） （浄化槽法第１０条の２第２項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 浄化槽管理者、技術管理者

個人情報の対象者 浄化槽管理者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 技術管理者変更報告書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 技術管理者変更報告書受理事務 （ ２枚中 ２枚）

政令で定める規模の浄化槽の浄化槽管理者は、技術管理者を変更したと

個人情報取扱事務の目的 きは報告書を知事に提出しなければならない。

（根拠法令等） （浄化槽法第１０条の２第２項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 浄化槽管理者、技術管理者

個人情報の対象者 技術管理者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 技術管理者変更報告書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 浄化槽管理者変更報告書受理事務 （ １枚中 １枚）

浄化槽管理者に変更があったときは、新たに浄化槽管理者になった者は

個人情報取扱事務の目的 報告書を知事に提出しなければならない。

（根拠法令等） （浄化槽法第１０条の２第３項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 浄化槽管理者

個人情報の対象者 浄化槽管理者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 浄化槽管理者変更報告書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 浄化槽保守点検業者登録（更新登録）事務 （ ４枚中 １枚）

浄化槽の保守点検を行う事業を営もうとする者は、知事の登録を受けな

個人情報取扱事務の目的 ければならない。

（根拠法令等） （秋田県浄化槽保守点検業者の登録に関する条例第２条第１項(第３項)）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、法人の役員、浄化槽管理士、浄化槽清掃業者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 浄化槽保守点検業者登録（更新登録）申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 浄化槽保守点検業者登録（更新登録）事務 （ ４枚中 ２枚）

浄化槽の保守点検を行う事業を営もうとする者は、知事の登録を受けな

個人情報取扱事務の目的 ければならない。

（根拠法令等） （秋田県浄化槽保守点検業者の登録に関する条例第２条第１項(第３項)）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、法人の役員、浄化槽管理士、浄化槽清掃業者

個人情報の対象者 法人の役員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 浄化槽保守点検業者登録（更新登録）申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 浄化槽保守点検業者登録（更新登録）事務 （ ４枚中 ３枚）

浄化槽の保守点検を行う事業を営もうとする者は、知事の登録を受けな

個人情報取扱事務の目的 ければならない。

（根拠法令等） （秋田県浄化槽保守点検業者の登録に関する条例第２条第１項(第３項)）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、法人の役員、浄化槽管理士、浄化槽清掃業者

個人情報の対象者 浄化槽管理士

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 浄化槽保守点検業者登録（更新登録）申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 浄化槽保守点検業者登録（更新登録）事務 （ ４枚中 ４枚）

浄化槽の保守点検を行う事業を営もうとする者は、知事の登録を受けな

個人情報取扱事務の目的 ければならない。

（根拠法令等） （秋田県浄化槽保守点検業者の登録に関する条例第２条第１項(第３項)）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、法人の役員、浄化槽管理士、浄化槽清掃業者

個人情報の対象者 浄化槽清掃業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 浄化槽保守点検業者登録（更新登録）申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 浄化槽保守点検業変更登録事務 （ ３枚中 １枚）

浄化槽保守点検業者は、新たな営業区域を設けようとするときは、知事

個人情報取扱事務の目的 の変更の登録を受けなければならない。

（根拠法令等） （秋田県浄化槽保守点検業者の登録に関する条例第６条第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、浄化槽管理士、浄化槽清掃業者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 浄化槽保守点検業者変更登録申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 浄化槽保守点検業変更登録事務 （ ３枚中 ２枚）

浄化槽保守点検業者は、新たな営業区域を設けようとするときは、知事

個人情報取扱事務の目的 の変更の登録を受けなければならない。

（根拠法令等） （秋田県浄化槽保守点検業者の登録に関する条例第６条第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、浄化槽管理士、浄化槽清掃業者

個人情報の対象者 浄化槽管理士

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 浄化槽保守点検業者変更登録申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 浄化槽保守点検業変更登録事務 （ ３枚中 ３枚）

浄化槽保守点検業者は、新たな営業区域を設けようとするときは、知事

個人情報取扱事務の目的 の変更の登録を受けなければならない。

（根拠法令等） （秋田県浄化槽保守点検業者の登録に関する条例第６条第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、浄化槽管理士、浄化槽清掃業者

個人情報の対象者 浄化槽清掃業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 浄化槽保守点検業者変更登録申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 浄化槽保守点検業者登録事項変更届出受理事務 （ ３枚中 １枚）

浄化槽保守点検業者は、登録事項に変更があったときは、その旨を知事

個人情報取扱事務の目的 に届け出なければならない。

（根拠法令等） （秋田県浄化槽保守点検業者の登録に関する条例第７条第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、法人の役員、浄化槽管理士

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 浄化槽保守点検業者登録事項変更届出書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 浄化槽保守点検業者登録事項変更届出受理事務 （ ３枚中 ２枚）

浄化槽保守点検業者は、登録事項に変更があったときは、その旨を知事

個人情報取扱事務の目的 に届け出なければならない。

（根拠法令等） （秋田県浄化槽保守点検業者の登録に関する条例第７条第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、法人の役員、浄化槽管理士

個人情報の対象者 法人の役員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 浄化槽保守点検業者登録事項変更届出書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 浄化槽保守点検業者登録事項変更届出受理事務 （ ３枚中 ３枚）

浄化槽保守点検業者は、登録事項に変更があったときは、その旨を知事

個人情報取扱事務の目的 に届け出なければならない。

（根拠法令等） （秋田県浄化槽保守点検業者の登録に関する条例第７条第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、法人の役員、浄化槽管理士

個人情報の対象者 浄化槽管理士

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 浄化槽保守点検業者登録事項変更届出書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 浄化槽保守点検業者廃業等届出受理事務 （ １枚中 １枚）

浄化槽保守点検業を廃止した場合は、３０日以内にその旨を知事に届け

個人情報取扱事務の目的 出なければならない。

（根拠法令等） （秋田県浄化槽保守点検業者の登録に関する条例第８条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 浄化槽保守点検業者廃業等届出書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 廃棄物関係各種苦情処理票 （ ２枚中 １枚）

苦情処理内容の返答のため

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 苦情者、被苦情者

個人情報の対象者 苦情者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 ■ 意見・要望 ■ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 苦情処理簿

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 廃棄物関係各種苦情処理票 （ ２枚中 ２枚）

苦情処理内容の返答のため

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 苦情者、被苦情者

個人情報の対象者 被苦情者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第８号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 ■ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 苦情処理簿

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 廃棄物処理施設の設置に係る事前協議 （ ３枚中 １枚）

事業者等が廃棄物処理施設の設置及び維持管理を行う場合に、県が事業

個人情報取扱事務の目的 者に対し、公害防止、災害防止等のための必要な指導を行うことにより、

（根拠法令等） 生活環境の保全及び廃棄物の適正処理の推進を図ることを目的とする。

（秋田県廃棄物処理施設の設置及び維持管理に関する指導要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 施設設置の事前協議者、土地所有者、隣接地権者、設置同意者

個人情報の対象者 施設設置の事前協議者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 廃棄物処理施設設置等事前協議書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 廃棄物処理施設の設置に係る事前協議 （ ３枚中 ２枚）

事業者等が廃棄物処理施設の設置及び維持管理を行う場合に、県が事業

個人情報取扱事務の目的 者に対し、公害防止、災害防止等のための必要な指導を行うことにより、

（根拠法令等） 生活環境の保全及び廃棄物の適正処理の推進を図ることを目的とする。

（秋田県廃棄物処理施設の設置及び維持管理に関する指導要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 施設設置の事前協議者、土地所有者、隣接地権者、設置同意者

個人情報の対象者 隣接地権者、土地所有者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 廃棄物処理施設設置等事前協議書

されている主な

行政文書の名称



- 54 -

個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 廃棄物処理施設の設置に係る事前協議 （ ３枚中 ３枚）

事業者等が廃棄物処理施設の設置及び維持管理を行う場合に、県が事業

個人情報取扱事務の目的 者に対し、公害防止、災害防止等のための必要な指導を行うことにより、

（根拠法令等） 生活環境の保全及び廃棄物の適正処理の推進を図ることを目的とする。

（秋田県廃棄物処理施設の設置及び維持管理に関する指導要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 施設設置の事前協議者、土地所有者、隣接地権者、設置同意者

個人情報の対象者 設置同意者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 廃棄物処理施設設置等事前協議書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物処理施設設置許可事務 （ ３枚中 １枚）

産業廃棄物処理施設を設置しようとする者は、当該産業廃棄物処理施設

個人情報取扱事務の目的 を設置しようとする地を管轄する都道府県知事の許可を受けなければな

（根拠法令等） らない。

（ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１５条第１項 ）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請法人の役員、申請人の法定代理人、申請人の政令第６条の10に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 廃棄物処理施設設置許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物処理施設設置許可事務 （ ３枚中 ２枚）

産業廃棄物処理施設を設置しようとする者は、当該産業廃棄物処理施設

個人情報取扱事務の目的 を設置しようとする地を管轄する都道府県知事の許可を受けなければな

（根拠法令等） らない。

（ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１５条第１項 ）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請法人の役員、申請人の法定代理人、申請人の政令第６条の10に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 申請法人の役員、申請人の政令第６条の 10に規定する使用人
1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 廃棄物処理施設設置許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物処理施設設置許可事務 （ ３枚中 ３枚）

産業廃棄物処理施設を設置しようとする者は、当該産業廃棄物処理施設

個人情報取扱事務の目的 を設置しようとする地を管轄する都道府県知事の許可を受けなければな

（根拠法令等） らない。

（ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１５条第１項 ）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請法人の役員、申請人の法定代理人、申請人の政令第６条の１０に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 申請人の法定代理人、申請法人の株主又は出資者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 廃棄物処理施設設置許可申請書

されている主な

行政文書の名称



- 58 -

個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物処理施設変更許可事務 （ ３枚中 １枚）

産業廃棄物処理施設の設置者は、当該許可に係る第１５条第２項第４号

個人情報取扱事務の目的 から第７号までに掲げる事項の変更をしようとする時は、環境省令に定

（根拠法令等） めるとこにより、都道府県知事の許可を受けなければならない。

（ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１５条の２の６第１項 ）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請法人の役員、申請人の法定代理人、申請人の政令第６条の 10 に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 廃棄物処理施設設置変更許可申請書

されている主な

行政文書の名称



- 59 -

個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物処理施設変更許可事務 （ ３枚中 ２枚）

産業廃棄物処理施設の設置者は、当該許可に係る第１５条第２項第４号

個人情報取扱事務の目的 から第７号までに掲げる事項の変更をしようとする時は、環境省令に定

（根拠法令等） めるとこにより、都道府県知事の許可を受けなければならない。

（ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１５条の２の６第１項 ）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請法人の役員、申請人の法定代理人、申請人の政令第６条の 10 に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 申請法人の役員、申請人の政令第６条の１０に規定する使用人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 廃棄物処理施設設置変更許可申請書

されている主な

行政文書の名称



- 60 -

個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物処理施設変更許可事務 （ ３枚中 ３枚）

産業廃棄物処理施設の設置者は、当該許可に係る第１５条第２項第４号

個人情報取扱事務の目的 から第７号までに掲げる事項の変更をしようとする時は、環境省令に定

（根拠法令等） めるとこにより、都道府県知事の許可を受けなければならない。

（ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１５条の２の６第１項 ）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請法人の役員、申請人の法定代理人、申請人の政令第６条の 10 に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 申請人の法定代理人、新制法人の株主又は出資者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 廃棄物処理施設変更許可申請書

されている主な

行政文書の名称



- 61 -

個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物処理施設譲受け・借受け許可事務 （ ３枚中 １枚）

産業廃棄物の処理施設の許可を受けた者から当該許可に係る産業廃棄物

個人情報取扱事務の目的 処理施設を譲り受け、又は借り受けようとする者は、環境省令の定める

（根拠法令等） ところにより、都道府県知事の許可を受けなければならない。

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１５条の４において準用する同法第９条の５第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請法人の役員、申請人の法定代理人、申請人の政令第６条の 10 に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 産業廃棄物処理施設譲受け・借受け許可申請書

されている主な

行政文書の名称



- 62 -

個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物処理施設譲受け・借受け許可事務 （ ３枚中 ２枚）

産業廃棄物の処理施設の許可を受けた者から当該許可に係る産業廃棄物

個人情報取扱事務の目的 処理施設を譲り受け、又は借り受けようとする者は、環境省令の定める

（根拠法令等） ところにより、都道府県知事の許可を受けなければならない。

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１５条の４において準用する同法第９条の５第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請法人の役員、申請人の法定代理人、申請人の政令第６条の１０に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 申請法人の役員、申請人の政令第６条の１０に規定する使用人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 産業廃棄物処理施設譲受け・借受け許可申請書

されている主な

行政文書の名称



- 63 -

個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物処理施設譲受け・借受け許可事務 （ ３枚中 ３枚）

産業廃棄物の処理施設の許可を受けた者から当該許可に係る産業廃棄

個人情報取扱事務の目的 物処理施設を譲り受け、又は借り受けようとする者は、環境省令の定め

（根拠法令等） るところにより、都道府県知事の許可を受けなければならない。

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１５条の４において準用する同法第９条の５第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請法人の役員、申請人の法定代理人、申請人の政令第６条の１０に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 申請人の法定代理人、申請法人の株主又は出資者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 産業廃棄物処理施設譲受け・借受け許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 法人の合併・分割認可事務 （ ３枚中 １枚）

許可施設設置者である法人の合併又は分割の場合において都道府県知事

個人情報取扱事務の目的 の認可を受けたときは、合併若しくは分割後に存続する法人又は合併に

（根拠法令等） より設立された法人は、許可施設設置者の地位を承継する。

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１５条の４において準用する同法第９条の６第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請法人の役員、申請人の法定代理人、申請人の政令第６条の１０に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 法人の合併・分割認可申請書

されている主な

行政文書の名称



- 65 -

個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 法人の合併・分割認可事務 （ ３枚中 ２枚）

許可施設設置者である法人の合併又は分割の場合において都道府県知事

個人情報取扱事務の目的 の認可を受けたときは、合併若しくは分割後に存続する法人又は合併に

（根拠法令等） より設立された法人は、許可施設設置者の地位を承継する。

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１５条の４において準用する同法第９条の６第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請法人の役員、申請人の法定代理人、申請人の政令第６条の１０に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 申請法人の役員、申請人の政令第６条の８に規定する使用人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 法人の合併・分割認可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 法人の合併・分割認可事務 （ ３枚中 ３枚）

許可施設設置者である法人の合併又は分割の場合において都道府県知

個人情報取扱事務の目的 事の認可を受けたときは、合併若しくは分割後に存続する法人又は合併

（根拠法令等） により設立された法人は、許可施設設置者の地位を承継する。

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１５条の４において準用する同法第９条の６第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請法人の役員、申請人の法定代理人、申請人の政令第６条の１０に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 申請者の法定代理人、申請者の株主又は出資者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 法人の合併・分割認可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物処理施設使用前検査事務 （ １枚中 １枚）

産業廃棄物処理施設設置許可を受けた者は、当該許可に係る産業廃棄物

個人情報取扱事務の目的 処理施設について、都道府県知事の検査を受け設置に関する計画に適合

（根拠法令等） していると認められた後でなければ、使用してはならない。

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 15 条の２第 5 項（法第 15 条の２の 6 第２項において準用する場合を含む。）)
個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 産業廃棄物処理施設使用前検査申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物処理施設軽微変更等届受理事務 （ ３枚中 １枚）

法第１５条第１項の許可を受けた者は、規則で定める軽微な変更をしたとき、若し

個人情報取扱事務の目的 くは同条第２項第１号に掲げる事項その規則で定める事項に変更があったとき、又

（根拠法令等） は施設の廃止若しくは休止し又は再開したときは知事に届けなければならない。

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１５条の２の 6 第３項において準用する法第９条第３項）
個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、届出法人の役員、届出者の法定代理人、届出者の政令第６条の１０に規定する使用人、届出法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 産業廃棄物処理施設軽微変更等届出書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物処理施設軽微変更等届受理事務 （ ３枚中 ２枚）

法第１５条第１項の許可を受けた者は、規則で定める軽微な変更をしたとき、若し

個人情報取扱事務の目的 くは同条第２項第１号に掲げる事項その規則で定める事項に変更があったとき、又

（根拠法令等） は施設の廃止若しくは休止し又は再開したときは知事に届けなければならない。

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１５条の２の 6 第３項において準用する法第９条第３項）
個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、届出法人の役員、届出者の法定代理人、届出者の政令第６条の１０に規定する使用人、届出法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 届出法人の役員、届出者の政令第６条の１０に規定する使用人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 産業廃棄物処理施設軽微変更等届出書

されている主な

行政文書の名称



- 70 -

個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物処理施設軽微変更等届受理事務 （ ３枚中 ３枚）

法第１５条第１項の許可を受けた者は、規則で定める軽微な変更をしたとき、若し

個人情報取扱事務の目的 くは同条第２項第１号に掲げる事項その規則で定める事項に変更があったとき、又

（根拠法令等） は施設の廃止若しくは休止し又は再開したときは知事に届けなければならない。

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１５条の２の 6 第３項において準用する法第９条第３項）
個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、届出法人の役員、届出者の法定代理人、届出者の政令第６条の１０に規定する使用人、届出法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 届出人の法定代理人、届出法人の株主又は出資者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 産業廃棄物処理施設軽微変更等届出書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物最終処分場の埋立処分終了届受理事務 （ １枚中 １枚）

法第１５条第１項の許可を受けた最終処分場は、当該最終処分場に係

個人情報取扱事務の目的 る埋立処分が終了したときは、その終了した日から３０日以内に知事に

（根拠法令等） 届けなければならない。

(廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 15条の２の 6第３項において準用する法第９条第４項)

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 産業廃棄物の最終処分場の埋立処分終了届出書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物最終処分場廃止確認事務 （ １枚中 １枚）

法第１５条第１項の許可を受けた産業廃棄物最終処分場は規則で定め

個人情報取扱事務の目的 るところにより政令、規則で定める技術上の基準に適合していることの

（根拠法令等） 確認を受けたときに限り廃止することができる。（廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律第 15条の２の 6第３項において準用する同法第９条第５項)

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 産業廃棄物最終処分場廃止確認申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物収集運搬業許可事務 （ ３枚中 １枚）

産業廃棄物の収集又は運搬を業として行おうとする者は、当該業を行

個人情報取扱事務の目的 おうとする区域を管轄する都道府県知事の許可を受けなければならない。

（根拠法令等） （廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請法人の役員、申請人の法定代理人、申請人の政令第６条の 10 に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 産業廃棄物収集運搬業許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物収集運搬業許可事務 （ ３枚中 ２枚）

産業廃棄物の収集又は運搬を業として行おうとする者は、当該業を行

個人情報取扱事務の目的 おうとする区域を管轄する都道府県知事の許可を受けなければならない。

（根拠法令等） （廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請法人の役員、申請人の法定代理人、申請人の政令第６条の 10 に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 申請者の法定代理人、申請法人の株主又は出資者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 産業廃棄物収集運搬業許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物収集運搬業許可事務 （ ３枚中 ３枚）

産業廃棄物の収集又は運搬を業として行おうとする者は、当該業を行

個人情報取扱事務の目的 おうとする区域を管轄する都道府県知事の許可を受けなければならない。

（根拠法令等） （廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請法人の役員、申請人の法定代理人、申請人の政令第６条の 10 に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 申請法人の役員、申請人の政令第６条の１０に規定する使用人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 産業廃棄物収集運搬業許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物収集運搬業事業範囲変更許可事務 （ ３枚中 １枚）

産業廃棄物収集運搬業者は、その収集又は運搬の事業の範囲を変更す

個人情報取扱事務の目的 るときは都道府県知事の許可を受けなければならない。

（根拠法令等）

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条の２第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請法人の役員、申請人の法定代理人、申請人の政令第６条の 10 に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 産業廃棄物処理業の事業範囲変更許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物収集運搬業事業範囲変更許可事務 （ ３枚中 ２枚）

産業廃棄物収集運搬業者は、その収集又は運搬の事業の範囲を変更す

個人情報取扱事務の目的 るときは都道府県知事の許可を受けなければならない。

（根拠法令等）

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条の２第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請法人の役員、申請人の法定代理人、申請人の政令第６条の 10 に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 申請法人の役員、申請人の政令第６条の 10に規定する使用人
1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 産業廃棄物処理業の事業範囲変更許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物収集運搬業事業範囲変更許可事務 （ ３枚中 ３枚）

産業廃棄物収集運搬業者は、その収集又は運搬の事業の範囲を変更す

個人情報取扱事務の目的 るときは都道府県知事の許可を受けなければならない。

（根拠法令等）

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条の２第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請法人の役員、申請人の法定代理人、申請人の政令第６条の１０に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 申請人の法定代理人、申請法人の株主又は出資者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 産業廃棄物処理業の事業範囲変更許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物収集運搬業廃止・変更届受理事務 （ ３枚中 １枚）

産業廃棄物収集運搬業者は、その産業廃棄物の収集若しくは運搬の全

個人情報取扱事務の目的 部若しくは一部を廃止したとき、又は住所その他規則で定める事項を変

（根拠法令等） 更したときは、都道府県知事に届け出なければならない。

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条の２第３項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、届出法人の役員、届出者の法定代理人、届出者の政令第６条の 10 に規定する使用人、届出法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 産業廃棄物処理業廃止・変更届出書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物収集運搬業廃止・変更届受理事務 （ ３枚中 ２枚）

産業廃棄物収集運搬業者は、その産業廃棄物の収集若しくは運搬の全

個人情報取扱事務の目的 部若しくは一部を廃止したとき、又は住所その他規則で定める事項を変

（根拠法令等） 更したときは、都道府県知事に届け出なければならない。

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条の２第３項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、届出法人の役員、届出者の法定代理人、届出者の政令第６条の 10 に規定する使用人、届出法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 届出法人の役員、届出者の政令第６条の 10に規定する使用人
1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 産業廃棄物処理業廃止・変更届出書

されている主な

行政文書の名称



- 81 -

個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物収集運搬業廃止・変更届受理事務 （ ３枚中 ３枚）

産業廃棄物収集運搬業者は、その産業廃棄物の収集若しくは運搬の全

個人情報取扱事務の目的 部若しくは一部を廃止したとき、又は住所その他規則で定める事項を変

（根拠法令等） 更したときは、都道府県知事に届け出なければならない。

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条の２第３項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、届出法人の役員、届出者の法定代理人、届出者の政令第６条の 10 に規定する使用人、届出法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 届出者の法定代理人、届出法人の株主又は出資者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 産業廃棄物処理業廃止・変更届出書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物処分業許可事務 （ ３枚中 １枚）

産業廃棄物の処分を業として行おうとする者は、当該業を行おうとす

個人情報取扱事務の目的 る区域を管轄する都道府県知事の許可を受けなければならない。

（根拠法令等）

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条第６項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請法人の役員、申請人の法定代理人、申請人の政令第６条の 10 に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 産業廃棄物処分業許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物処分業許可事務 （ ３枚中 ２枚）

産業廃棄物の処分を業として行おうとする者は、当該業を行おうとす

個人情報取扱事務の目的 る区域を管轄する都道府県知事の許可を受けなければならない。

（根拠法令等）

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条第６項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請法人の役員、申請人の法定代理人、申請人の政令第６条の 10 に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 申請法人の役員、申請人の政令第６条の１０に規定する使用人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 産業廃棄物処分業許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物処分業許可事務 （ ３枚中 ３枚）

産業廃棄物の処分を業として行おうとする者は、当該業を行おうとす

個人情報取扱事務の目的 る区域を管轄する都道府県知事の許可を受けなければならない。

（根拠法令等）

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条第６項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請法人の役員、申請人の法定代理人、申請人の政令第６条の 10 に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 申請人の法定代理人、申請法人の株主又は出資者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 産業廃棄物処分業許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物処分業事業範囲変更許可事務 （ ３枚中 １枚）

産業廃棄物の処分業者は、その産業廃棄物の処分の事業の範囲を変更し

個人情報取扱事務の目的 ようとするときは、都道府県知事の許可を受けなければならない。

（根拠法令等）

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条の２第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請法人の役員、申請人の法定代理人、申請人の政令第６条の 10 に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 産業廃棄物処理業の事業範囲変更許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物処分業事業範囲変更許可事務 （ ３枚中 ２枚）

産業廃棄物の処分業者は、その産業廃棄物の処分の事業の範囲を変更し

個人情報取扱事務の目的 ようとするときは、都道府県知事の許可を受けなければならない。

（根拠法令等）

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条の２第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請法人の役員、申請人の法定代理人、申請人の政令第６条の 10 に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 申請法人の役員、申請人の政令第６条の 10に規定する使用人
1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 産業廃棄物処理業の事業範囲変更許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物処分業事業範囲変更許可事務 （ ３枚中 ３枚）

産業廃棄物の処分業者は、その産業廃棄物の処分の事業の範囲を変更し

個人情報取扱事務の目的 ようとするときは、都道府県知事の許可を受けなければならない。

（根拠法令等）

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条の２第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請法人の役員、申請人の法定代理人、申請人の政令第６条の 10 に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 申請人の法定代理人、申請法人の株主又は出資者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 産業廃棄物処理業の事業範囲変更許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物処分業廃止・変更届受理事務 （ ３枚中 １枚）

産業廃棄物収集運搬業者は、その産業廃棄物の収集若しくは運搬の全部

個人情報取扱事務の目的 若しくは一部を廃止したとき、又は住所その他規則で定める事項を変更

（根拠法令等） したときは、都道府県知事に届け出なければならない。

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条の２第３項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、届出法人の役員、届出者の法定代理人、届出者の政令第６条の 10 に規定する使用人、届出法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 産業廃棄物処理業廃止・変更届出書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物処分業廃止・変更届受理事務 （ ３枚中 ２枚）

産業廃棄物収集運搬業者は、その産業廃棄物の収集若しくは運搬の全部

個人情報取扱事務の目的 若しくは一部を廃止したとき、又は住所その他規則で定める事項を変更

（根拠法令等） したときは、都道府県知事に届け出なければならない。

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条の２第３項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、届出法人の役員、届出者の法定代理人、届出者の政令第６条の 10 に規定する使用人、届出法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 届出法人の役員、届出者の政令第６条の 10に規定する使用人
1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 産業廃棄物処理業廃止・変更届出書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物処分業廃止・変更届受理事務 （ ３枚中 ３枚）

産業廃棄物収集運搬業者は、その産業廃棄物の収集若しくは運搬の全部

個人情報取扱事務の目的 若しくは一部を廃止したとき、又は住所その他規則で定める事項を変更

（根拠法令等） したときは、都道府県知事に届け出なければならない。

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条の２第３項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、届出法人の役員、届出者の法定代理人、届出者の政令第６条の 10 に規定する使用人、届出法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 届出者の法定代理人、届出法人の株主又は出資者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 産業廃棄物処理業廃止・変更届出書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 特別管理産業廃棄物収集運搬業許可事務 （ ３枚中 １枚）

特別管理産業廃棄物の収集又は運搬を業として行おうとする者は、当該

個人情報取扱事務の目的 業を行おうとする区域を管轄する都道府県知事の許可を受けなければな

（根拠法令等） らない。

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条の４第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請法人の役員、申請人の法定代理人、申請人の政令第６条の 10 に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特別管理産業廃棄物収集運搬業許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 特別管理産業廃棄物収集運搬業許可事務 （ ３枚中 ２枚）

特別管理産業廃棄物の収集又は運搬を業として行おうとする者は、当該

個人情報取扱事務の目的 業を行おうとする区域を管轄する都道府県知事の許可を受けなければな

（根拠法令等） らない。

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条の４第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請法人の役員、申請人の法定代理人、申請人の政令第６条の 10 に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 申請法人の役員、申請人の政令第６条の 10に規定する使用人
1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特別管理産業廃棄物収集運搬業許可申請書

されている主な

行政文書の名称



- 93 -

個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 特別管理産業廃棄物収集運搬業許可事務 （ ３枚中 ３枚）

特別管理産業廃棄物の収集又は運搬を業として行おうとする者は、当該

個人情報取扱事務の目的 業を行おうとする区域を管轄する都道府県知事の許可を受けなければな

（根拠法令等） らない。

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条の４第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請法人の役員、申請人の法定代理人、申請人の政令第６条の 10 に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 申請人の法定代理人、申請法人の株主又は出資者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特別管理産業廃棄物収集運搬業許可申請書

されている主な

行政文書の名称



- 94 -

個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 特別管理産業廃棄物収集運搬業事業範囲変更許可事務（ ３枚中 １枚）

特別管理産業廃棄物収集運搬業者は、その特別管理産業廃棄物の収集又

個人情報取扱事務の目的 は運搬の事業の範囲を変更しようとするときは、都道府県知事の許 可を

（根拠法令等） 受けなければならない。

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条の５第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請法人の役員、申請人の法定代理人、申請人の政令第６条の 10 に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特別管理産業廃棄物収集運搬業事業範囲変更許可申請書

されている主な

行政文書の名称



- 95 -

個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 特別管理産業廃棄物収集運搬業事業範囲変更許可事務（ ３枚中 ２枚）

特別管理産業廃棄物収集運搬業者は、その特別管理産業廃棄物の収集又

個人情報取扱事務の目的 は運搬の事業の範囲を変更しようとするときは、都道府県知事の許 可を

（根拠法令等） 受けなければならない。

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条の５第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請法人の役員、申請人の法定代理人、申請人の政令第６条の８に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 申請法人の役員、申請人の政令第６条の８に規定する使用人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特別管理産業廃棄物収集運搬業事業範囲変更許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 特別管理産業廃棄物収集運搬業事業範囲変更許可事務（ ３枚中 ３枚）

特別管理産業廃棄物収集運搬業者は、その特別管理産業廃棄物の収集又

個人情報取扱事務の目的 は運搬の事業の範囲を変更しようとするときは、都道府県知事の許 可を

（根拠法令等） 受けなければならない。

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条の５第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請法人の役員、申請人の法定代理人、申請人の政令第６条の８に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 申請人の法定代理人、申請法人の株主又は出資者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特別管理産業廃棄物収集運搬業事業範囲変更許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 特別管理産業廃棄物収集運搬業廃止・変更届受理事務（ ３枚中 １枚）

特別管理産業廃棄物収集運搬業者は、その特別管理産業廃棄物の収集又

個人情報取扱事務の目的 は運搬の事業の範囲を変更しようとするときは、都道府県の許可を 受け

（根拠法令等） なければならない。

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条の５第３項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、届出法人の役員、届出者の法定代理人、届出者の政令第６条の 10 に規定する使用人、届出法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特別管理産業廃棄物収集運搬業廃止・変更届出書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 特別管理産業廃棄物収集運搬業廃止・変更届受理事務（ ３枚中 ２枚）

特別管理産業廃棄物収集運搬業者は、その特別管理産業廃棄物の収集又

個人情報取扱事務の目的 は運搬の事業の範囲を変更しようとするときは、都道府県の許可を 受け

（根拠法令等） なければならない。

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条の５第３項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、届出法人の役員、届出者の法定代理人、届出者の政令第６条の 10 に規定する使用人、届出法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 届出法人の役員、届出者の政令第６条の 10に規定する使用人
1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特別管理産業廃棄物収集運搬業廃止・変更届出書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 特別管理産業廃棄物収集運搬業廃止・変更届受理事務（ ３枚中 ３枚）

特別管理産業廃棄物収集運搬業者は、その特別管理産業廃棄物の収集又

個人情報取扱事務の目的 は運搬の事業の範囲を変更しようとするときは、都道府県の許可を 受け

（根拠法令等） なければならない。

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条の５第３項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、届出法人の役員、届出者の法定代理人、届出者の政令第６条の 10 に規定する使用人、届出法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 届出者の法定代理人、届出法人の株主又は出資者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特別管理産業廃棄物収集運搬業廃止・変更届出書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 特別管理産業廃棄物処分業許可事務 （ ３枚中 １枚）

特別管理産業廃棄物の処分を業として行おうとする者は、当該業を行お

個人情報取扱事務の目的 うとする区域を管轄する都道府県の許可を受けなければならない。

（根拠法令等）

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条の４第４項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請法人の役員、申請人の法定代理人、申請人の政令第６条の 10 に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特別管理産業廃棄物処分業許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 特別管理産業廃棄物処分業許可事務 （ ３枚中 ２枚）

特別管理産業廃棄物の処分を業として行おうとする者は、当該業を行お

個人情報取扱事務の目的 うとする区域を管轄する都道府県の許可を受けなければならない。

（根拠法令等）

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条の４第４項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請法人の役員、申請人の法定代理人、申請人の政令第６条の 10 に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 申請法人の役員、申請人の政令第６条の 10に規定する使用人
1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特別管理産業廃棄物処分業許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 特別管理産業廃棄物処分業許可事務 （ ３枚中 ３枚）

特別管理産業廃棄物の処分を業として行おうとする者は、当該業を行お

個人情報取扱事務の目的 うとする区域を管轄する都道府県の許可を受けなければならない。

（根拠法令等）

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条の５第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請法人の役員、申請人の法定代理人、申請人の政令第６条の 10 に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 申請人の法定代理人、申請法人の株主又は出資者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特別管理産業廃棄物処分業許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 特別管理産業廃棄物処分業事業範囲変更許可事務 （ ３枚中 １枚）

特別管理産業廃棄物処分業者は、その特別管理産業廃棄物の処分の事業

個人情報取扱事務の目的 の範囲を変更しようとするときは、都道府県知事の許可を受けなければ

（根拠法令等） ならない。

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条の５第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請法人の役員、申請人の法定代理人、申請人の政令第６条の 10 に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特別管理産業廃棄物処分業事業範囲変更許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 特別管理産業廃棄物処分業事業範囲変更許可事務（ ３枚中 ２枚）

特別管理産業廃棄物処分業者は、その特別管理産業廃棄物の処分の事業

個人情報取扱事務の目的 の範囲を変更しようとするときは、都道府県知事の許可を受けなければ

（根拠法令等） ならない。

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条の５第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請法人の役員、申請人の法定代理人、申請人の政令第６条の 10 に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 申請法人の役員、申請人の政令第６条の 10に規定する使用人
1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特別管理産業廃棄物処分業事業範囲変更許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 特別管理産業廃棄物処分業事業範囲変更許可事務（ ３枚中 ３枚）

特別管理産業廃棄物処分業者は、その特別管理産業廃棄物の処分の事業

個人情報取扱事務の目的 の範囲を変更しようとするときは、都道府県知事の許可を受けなければ

（根拠法令等） ならない。

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条の５第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請法人の役員、申請人の法定代理人、申請人の政令第６条の８に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 申請人の法定代理人、申請法人の株主又は出資者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特別管理産業廃棄物処分業事業範囲変更許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 特別管理産業廃棄物処分業廃止・変更届受理事務 （ ３枚中 １枚）

特別管理産業廃棄物処分業者は、その特別管理産業廃棄物の処分の事業

個人情報取扱事務の目的 全部若しくは一部を廃止したとき、又は住所その他環境省令で定める事

（根拠法令等） 項を変更したときはその旨を都道府県知事に届け出なければならない。

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条の５第３項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、届出法人の役員、届出者の法定代理人、届出者の政令第６条の 10 に規定する使用人、届出法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特別管理産業廃棄物処分業廃止・変更届出書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 特別管理産業廃棄物処分業廃止・変更届受理事務 （ ３枚中 ２枚）

特別管理産業廃棄物処分業者は、その特別管理産業廃棄物の処分の事業

個人情報取扱事務の目的 全部若しくは一部を廃止したとき、又は住所その他環境省令で定める事

（根拠法令等） 項を変更したときはその旨を都道府県知事に届け出なければならない。

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条の５第３項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、届出法人の役員、届出者の法定代理人、届出者の政令第６条の 10 に規定する使用人、届出法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 届出法人の役員、届出者の政令第６条の 10に規定する使用人
1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特別管理産業廃棄物処分業廃止・変更届出書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 特別管理産業廃棄物処分業廃止・変更届受理事務 （ ３枚中 ３枚）

特別管理産業廃棄物処分業者は、その特別管理産業廃棄物の処分の事業

個人情報取扱事務の目的 全部若しくは一部を廃止したとき、又は住所その他環境省令で定める事

（根拠法令等） 項を変更したときはその旨を都道府県知事に届け出なければならない。

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条の５第３項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、届出法人の役員、届出者の法定代理人、届出者の政令第６条の 10 に規定する使用人、届出法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 届出者の法定代理人、届出法人の株主又は出資者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特別管理産業廃棄物処分業廃止・変更届出書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物処理施設相続届受理事務 （ ２枚中 １枚）

産業廃棄物処理施設設置者について相続により許可施設設置者の地位

個人情報取扱事務の目的 を承継した相続人は、相続の日から３０日以内に都道府県知事に届けな

（根拠法令等） ければならない。（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１５条の４に

おいて準用する第９条の７第２項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者､相続人の法定代理人､相続人の政令第６条の 10に規定する使用人

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 ■ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 産業廃棄物処理施設相続届出書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物処理施設相続届受理事務 （ ２枚中 ２枚）

産業廃棄物処理施設設置者について相続により許可施設設置者の地位

個人情報取扱事務の目的 を承継した相続人は、相続の日から３０日以内に都道府県知事に届けな

（根拠法令等） ければならない。（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１５条の４に

おいて準用する第９条の７第２項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者､相続人の法定代理人､相続人の政令第６条の 10に規定する使用人

個人情報の対象者 相続人の法定代理人､相続人の政令第６条の 10に規定する使用人
1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等(廃棄物処理法第23条

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 の3及び第23条の5)

情 れのある個人情報 □ 審査会意見(条例第7条第2項該当)

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：産業廃棄物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 産業廃棄物処理施設相続届出書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物再生利用業者指定事務 （ １枚中 １枚）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則第９条第２号又は第１０

個人情報取扱事務の目的 条の３第２号の規定により産業廃棄物の再生利用するため知事の指定を

（根拠法令等） 受ける者は知事に申請しなければならない。

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則第４条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 産業廃棄物再生利用業者指定申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物再生利用業者氏名等変更届受理義務 （ １枚中 １枚）

産業廃棄物を再生利用するため知事の指定を受けた者は、細則第７条

個人情報取扱事務の目的 各号に掲げる事項を変更したときは知事に届け出なければならない。

（根拠法令等） （廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則第４条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 産業廃棄物再生利用業者氏名等変更届

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 県外産業廃棄物県内搬入処分計画協議 （ ２枚中 １枚）

県内で処分されるため搬入される県外産業廃棄物についてあらかじめ、

個人情報取扱事務の目的 その性状、排出状況、処理状況を把握することにより、産業廃棄物の適

（根拠法令等） 正な処理を推進し、もって生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図る。

（秋田県県外産業廃棄物の搬入に係る事前協議等に関する条例）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 協議者

個人情報の対象者 協議者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：事前協議・環境保全協力金管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 県外産業廃棄物搬入事前協議書

されている主な 県外産業廃棄物搬入状況報告書

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 県外産業廃棄物県内搬入処分計画協議 （ ２枚中 ２枚）

県内で処分されるため搬入される県外産業廃棄物についてあらかじめ、

個人情報取扱事務の目的 その性状、排出状況、処理状況を把握することにより、産業廃棄物の適

（根拠法令等） 正な処理を推進し、もって生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図る。

（秋田県県外産業廃棄物の搬入に係る事前協議等に関する条例）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 協議者、協議者の使用人

個人情報の対象者 協議者の使用人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 ■（協議者が協議書に記載した連絡先担当者名）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：事前協議・環境保全協力金管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 県外産業廃棄物搬入事前協議書

されている主な 県外産業廃棄物搬入状況報告書

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 秋田県環境保全センター使用許可事務 （ １枚中 １枚）

センターを使用しようとする者は、知事の許可を受けなければならな

個人情報取扱事務の目的 い。

（根拠法令等） （秋田県環境保全センター条例第３条第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田県環境保全センター使用許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 環境大臣表彰事務 （ １枚中 １枚）

生活環境の普及向上等に功労のあった者を表彰するため。

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

（生活環境改善事業功労者等表彰実施要項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 表彰候補者

個人情報の対象者 表彰候補者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第８号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 表彰候補者名簿、推薦調書、履歴書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 全国環境衛生大会長感謝状贈呈事務 （ １枚中 １枚）

環境衛生事業に功労のあった者に感謝状を贈呈するため。

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

（全国環境衛生大会長感謝状贈呈要項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 推薦候補者

個人情報の対象者 推薦候補者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 ■（表彰歴）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 推薦候補者総括表、推薦候補者調書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 １３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 知事表彰事務 （ １枚中 １枚）

生活環境改善において顕著な功績のあった者を表彰するため。

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

（秋田県表彰規則、環境・保健事業功労者表彰取扱要項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 表彰者候補者

個人情報の対象者 表彰者候補者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第８号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 表彰候補者名簿、功績調書、身分調書、戸籍抄本

されている主な

行政文書の名称



- 119 -

個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成１７年 １月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 １月 １日

個人情報取扱事務の名称 自動車リサイクル法引取業登録事務 （ ３枚中 １枚）

引取業を行おうとする者は、当該業を行おうとする事業所の所在地を

個人情報取扱事務の目的 管轄する都道府県知事の登録を受けなければならない。

（根拠法令等） （使用済み自動車の再資源化等に関する法律第４２条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、役員、申請人の法定代理人

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等（自動車リサイクル法第４３条第２項 ）

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第２

情 れのある個人情報 項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が

記 行われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □（ ）

項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

個人情報の収集先 □ 他の実施機関

本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 引取業登録申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成１７年 １月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 １月 １日

個人情報取扱事務の名称 自動車リサイクル法引取業登録事務 （ ３枚中 ２枚）

引取業を行おうとする者は、当該業を行おうとする事業所の所在地を

個人情報取扱事務の目的 管轄する都道府県知事の登録を受けなければならない。

（根拠法令等） （使用済み自動車の再資源化等に関する法律第４２条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、役員、申請人の法定代理人

個人情報の対象者 役員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等（自動車リサイクル法第４３条第２項）

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第２

情 れのある個人情報 項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が

記 行われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □（ ）

項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 引取業登録申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成１７年 １月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 １月 １日

個人情報取扱事務の名称 自動車リサイクル法引取業登録事務 （ ３枚中 ３枚）

引取業を行おうとする者は、当該業を行おうとする事業所の所在地を

個人情報取扱事務の目的 管轄する都道府県知事の登録を受けなければならない。

（根拠法令等） （使用済み自動車の再資源化等に関する法律第４２条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、役員、申請人の法定代理人

個人情報の対象者 申請人の法廷代理人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等（自動車リサイクル法第４３条第２項）

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第２

情 れのある個人情報 項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が

記 行われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □（ ）

項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 引取業登録申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成１７年 １月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 １月 １日

個人情報取扱事務の名称 自動車リサイクル法フロン類回収業登録事務 （ ３枚中 １枚）

フロン類回収業を行おうとする者は、当該業を行おうとする事業所の

個人情報取扱事務の目的 所在地を管轄する都道府県知事の登録を受けなければならない。

（根拠法令等） （使用済み自動車の再資源化等に関する法律第５３条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、役員、申請人の法定代理人

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等（自動車リサイクル法第５４条第２項）

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第２

情 れのある個人情報 項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が

記 行われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □（ ）

項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 フロン類回収業登録申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成１７年 １月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 １月 １日

個人情報取扱事務の名称 自動車リサイクル法フロン類回収業登録事務 （ ３枚中 ２枚）

フロン類回収業を行おうとする者は、当該業を行おうとする事業所の

個人情報取扱事務の目的 所在地を管轄する都道府県知事の登録を受けなければならない。

（根拠法令等） （使用済み自動車の再資源化等に関する法律第５３条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、役員、申請人の法定代理人

個人情報の対象者 役員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等（自動車リサイクル法第５４条第２項）

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第２

情 れのある個人情報 項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が

記 行われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □（ ）

項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 フロン類回収業登録申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成１７年 １月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 １月 １日

個人情報取扱事務の名称 自動車リサイクル法フロン類回収業登録事務 （ ３枚中 ３枚）

フロン類回収業を行おうとする者は、当該業を行おうとする事業所の

個人情報取扱事務の目的 所在地を管轄する都道府県知事の登録を受けなければならない。

（根拠法令等） （使用済み自動車の再資源化等に関する法律第５３条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、役員、申請人の法定代理人

個人情報の対象者 申請人の法定代理人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等（自動車リサイクル法第５４条第２項 ）

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第２

情 れのある個人情報 項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が

記 行われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □（ ）

項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 フロン類回収業登録申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成１７年 １月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 １月 １日

個人情報取扱事務の名称 自動車リサイクル法解体業許可事務 （ ３枚中 １枚）

解体業を行おうとする者は、当該業を行おうとする事業所の所在地を

個人情報取扱事務の目的 管轄する都道府県知事の許可を受けなければならない。

（根拠法令等） （使用済み自動車の再資源化等に関する法律第６０条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、役員、申請人の法定代理人、申請人の政令第５条に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等（自動車リサイクル法第６１条第２項）

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第２

情 れのある個人情報 項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が

記 行われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □（ ）

項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 解体業許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成１７年 １月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 １月 １日

個人情報取扱事務の名称 自動車リサイクル法解体業許可事務 （ ３枚中 ２枚）

解体業を行おうとする者は、当該業を行おうとする事業所の所在地を

個人情報取扱事務の目的 管轄する都道府県知事の許可を受けなければならない。

（根拠法令等） （使用済み自動車の再資源化等に関する法律第６０条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、役員、申請人の法定代理人、申請人の政令第５条に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 役員、申請人の政令第５条に規定する使用人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等（自動車リサイクル法第６１条第２項 ）

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第２

情 れのある個人情報 項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が

記 行われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □（ ）

項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 解体業許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成１７年 １月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 １月 １日

個人情報取扱事務の名称 自動車リサイクル法解体業許可事務 （ ３枚中 ３枚）

解体業を行おうとする者は、当該業を行おうとする事業所の所在地を

個人情報取扱事務の目的 管轄する都道府県知事の許可を受けなければならない。

（根拠法令等） （使用済み自動車の再資源化等に関する法律第６０条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、役員、申請人の法定代理人、申請人の政令第５条に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 申請人の法定代理人、申請法人の株主又は出資者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等（自動車リサイクル法第６１条第２項 ）

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第２

情 れのある個人情報 項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が

記 行われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □（ ）

項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 解体業許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成１７年 １月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 １月 １日

個人情報取扱事務の名称 自動車リサイクル法破砕業許可事務 （ ３枚中 １枚）

破砕業を行おうとする者は、当該業を行おうとする事業所の所在地を

個人情報取扱事務の目的 管轄する都道府県知事の許可を受けなければならない。

（根拠法令等） （使用済み自動車の再資源化等に関する法律第６７条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、役員、申請人の法定代理人、申請人の政令第５条に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等（自動車リサイクル法第６８条第２項）

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第２

情 れのある個人情報 項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が

記 行われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □（ ）

項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 破砕業許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成１７年 １月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 １月 １日

個人情報取扱事務の名称 自動車リサイクル法破砕業許可事務 （ ３枚中 ２枚）

破砕業を行おうとする者は、当該業を行おうとする事業所の所在地を

個人情報取扱事務の目的 管轄する都道府県知事の許可を受けなければならない。

（根拠法令等） （使用済み自動車の再資源化等に関する法律第６７条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、役員、申請人の法定代理人、申請人の政令第５条に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 役員、申請人の政令第５条に規定する使用人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等（自動車リサイクル法第６８条第２項 ）

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第２

情 れのある個人情報 項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が

記 行われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □（ ）

項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 破砕業許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成１７年 １月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 １月 １日

個人情報取扱事務の名称 自動車リサイクル法破砕業許可事務 （ ３枚中 ３枚）

破砕業を行おうとする者は、当該業を行おうとする事業所の所在地を

個人情報取扱事務の目的 管轄する都道府県知事の許可を受けなければならない。

（根拠法令等） （使用済み自動車の再資源化等に関する法律第６７条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、役員、申請人の法定代理人、申請人の政令第５条に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 申請人の法定代理人、申請法人の株主又は出資者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等（自動車リサイクル法第６８条第２項 ）

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第２

情 れのある個人情報 項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が

記 行われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □（ ）

項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 破砕業許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成２０年４月２５日 開始(変更)年月日 平成２０年４月２５日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物税条例等施行状況検討事務 （１枚中１枚）

秋田県産業廃棄物税条例附則第５条及び秋田県県外産業廃棄物の搬入

個人情報取扱事務の目的 に係る事前協議等に関する条例附則第３条の規定に基づく条例施行状況

（根拠法令等） の検討にあたり、学識経験者、税理士、産業廃棄物排出事業者等を代表

する方で組織する有識者会議を設置し、意見、提言等を受ける。

（産業廃棄物税条例等施行状況検討有識者会議設置要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活環境文化部環境整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 有識者会議委員

個人情報の対象者 産業廃棄物税等施行状況検討有識者会議委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■（ＦＡＸ番号 ）

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第２

情 れのある個人情報 項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が

記 行われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □（ ）

項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ＨＤ ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 産業廃棄物税条例等施行状況検討有識者会議委員名簿

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した 生活環境部環境整備課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２２年６月１６日 開始(変更)年月日 平成２２年６月１６日

個人情報取扱事務の名称 微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等把握支援事業費補助金交付事務

（１枚中１枚）

微量のＰＣＢに汚染されているおそれがある電気機器等を有する事業

個人情報取扱事務の目的 者に対し、ＰＣＢ濃度分析費用の一部を補助することにより、微量ＰＣ

（根拠法令等） Ｂ汚染廃電気機器の適正な処理を推進する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活環境部 環境整備課 廃棄物対策班

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 県内の中小企業、中小企業団体等及び中小企業であった個人等

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 ■（法人名称、所在地）

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第２

情 れのある個人情報 項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が

記 行われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □（ ）

項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 ■（資本金）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 ・微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等把握支援事業費補助金（補助金等交付申請書綴り）・

されている主な 微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等把握支援事業費補助金（補助事業等実績報告書綴り）

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成２３年７月 １日 開始(変更)年月日 平成２３年６月２８日

個人情報取扱事務の名称 浄化槽台帳整備推進事業 （ １枚中 １枚）

浄化槽の設置状況が浄化槽台帳に反映しきれていないことに鑑み、浄

個人情報取扱事務の目的 化槽の廃止や変更等の情報を浄化槽台帳へ正確に反映させることにより、

（根拠法令等） 管理者への浄化槽法定検査受験に関する指導等の適正化を図る。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各保健所

個人情報の対象者の区分 浄化槽管理者

個人情報の対象者 浄化槽管理者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第２

情 れのある個人情報 項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が

記 行われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □（ ）

項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：Access, Excel ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 浄化槽台帳

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成２５年６月１日 開始(変更)年月日 平成２３年４月１日

個人情報取扱事務の名称 一般廃棄物処理施設定期検査事務 （１枚中１枚）

一般廃棄物処理施設設置許可（焼却施設及び最終処分場に限る。）を受

個人情報取扱事務の目的 けた者は、使用前検査又は定期検査を受けた日から５年３ヶ月以内に都

（根拠法令等） 道府県知事の検査を受けなければならない。

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第８条の２の２）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

3社 会的差別の □ 法令等（ ）

個 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第２

人 れのある個人情報 項該当）

情 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が

の 行われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

記 5心 身 の 状 況 □（ ）

録 (2 又は 3 に該
項 当するものを除

目 く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

□ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 一般廃棄物処理施設定期検査申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成２５年６月１日 開始(変更)年月日 平成２３年４月１日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物処理施設定期検査事務 （１枚中１枚）

産業廃棄物処理施設設置許可（焼却施設、廃石綿等又は石綿含有産業廃棄物処理施

個人情報取扱事務の目的 設、廃 PCB等処理施設及び最終処分場に限る。）を受けた者は、使用前検査又は定
（根拠法令等） 期検査を受けた日から５年３ヶ月以内に都道府県知事の検査を受けなければならな

い。（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１５条の２の２）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第２

情 れのある個人情報 項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が

記 行われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □（ ）

項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

□ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 産業廃棄物処理施設定期検査申請書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成２５年６月１日 開始(変更)年月日 平成２３年４月１日

個人情報取扱事務の名称 一般廃棄物処理施設熱回収施設設置認定事務 （ １枚中 １枚）

一般廃棄物処理施設設置許可を受けた施設であって、熱回収の機能を有

個人情報取扱事務の目的 するものを設置している者は、都道府県知事の認定を受けることができ

（根拠法令等） る。

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第９条の２の４）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第２

情 れのある個人情報 項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が

記 行われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □（ ）

項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

□ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 熱回収施設設置者認定書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成２５年６月１日 開始(変更)年月日 平成２３年４月１日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物処理施設熱回収施設設置認定事務 （ １枚中 １枚）

産業廃棄物処理施設設置許可を受けた施設であって、熱回収の機能を有

個人情報取扱事務の目的 するものを設置している者は、都道府県知事の認定を受けることができ

（根拠法令等） る。（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１５条の３の３）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第２

情 れのある個人情報 項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が

記 行われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □（ ）

項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

□ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 熱回収施設設置者認定書

されている主な

行政文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成２７年６月２６日 開始(変更)年月日 平成２４年７月１日

個人情報取扱事務の名称 不法投棄監視カメラシステム設置 （１枚中１枚）

廃棄物の不法投棄を抑止するため、過去に不法投棄があった場所等において、監視カ

個人情報取扱事務の目的 メラを設置する。（「何人も、みだりに廃棄物を捨ててはならない。」（廃棄物の処理及

（根拠法令等） び清掃に関する法律第１６条））

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分

個人情報の対象者 監視カメラ設置箇所において不法投棄しようとする者

1基 本 的 事 項 □ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 ■（不法投棄を実施

したと思料される対象者個人の姿や乗用車等のデータ）

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第２

情 れのある個人情報 項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が

記 行われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □（ ）

項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 ■ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の □ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：ＳＤカード ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

□ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 ３０年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成 ３０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 有害使用済機器保管等届出書受理事務 （ ３枚中 １枚）

有害使用済機器の保管又は処分を業として行う場合は、事業を開始す

個人情報取扱事務の目的 る１０日前までに都道府県知事に届け出なければならない。（廃棄物の

（根拠法令等） 処理及び清掃に関する法律第１７条の２第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、法定代理人

個人情報の対象者 届出者、法定代理人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 有害使用済機器保管等届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 ３０年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成 ３０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 有害使用済機器保管等変更届出書受理事務 （ ３枚中 ２枚）

有害使用済機器の保管又は処分に関し、届け出た事項を変更しようと

個人情報取扱事務の目的 するときは、事業を開始する１０日前までに都道府県知事に届け出なけ

（根拠法令等） ればならない。（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１７条の２第１

項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、法定代理人

個人情報の対象者 届出者、法定代理人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 有害使用済機器保管等変更届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 環境整備課組織の名称

登録年月日 平成 ３０年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成 ３０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 有害使用済機器保管等廃止届出書受理事務 （ ３枚中 ３枚）

有害使用済機器の保管又は処分について届出した事業の全部又は一部

個人情報取扱事務の目的 を廃止したときは、１０日以内に都道府県知事に届け出なければならな

（根拠法令等） い。（廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令第１６条の４）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、法定代理人

個人情報の対象者 届出者、法定代理人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 有害使用済機器保管等廃止届出書

されている主な

行政文書の名称



- 142 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 環境整備課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成３０年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 二以上の事業者による産業廃棄物の処理に係る特例認定事務

（１枚中３枚）

二以上の事業者がそれらの産業廃棄物の収集、運搬又は処分を一体とし

個人情報取扱事務の目的 て実施しようとする場合には、当該二以上の事業者は、共同して、管轄

（根拠法令等） する都道府県知事の認定を受けることができる。（廃棄物の処理及び清

掃に関する法律第１２条の７第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請事業者、申請事業者の役員・法定代理人・政令第６条の１０に規定する使用人・株主又は出資者

個人情報の対象者 申請事業者、申請事業者の役員・法定代理人・政令第６条の１０に規定する使用人・株主又は出資者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等（廃棄物処理法第２

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 ３条の３及び第２３条の５ ）

情 れのある個人情報 □ 審査会意見（条例第７条第

報 ２項該当）

の 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

記 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

録 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

項 5心 身 の 状 況 □ （ ）
目 (2 又は 3 に該

当するものを除
く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

□ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 二以上の事業者による産業廃棄物の処理に係る特例認定申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 環境整備課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成３０年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 二以上の事業者による産業廃棄物の処理に係る特例認定変更認定事務

（２枚中３枚）

二以上の事業者による産業廃棄物の処理に係る特例の認定を受けた事業

個人情報取扱事務の目的 者は、認定を受けた事項の変更をしようとするときは、共同して管轄す

（根拠法令等） る都道府県知事の認定を受けなければならない。（廃棄物の処理及び清

掃に関する法律第１２条の７第７項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請事業者、申請事業者の役員・法定代理人・政令第６条の１０に規定する使用人・株主又は出資者

個人情報の対象者 申請事業者、申請事業者の役員・法定代理人・政令第６条の１０に規定する使用人・株主又は出資者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等（廃棄物処理法第２

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 ３条の３及び第２３条の５ ）

情 れのある個人情報 □ 審査会意見（条例第７条第

報 ２項該当）

の 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

記 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

録 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

項 5心 身 の 状 況 □ （ ）
目 (2 又は 3 に該

当するものを除
く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

□ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 二以上の事業者による産業廃棄物の処理に係る特例認定変更申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 環境整備課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成３０年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 二以上の事業者による産業廃棄物の処理に係る特例認定廃止・変更届出

受理事務（３枚中３枚）

二以上の事業者による産業廃棄物の処理に係る特例の認定を受けた事業

個人情報取扱事務の目的 者は、第７項ただし書きに規定する軽微な変更をしたとき又は当該認定

（根拠法令等） に係る収集、運搬、処分若しくは再生の全部又は一部を廃止したときは、

共同して、都道府県知事に届け出なければならない。（廃棄物の処理及

び清掃に関する法律第１２条の７第９項、同法施行令第６条の７の２）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請事業者、申請事業者の役員・法定代理人・政令第６条の１０に規定する使用人・株主又は出資者

個人情報の対象者 申請事業者、申請事業者の役員・法定代理人・政令第６条の１０に規定する使用人・株主又は出資者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等（廃棄物処理法第２

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 ３条の３及び第２３条の５ ）

情 れのある個人情報 □ 審査会意見（条例第７条第

報 ２項該当）

の 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

記 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

録 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

項 5心 身 の 状 況 □ （ ）
目 (2 又は 3 に該

当するものを除
く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

□ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 二以上の事業者による産業廃棄物の処理に係る特例認定変更・廃止届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 環境整備課事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 組織の名称

登録年月日 平成２８年 ８月 １日 開始(変更)年月日 平成２８年 ８月 １日

個人情報取扱事務の名称 ＰＣＢ廃棄物等の保管等届出受理事務 （ ６枚中１枚）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管する事業者は、その高濃度ポリ塩化

個人情報取扱事務の目的 ビフェニル廃棄物の保管及び処分の状況に関し、高濃度ポリ塩化ビフェ

（根拠法令等） ニル廃棄物の保管の場所等を知事に届け出なければならない。（ポリ塩化

ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第８条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、特別管理産業廃棄物管理責任者、ＰＣＢ使用製品管理責任者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 環境整備課事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 組織の名称

登録年月日 平成２８年 ８月 １日 開始(変更)年月日 平成２８年 ８月 １日

個人情報取扱事務の名称 ＰＣＢ廃棄物等の保管等届出受理事務 （ ６枚中２枚）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管する事業者は、その高濃度ポリ塩化

個人情報取扱事務の目的 ビフェニル廃棄物の保管及び処分の状況に関し、高濃度ポリ塩化ビフェ

（根拠法令等） ニル廃棄物の保管の場所等を知事に届け出なければならない。（ポリ塩化

ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第８条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、特別管理産業廃棄物管理責任者、ＰＣＢ使用製品管理責任者

個人情報の対象者 特別管理産業廃棄物管理責任者、ＰＣＢ使用製品管理責任者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 環境整備課事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 組織の名称

登録年月日 平成２８年 ８月 １日 開始(変更)年月日 平成２８年 ８月 １日

個人情報取扱事務の名称 ＰＣＢ廃棄物等の保管等届出受理事務 （ ６枚中 ３枚）

高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分を終えた者は、その旨を知事

個人情報取扱事務の目的 に届け出なければならない。（ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進

（根拠法令等） に関する特別措置法第１０条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、連絡担当者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 ポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分終了又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製

されている主な 品の廃棄終了届出書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 環境整備課事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 組織の名称

登録年月日 平成２８年 ８月 １日 開始(変更)年月日 平成２８年 ８月 １日

個人情報取扱事務の名称 ＰＣＢ廃棄物等の保管等届出受理事務 （ ６枚中 ４枚）

高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分を終えた者は、その旨を知事

個人情報取扱事務の目的 に届け出なければならない。（ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進

（根拠法令等） に関する特別措置法第１０条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、連絡担当者

個人情報の対象者 連絡担当者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 ポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分終了又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製

されている主な 品の廃棄終了届出書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 環境整備課事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 組織の名称

登録年月日 平成２８年 ８月 １日 開始(変更)年月日 平成２８年 ８月 １日

個人情報取扱事務の名称 ＰＣＢ廃棄物等の保管等届出受理事務 （ ６枚中 ５枚）

相続等によりポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管する事業者の地位を承

個人情報取扱事務の目的 継した者は、その旨を知事に届け出なければならない。（ポリ塩化ビフェ

（根拠法令等） ニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第１６条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、被承継人、承継人、法定代理人、特別管理産業廃棄物管理責任者、ＰＣＢ使用製品管理責任者

個人情報の対象者 届出者、被承継人、承継人、法定代理人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 ポリ塩化ビフェニル廃棄物承継届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 環境整備課事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 組織の名称

登録年月日 平成２８年 ８月 １日 開始(変更)年月日 平成２８年 ８月 １日

個人情報取扱事務の名称 ＰＣＢ廃棄物等の保管等届出受理事務 （ ６枚中 ６枚）

相続等によりポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管する事業者の地位を承

個人情報取扱事務の目的 継した者は、その旨を知事に届け出なければならない。（ポリ塩化ビフェ

（根拠法令等） ニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第１６条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、被承継人、承継人、法定代理人、特別管理産業廃棄物管理責任者、ＰＣＢ使用製品管理責任者

個人情報の対象者 特別管理産業廃棄物管理責任者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 ポリ塩化ビフェニル廃棄物承継届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 環境整備課事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 組織の名称

登録年月日 令和３年 ５月１３日 開始(変更)年月日 令和３年 ５月１３日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物管理票交付等状況報告書受理事務 。 （ ３枚中 １枚）

管理票交付者は、環境省令で定めるところにより、当該管理票に関す

個人情報取扱事務の目的 る報告書を作成し、これを都道府県知事に提出しなければならない。

（根拠法令等） （廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１２条の３第７項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 報告者、運搬受託者、処分受託者

個人情報の対象者 報告者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：電子申請届出サービス ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 産業廃棄物管理票交付等状況報告書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 環境整備課事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 組織の名称

登録年月日 令和３年 ５月１３日 開始(変更)年月日 令和３年 ５月１３日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物管理票交付等状況報告書受理事務 。 （ ３枚中 ２枚）

管理票交付者は、環境省令で定めるところにより、当該管理票に関す

個人情報取扱事務の目的 る報告書を作成し、これを都道府県知事に提出しなければならない。

（根拠法令等） （廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１２条の３第７項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 報告者、運搬受託者、処分受託者

個人情報の対象者 運搬受託者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：電子申請届出サービス ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 産業廃棄物管理票交付等状況報告書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 環境整備課事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 組織の名称

登録年月日 令和３年 ５月１３日 開始(変更)年月日 令和３年 ５月１３日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物管理票交付等状況報告書受理事務 。 （ ３枚中 ３枚）

管理票交付者は、環境省令で定めるところにより、当該管理票に関す

個人情報取扱事務の目的 る報告書を作成し、これを都道府県知事に提出しなければならない。

（根拠法令等） （廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１２条の３第７項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 報告者、運搬受託者、処分受託者

個人情報の対象者 処分受託者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：電子申請届出サービス ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 産業廃棄物管理票交付等状況報告書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 環境整備課事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 組織の名称

登録年月日 令和３年 ５月１３日 開始(変更)年月日 令和２年 ５月１３日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物処理業者の欠格要件該当届出受理事務 （ １枚中 １枚）

産業廃棄物収集運搬業者又は産業廃棄物処分業者は、欠格要件のいず

個人情報取扱事務の目的 れかに該当するに至ったときは、その旨を知事に届け出なければならな

（根拠法令等） い。（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条の２第３項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、届出法人の役員、法定代理人、政令第 6条の 10に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 届出者、届出法人の役員、法定代理人、政令第 6条の 10に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 産業廃棄物処理業者の欠格要件該当届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 環境整備課事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 組織の名称

登録年月日 令和３年 ５月１３日 開始(変更)年月日 令和２年 ５月１３日

個人情報取扱事務の名称 特別管理産業廃棄物処理業者の欠格要件該当届出受理事務（１枚中１枚）

特別産業廃棄物収集運搬業者又は特別管理産業廃棄物処分業者は、欠

個人情報取扱事務の目的 格要件のいずれかに該当するに至ったときは、その旨を知事に届け出な

（根拠法令等） ければならない。（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条の５第

３項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、届出法人の役員、法定代理人、政令第 6条の 10に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 届出者、届出法人の役員、法定代理人、政令第 6条の 10に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特別管理産業廃棄物処理業者の欠格要件該当届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 環境整備課事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 組織の名称

登録年月日 令和３年 ５月１３日 開始(変更)年月日 令和２年 ５月１３日

個人情報取扱事務の名称 産業廃棄物処理施設設置者の欠格要件該当届出受理事務（１枚中１枚）

産業廃棄物処理施設の設置の許可を受けた者はは、欠格要件のいずれ

個人情報取扱事務の目的 かに該当するに至ったときは、その旨を知事に届け出なければならない。

（根拠法令等） （廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１５条の２の６第３項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 環境整備課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、届出法人の役員、法定代理人、政令第 6条の 10に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

個人情報の対象者 届出者、届出法人の役員、法定代理人、政令第 6条の 10に規定する使用人、申請法人の株主又は出資者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 産業廃棄物処理施設設置者の欠格要件該当届出書

されている主な

行政文書の名称



生活衛生課
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 クリーニング師試験事務 （ ２枚中 １枚）

クリーニング師試験を実施し、クリーニング所の業務に関し専門知識、

個人情報取扱事務の目的 技術を有する資格者が従事することで、衛生水準の維持、向上を図る。

（根拠法令等） （クリーニング業法第７条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受験申請者、合格者

個人情報の対象者 受験申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 クリーニング師試験受験願書、履歴書、卒業証明書、戸籍抄本、試験問題

されている主な ・答案、クリーニング師試験受験者一覧、受験者確認票、クリーニング師試

行政文書の名称 験成績一覧
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 クリーニング師試験事務 （ ２枚中 ２枚）

クリーニング業法第７条の規定に基づくクリーニング師試験を実施

個人情報取扱事務の目的 し、クリーニング所の業務に関し専門知識、技術を有する資格者が従事

（根拠法令等） することで、衛生水準の維持、向上を図る。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 合格者

個人情報の対象者 合格者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 クリーニング師試験合格者名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 クリーニング師免許事務 （ ２枚中 １枚）

クリーニング師試験に合格した者に対し、クリーニング師の免許を与

個人情報取扱事務の目的 える。（法第６条）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 免許申請者、免許証再交付申請者、免許証訂正申請者、免許証返納者

個人情報の対象者 免許申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 クリーニング師免許申請書、クリーニング師免許原簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 クリーニング師免許事務 （ ２枚中 ２枚）

クリーニング師試験に合格した者に対し、クリーニング師の免許を与

個人情報取扱事務の目的 える。（法第６条）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所、生活衛生課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 免許申請者、免許証再交付申請者、免許証訂正申請者、免許証返納者

個人情報の対象者 免許証再交付申請者、免許証訂正申請者、免許証返納者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 ■（ 免許年月日 ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 クリーニング師免許証再交付申請書、クリーニング師免許証訂正申請書、

されている主な クリーニング師免許証返納書、クリーニング師登録抹消申請書、クリーニン

行政文書の名称 グ師免許原簿
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 クリーニング所の衛生確保に関する事務 （ ３枚中 １枚）

クリーニング業を営む者及びその施設に対する衛生水準の確保に関す

個人情報取扱事務の目的 る指導、届出の受理、検査及び確認（クリーニング業法第５条、クリー

（根拠法令等） ニング業法施行規則第３条、第６条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 営業者、管理者、クリーニング師、従事者

個人情報の対象者 営業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 クリーニング所開設届出書、クリーニング所台帳、クリーニング所開設届

されている主な 出事項変更（廃止）届出書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 クリーニング所の衛生確保に関する事務 （ ３枚中 ２枚）

クリーニング業を営む者及びその施設に対する衛生水準の確保に関す

個人情報取扱事務の目的 る指導、届出の受理、検査及び確認（クリーニング業法第５条、クリー

（根拠法令等） ニング業法施行規則第３条、第６条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 営業者、管理者、クリーニング師、従事者

個人情報の対象者 管理者、クリーニング師

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 ■ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 クリーニング所開設届出書、クリーニング所台帳、クリーニング所開設届

されている主な 出事項変更（廃止）届出書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 クリーニング所の衛生確保に関する事務 （ ３枚中 ３枚）

クリーニング業を営む者及びその施設に対する衛生水準の確保に関す

個人情報取扱事務の目的 る指導、届出の受理、検査及び確認（クリーニング業法第５条、クリー

（根拠法令等） ニング業法施行規則第３条、第６条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 営業所、管理者、クリーニング師、従事者

個人情報の対象者 従事者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 ■ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 ■（営業者 ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 クリーニング所台帳、クリーニング所開設届出事項変更（廃止）届出書、

されている主な クリーニング所開設届出書の添付書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 クリーニング所の衛生確保に関する事務 （ ３枚中 １枚）

クリーニング業を営む者について相続又は合併があったときの営業者

個人情報取扱事務の目的 の地位の承継に関する事務（クリーニング業法第５条の３）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者（個人）、相続人、届出者（法人）

個人情報の対象者 届出者（個人）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 ■（被相続人との続柄）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 営業者地位承継届出書、戸籍抄本、営業者地位承継同意書、クリーニング

されている主な 所台帳

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 クリーニング所の衛生確保に関する事務 （ ３枚中 ２枚）

クリーニング業を営む者について相続又は合併があったときの営業者

個人情報取扱事務の目的 の地位の承継に関する事務（クリーニング業法第５条の３）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者（個人）、相続人、届出者（法人）

個人情報の対象者 相続人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 ■（相続人との続柄）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 営業者地位承継届出書、戸籍抄本、営業者地位承継同意書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 クリーニング所の衛生確保に関する事務 （ ３枚中 ３枚）

クリーニング業を営む者について相続又は合併があったときの営業者

個人情報取扱事務の目的 の地位の承継に関する事務（クリーニング業法第５条の３）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者（個人）、相続人、届出者（法人）

個人情報の対象者 届出者（法人）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 営業者地位承継届出書、登記簿謄本

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 クリーニング所の衛生確保に関する事務 （ ２枚中 １枚）

コインオペレーションクリーニング営業について、施設の構造設備及

個人情報取扱事務の目的 び衛生管理等に関する指導（秋田県コインオペレーションクリーニング

（根拠法令等） 営業施設衛生措置等指導要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 開設者、衛生管理責任者

個人情報の対象者 開設者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 コインオペレーションクリーニング営業施設開設届、コインオペレーショ

されている主な ンクリーニング営業施設変更届、コインオペレーションクリーニング営業施

行政文書の名称 設廃止届、コインオペレーションクリーニング営業施設台帳
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 （ ２枚中 ２枚）

コインオペレーションクリーニング営業について、施設の構造設備及

個人情報取扱事務の目的 び衛生管理等に関する指導（秋田県コインオペレーションクリーニング

（根拠法令等） 営業施設衛生措置等指導要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 開設者、衛生管理責任者

個人情報の対象者 衛生管理責任者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 ■ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 コインオペレーションクリーニング営業施設開設届、コインオペレーショ

されている主な ンクリーニング営業施設変更届、コインオペレーションクリーニング営業施

行政文書の名称 設廃止届、コインオペレーションクリーニング営業施設台帳
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 理容所の衛生確保に関する事務 （ ４枚中 １枚）

理容所の開設者、理容を業とする者及びその施設に対する衛生基準の

個人情報取扱事務の目的 確保に関する指導（理容師法第１１条第１項、同条第２項、理容師法施

（根拠法令等） 行細則第３条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 開設者、管理理容師、理容師、その他従業者

個人情報の対象者 開設者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 理容所開設届出書、理容所台帳、理容所開設届出事項変更（廃止）届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 理容所の衛生確保に関する法律 （ ４枚中 ２枚）

理容所の開設者、理容を業とする者及びその施設に対する衛生基準の

個人情報取扱事務の目的 確保に関する指導（理容師法第１１条第１項、同条第２項、理容師法施

（根拠法令等） 行細則第３条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 開設者、管理理容師、理容師、その他従業者

個人情報の対象者 管理理容師

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■（管理理容師受講修了番号）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 ■ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 理容所開設届出書、理容所台帳、理容所開設届出事項変更（廃止）届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 理容所の衛生確保に関する事務 （ ４枚中 ３枚）

理容所の開設者、理容を業とする者及びその施設に対する衛生基準の

個人情報取扱事務の目的 確保に関する指導（理容師法第１１条第１項、同条第２項、理容師法施

（根拠法令等） 行細則第３条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 開設者、管理理容師、理容師、その他従業者

個人情報の対象者 理容師

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 ■ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 ■ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 理容所開設届出書、理容所台帳、理容所開設届出事項変更（廃止）届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 理容所の衛生確保に関する事務 （ ４枚中 ４枚）

理容所の開設者、理容を業とする者及びその施設に対する衛生基準の

個人情報取扱事務の目的 確保に関する指導（理容師法第１１条第１項、同条第２項、理容師法施

（根拠法令等） 行細則第３条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 開設者、管理理容師、理容師、その他従事者

個人情報の対象者 その他従業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 ■ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 ■ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 理容所開設届出書、理容所台帳、理容所開設届出事項変更（廃止）届出

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 理容所の衛生確保に関する事務 （ ３枚中 １枚）

理容所の開設者について相続または合併があったときの開設者の地位

個人情報取扱事務の目的 の承継に関する事務（理容師法第１１条の３）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者（個人）、相続人、届出者（法人）

個人情報の対象者 届出者（個人）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 ■（被相続人との関係）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 理容所開設者地位承継届出書、戸籍謄本、営業者地位承継同意書、理容所

されている主な 台帳

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 理容所の衛生確保に関する事務 （ ３枚中 ２枚）

理容所の開設者について相続または合併があったときの開設者の地位

個人情報取扱事務の目的 の承継に関する事務（理容師法第１１条の３）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者（個人）、相続人、届出者（法人）

個人情報の対象者 相続人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 理容所開設者地位承継届出書、戸籍謄本、営業者地位承継同意書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 理容所の衛生確保に関する事務 （ ３枚中 ３枚）

理容所の開設者について相続または合併があったときの開設者の地位

個人情報取扱事務の目的 の承継に関する事務（理容師法第１１条の３）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者（個人）、相続人、届出者（法人）

個人情報の対象者 届出者（法人）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 理容所開設者地位承継届出書、理容所台帳、合併後存続する法人・合併に

されている主な より設立された法人の登記事項証明書、分割により営業を承継した法人の登

行政文書の名称 記事項証明書
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 美容所の衛生確保に関する事務 （ ４枚中 １枚）

美容所の開設者、美容を業とする者及びその施設に対する衛生水準の

個人情報取扱事務の目的 確保に関する指導（美容師法第１１条第１項、同条第２項、美容師法施

（根拠法令等） 行細則第３条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 開設者、管理美容師、美容師、その他従業者

個人情報の対象者 開設者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 美容所開設届出書、美容所台帳、美容所開設届出事項変更（廃止）届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 美容所の衛生確保に関する事務 （ ４枚中 ２枚）

美容所の開設者、美容を業とする者及びその施設に対する衛生水準の

個人情報取扱事務の目的 確保に関する指導（美容師法第１１条第１項、同条第２項、美容師法施

（根拠法令等） 行細則第３条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 開設者、管理美容師、美容師、その他従業者

個人情報の対象者 管理美容師

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 ■ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■（管理美容師受講修了番号）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 ■ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 美容所開設届出書、美容所台帳、美容所開設届出事項変更（廃止）届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 美容所の衛生確保に関する事務 （ ４枚中 ３枚）

美容所の開設者、美容を業とする者及びその施設に対する衛生水準の

個人情報取扱事務の目的 確保に関する指導（美容師法第１１条第１項、同条第２項、美容師法施

（根拠法令等） 行細則第３条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 開設者、管理美容師、美容師、その他従業者

個人情報の対象者 美容師

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 ■ （美容師についての結核、皮膚病、その他厚生労働大臣の指定する伝染
項 (2 又は 3 に該 性疾患の有無に関する医師の診断書）
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 ■ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 美容所開設届出書、美容所台帳、美容所開設届出事項変更（廃止）届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 美容所の衛生確保に関する事務 （ ４枚中 ４枚）

美容所の開設者、美容を業とする者及びその施設に対する衛生水準の

個人情報取扱事務の目的 確保に関する指導（美容師法第１１条第１項、同条第２項、美容師法施

（根拠法令等） 行細則第５条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 開設者、管理美容師、美容師、その他従業者

個人情報の対象者 その他従業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 ■ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 ■ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 美容所開設届出書、美容所台帳、美容所開設届出事項変更（廃止）届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 美容所の衛生確保に関する事務 （ ３枚中 １枚）

美容所の開設者について相続又は合併があったときの開設者の地位の

個人情報取扱事務の目的 承継に関する事務（美容師法第１２条の２）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者（個人）、相続人、届出者（法人）

個人情報の対象者 届出者（個人）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 ■（被相続人との続柄）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 美容所開設者地位承継届出書、戸籍謄本、営業者地位承継同意書、美容所

されている主な 台帳

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 美容所の衛生確保に関する事務 （ ３枚中 ２枚）

美容所の開設者について相続又は合併があったときの開設者の地位の

個人情報取扱事務の目的 承継に関する事務（美容師法第１２条の２）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者（個人）、相続人、届出者（法人）

個人情報の対象者 相続人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 ■（被相続人との続柄）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 美容所開設者地位承継届出書、戸籍謄本、営業者地位承継同意書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 美容所の衛生確保に関する事務 （ ３枚中 ３枚）

美容所の開設者について相続又は合併があったときの開設者の地位の

個人情報取扱事務の目的 承継に関する事務（美容師法第１２条の２）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者（個人）、相続人、届出者（法人）

個人情報の対象者 届出者（法人）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 美容所開設者地位承継届出書、美容所台帳、合併後存続する法人・合併に

されている主な より設立された法人の登記事項証明書、分割により営業を承継した法人の登

行政文書の名称 記事項証明書
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成２７年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 理容師養成施設指定事務 （ ３枚中 １枚）

理容師養成施設の指定及びその変更に係る事務（理容師法第３条第３

個人情報取扱事務の目的 項、理容師養成施設指定規則、理容師養成施設の指導要領）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 設立者、養成施設の長、教員

個人情報の対象者 設立者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 理容師養成施設指定申請書、変更届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成２７年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 理容師養成施設指定事務 （ ３枚中 ２枚）

理容師養成施設の指定及びその変更に係る事務（理容師法第３条第３

個人情報取扱事務の目的 項、理容師養成施設指定規則、理容師養成施設の指導要領）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 設立者、養成施設の長、教員

個人情報の対象者 養成施設の長

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 理容師養成施設指定申請書、変更届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成２７年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 理容師養成施設指定事務 （ ３枚中 ３枚）

理容師養成施設の指定及びその変更に係る事務（理容師法第３条第３

個人情報取扱事務の目的 項、理容師養成施設指定規則、理容師養成施設の指導要領）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 設立者、養成施設の長、教員

個人情報の対象者 教員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 理容師養成施設指定申請書、変更届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成２７年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 美容師養成施設指定事務 （ ３枚中 １枚）

美容師養成施設の指定及びその変更に係る事務（美容師法第４条第３

個人情報取扱事務の目的 項、美容師養成施設指定規則、美容師養成施設の指導要領）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 設立者、養成施設の長、教員

個人情報の対象者 設立者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 美容師養成施設指定申請書、変更届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成２７年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 美容師養成施設指定事務 （ ３枚中 ２枚）

美容師養成施設の指定及びその変更に係る事務（美容師法第４条第３

個人情報取扱事務の目的 項、美容師養成施設指定規則、美容師養成施設の指導要領）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 設立者、養成施設の長、教員

個人情報の対象者 養成施設の長

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 美容師養成施設指定申請書、変更届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成２７年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 美容師養成施設指定事務 （ ３枚中 ３枚）

美容師養成施設の指定及びその変更に係る事務（美容師法第４条第３

個人情報取扱事務の目的 項、美容師養成施設指定規則、美容師養成施設の指導要領）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 設立者、養成施設の長、教員

個人情報の対象者 教員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 美容師養成施設指定申請書、変更届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 旅館業営業許可事務 （ １枚中 １枚）

旅館業営業の許可等及びその施設に対する衛生水準の確保に関する指

個人情報取扱事務の目的 導（旅館業法第３条、旅館業法施行細則）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 旅館業経営許可申請書、旅館業経営許可申請書（営業承継承認申請書）記

されている主な 載事項変更届、旅館業営業停止（廃止）届、旅館台帳

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 旅館業営業許可事務 （ ３枚中 １枚）

旅館業営業の相続又は合併があったときの経営者の地位の承継に関す

個人情報取扱事務の目的 る事務（旅館業法第３条の２第１項、第２項、旅館業法施行細則）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者（個人）、相続人、申請者（法人）

個人情報の対象者 申請者（個人）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 ■（被相続人との続柄）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 旅館業経営許可申請書（営業承継承認申請書）記載事項変更届、旅館台帳、

されている主な 旅館業営業承継承認申請書、戸籍謄本、旅館営業者地位承継同意書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 旅館業営業許可事務 （ ３枚中 ２枚）

旅館業営業の相続又は合併があったときの経営者の地位の承継に関す

個人情報取扱事務の目的 る事務（旅館業法第３条の２第１項、第２項、旅館業法施行細則）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者（個人）、相続人、申請者（法人）

個人情報の対象者 相続人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □ （ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 旅館営業者地位承継同意書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 旅館業営業許可事務 （ ３枚中 ３枚）

旅館業営業の相続又は合併があったときの経営者の地位の承継に関す

個人情報取扱事務の目的 る事務（旅館業法第３条の２第１項、第２項、旅館業法施行細則）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者（個人）、相続人、申請者（法人）

個人情報の対象者 申請者（法人）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □ （ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 旅館業営業承継承認申請書、旅館業経営許可申請書（営業承継承認申請書）

されている主な 記載事項変更届、旅館台帳

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 興行場営業許可事務 （ １枚中 １枚）

興行場営業の許可等及びその施設に対する衛生水準の確保に関する指

個人情報取扱事務の目的 導（興行場法第２条、興行場法施行条例第６条、興行場法施行細則第２

（根拠法令等） 条、第３条、第４条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □ （ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 興行場営業許可申請書、興行場構造設備等変更届、興行場営業停止（廃止）

されている主な 届、興行場台帳

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 興行場営業許可事務 （ ３枚中 １枚）

興行場営業の相続又は合併があったときの経営者の地位の承継に関す

個人情報取扱事務の目的 る事務（興行場法第２条の２、興行場法施行細則第５条）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者（個人）、相続人、申請者（法人）

個人情報の対象者 申請者（個人）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 ■（被相続人との続柄）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 興行場営業承継届、興行場営業者相続同意証明書、興行場台帳、戸籍謄本

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 興行場営業許可事務 （ ３枚中 ２枚）

興行場営業の相続又は合併があったときの経営者の地位の承継に関す

個人情報取扱事務の目的 る事務（興行場法第２条の２、興行場法施行細則第５条）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者（個人）、相続人、申請者（法人）

個人情報の対象者 相続人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 興行場営業者相続同意証明書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 興行場営業許可事務 （ ３枚中 ３枚）

興行場営業の相続又は合併があったときの経営者の地位の承継に関す

個人情報取扱事務の目的 る事務（興行場法第２条の２、興行場法施行細則第５条）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者（個人）、相続人、申請者（法人）

個人情報の対象者 申請者（法人）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 興行場営業承継届、興行場台帳

されている主な

行政文書の名称



- 41 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 公衆浴場営業許可事務 （ １枚中 １枚）

公衆浴場営業の許可及びその施設に対する衛生水準の確保に関する指

個人情報取扱事務の目的 導（公衆浴場法第２条、公衆浴場法施行規則第１条、公衆浴場法施行細

（根拠法令等） 則第５条、第６条、第７条、第８条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 公衆浴場営業許可申請書、公衆浴場営業許可申請書（営業承継届）記載事

されている主な 項変更届、公衆浴場営業停止（廃止）届、公衆浴場台帳

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 公衆浴場営業許可事務 （ ３枚中 １枚）

公衆浴場営業の相続又は合併があったときの経営者の地位の承継に関

個人情報取扱事務の目的 する事務（公衆浴場法第２条の２、公衆浴場法施行規則第２条、第３条、

（根拠法令等） 公衆浴場法施行細則第６条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者（個人）、相続人、申請者（法人）

個人情報の対象者 申請者（個人）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 ■（被相続人との続柄）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 公衆浴場営業承継届、公衆浴場営業者相続同意証明書、公衆浴場台帳、戸

されている主な 籍謄本

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 公衆浴場営業許可事務 （ ３枚中 ２枚）

公衆浴場営業の相続又は合併があったときの経営者の地位の承継に関

個人情報取扱事務の目的 する事務（公衆浴場法第２条の２、公衆浴場法施行規則第２条、第３条、

（根拠法令等） 公衆浴場法施行細則第６条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者（個人）、相続人、申請者（法人）

個人情報の対象者 相続人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 公衆浴場営業者相続同意証明書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 公衆浴場営業許可事務 （ ３枚中 ３枚）

公衆浴場営業の相続又は合併があったときの経営者の地位の承継に関

個人情報取扱事務の目的 する事務（公衆浴場法第２条の２、公衆浴場法施行規則第２条、第３条、

（根拠法令等） 公衆浴場法施行細則第６条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者（個人）、相続人、申請者（法人）

個人情報の対象者 申請者（法人）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 公衆浴場営業承継届、公衆浴場営業許可申請書（営業承継届）記載事項変

されている主な 更届、公衆浴場台帳

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 建築物清掃業等の登録事務 （ ３枚中 １枚）

建築物清掃業等の登録事務（建築物における衛生的環境の確保に関す

個人情報取扱事務の目的 る法律第１２条の２）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、営業所の責任者、監督者等

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 登録申請書、変更届出書、事業廃止届出書、建築物清掃業者等登録台帳、

されている主な 建築物清掃業者等登録一覧

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 建築物清掃業等の登録事務 （ ３枚中 ２枚）

建築物清掃業等の登録事務（建築物における衛生的環境の確保に関す

個人情報取扱事務の目的 る法律第１２条の２）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、営業所の責任者、監督者等

個人情報の対象者 営業所の責任者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 ■ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 登録申請書、変更届出書、建築物清掃業者等登録台帳、建築物清掃業者等

されている主な 登録一覧

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 建築物清掃業等の登録事務 （ ３枚中 ３枚）

建築物清掃業等の登録事務（建築物における衛生的環境の確保に関す

個人情報取扱事務の目的 る法律第１２条の２）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、営業所の責任者、監督者等

個人情報の対象者 監督者等

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 ■ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 登録申請書、変更届出書、建築物清掃業者等登録台帳、建築物清掃業者等

されている主な 登録一覧

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 建築物清掃業等の登録事務 （ ２枚中 １枚）

建築物清掃業等の登録事務（建築物における衛生的環境の確保に関す

個人情報取扱事務の目的 る法律第１２条の２）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、営業所の責任者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 建築物清掃業者等登録一覧

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 建築物清掃業等の登録事務 （ ２枚中 ２枚）

建築物清掃業等の登録事務（建築物における衛生的環境の確保に関す

個人情報取扱事務の目的 る法律第１２条の２）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、営業所の責任者

個人情報の対象者 営業所の責任者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 ■ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 建築物清掃業者等登録一覧

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 特定建築物の届出事務 （ ４枚中 １枚）

特定建築物に関する届出の受理（建築物における衛生的環境の確保に

個人情報取扱事務の目的 関する法律第５条）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 所有者、届出者、管理担当者、特定建築物環境衛生管理技術者

個人情報の対象者 所有者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 ■（事務所所在地 ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特定建築物届出書、変更届出書、特定建築物台帳

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 特定建築物の届出事務 （ ４枚中 ２枚）

特定建築物に関する届出の受理（建築物における衛生的環境の確保に

個人情報取扱事務の目的 関する法律第５条）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 所有者、届出者、管理担当者、特定建築物環境衛生管理技術者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 ■（所有者 ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特定建築物届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 特定建築物の届出事務 （ ４枚中 ３枚）

特定建築物に関する届出の受理（建築物における衛生的環境の確保に

個人情報取扱事務の目的 関する法律第５条）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 所有者、届出者、管理担当者、特定建築物環境衛生管理技術者

個人情報の対象者 管理担当者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 ■（所有者 ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特定建築物届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 特定建築物の届出事務 （ ４枚中 ４枚）

特定建築物に関する届出の受理（建築物における衛生的環境の確保に

個人情報取扱事務の目的 関する法律第５条）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 所有者、届出者、管理担当者、特定建築物環境衛生管理技術者

個人情報の対象者 特定建築物環境衛生管理技術者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 ■（所有者 ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特定建築物届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 特定建築物の届出事務 （ ２枚中 １枚）

特定建築物に関する届出の受理（建築物における衛生的環境の確保に

個人情報取扱事務の目的 関する法律第５条）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 所有者、特定建築物環境衛生管理技術者

個人情報の対象者 所有者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 ■（事務所所在地 ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特定建築物施設一覧

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 特定建築物の届出事務 （ ２枚中 ２枚）

特定建築物に関する届出の受理（建築物における衛生的環境の確保に

個人情報取扱事務の目的 関する法律第５条）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 所有者、特定建築物環境衛生管理技術者

個人情報の対象者 管理技術者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 ■（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 建築物清掃業者等登録一覧

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 生活衛生営業経営特別相談員事務 （ １枚中 １枚）

生活衛生関係営業の経営の近代化、合理化を促進し、業界の健全な発

個人情報取扱事務の目的 展と公衆衛生の向上に資するため、生活衛生経営特別相談員を設置する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 生活衛生営業経営特別相談員、生活衛生営業経営特別相談員養成者

個人情報の対象者 生活衛生営業経営特別相談員、生活衛生営業経営特別相談員養成者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 生活衛生営業経営特別相談員名簿、生活衛生営業経営特別相談員養成講習

されている主な 会受講者名簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 厚生労働大臣表彰事務 （ １枚中 １枚）

環境衛生関係に尽力した者を表彰するため。（環境衛生事業功労者表

個人情報取扱事務の目的 彰実施要領）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 表彰候補者、表彰受賞者

個人情報の対象者 表彰候補者、表彰受賞者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 ■ 親族関係 ■ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 表彰候補者名簿、推薦調書、履歴書、身分調書、戸籍抄本

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 知事表彰事務 （ １枚中 １枚）

環境衛生関係に尽力した者を表彰するため。（秋田県表彰規則、環境

個人情報取扱事務の目的 ・保健事業功労者表彰実施要領）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 表彰候補者、表彰受賞者

個人情報の対象者 表彰候補者、表彰受賞者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 ■（メールアドレス）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 ■ 親族関係 ■ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 表彰候補者名簿、功績調書、身分調書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 クリーニング師研修及び業務従事者講習に関する事務（ ２枚中 １枚）

クリーニング師及びクリーニング所に従事する者の資質の向上を目的

個人情報取扱事務の目的 とした研修等を実施するため。（クリーニング業法第８条の２、第８条

（根拠法令等） の３）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 クリーニング師、クリーニング所の従事者

個人情報の対象者 クリーニング師

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 クリーニング師研修受講者名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 クリーニング師研修及び業務従事者講習に関する事務（ ２枚中 ２枚）

クリーニング師及びクリーニング所に従事する者の資質の向上を目的

個人情報取扱事務の目的 とした研修等を実施するため。（クリーニング業法第８条の２、第８条

（根拠法令等） の３）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 クリーニング師、クリーニング所の従事者

個人情報の対象者 クリーニング所の従事者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 クリーニング所従事者講習受講者名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 生活衛生適正化審議会事務 （ １枚中 １枚）

生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律の施行に関す

個人情報取扱事務の目的 る重要事項（都道府県知事が行うとされている事項）を調査審議するた

（根拠法令等） め。（生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律第５８条

第２項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 委員候補者

個人情報の対象者 生活衛生営業経営特別相談員、生活衛生営業経営特別相談員養成者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田県生活衛生適正化審議会委員名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 クリーニング師試験委員事務 （ １枚中 １枚）

クリーニング師試験に関する事務をつかさどるるため、クリーニング

個人情報取扱事務の目的 師試験委員を設置する。（クリーニング業法第６条、第７条、クリーニ

（根拠法令等） ング業法施行規則第３条、クリーニング業法施行条例第４条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 委員候補者

個人情報の対象者 生活衛生営業経営特別相談員、生活衛生営業経営特別相談員養成者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田県クリーニング師試験委員名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 食中毒関係事務 （ ４枚中 １枚）

医師から食中毒の届出を受けた保健所長は調査し、都道府県知事に報

個人情報取扱事務の目的 告しなければならない。（食品衛生法第６３条第２項、食中毒処理要領）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課、各保健所、健康環境センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 食中毒患者、共通食品摂食者、調理従事者、原因施設営業者

個人情報の対象者 食中毒患者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 ■ （ 症状 ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 ■（食事内容 ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 ■（医師 ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 食中毒事件報告書（食中毒患者届出票、食中毒患者個人調査表、共通食品

されている主な 摂食調査表、試験検査成績書）

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 食中毒関係事務 （ ４枚中 ２枚）

医師から食中毒の届出を受けた保健所長は調査し、都道府県知事に報

個人情報取扱事務の目的 告しなければならない。（食品衛生法第６３条第２項、食中毒処理要領）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課、各保健所、健康環境センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 食中毒患者、共通食品摂食者、調理従事者、原因施設営業者

個人情報の対象者 共通食品摂食者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 ■ （ 症状 ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 ■（食事内容 ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 ■（医師 ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 食中毒事件報告書（共通食品摂食調査表）

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 食中毒関係事務 （ ４枚中 ３枚）

医師から食中毒の届出を受けた保健所長は調査し、都道府県知事に報

個人情報取扱事務の目的 告しなければならない。（食品衛生法第６３条第２項、食中毒処理要領）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課、各保健所、健康環境センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 食中毒患者、共通食品摂食者、調理従事者、原因施設営業者

個人情報の対象者 調理従事者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 食中毒事件報告書（試験検査成績書）

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 食中毒関係事務 （ ４枚中 ４枚）

医師から食中毒の届出を受けた保健所長は調査し、都道府県知事に報

個人情報取扱事務の目的 告しなければならない。（食品衛生法第６３条第２項、食中毒処理要領）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 食中毒患者、共通食品摂食者、調理従事者、原因施設営業者

個人情報の対象者 原因施設営業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 食中毒事件報告書（指示書、行政処分命令書）

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 不良（違反）食品等調査関係事務 （ ２枚中 １枚）

不良（違反）食品等の排除。（食品衛生法第５９条）

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課、各保健所、健康環境センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、製造者又は販売者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 ■ （ 症状 ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 ■ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 不良（違反）食品調査書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 不良（違反）食品等調査関係事務 （ ２枚中 ２枚）

不良（違反）食品等の排除。（食品衛生法第５９条）

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課、各保健所、健康環境センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、製造者又は販売者

個人情報の対象者 製造者又は販売者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 ■ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 不良（違反）食品調査書、顛末書、始末書、行政処分命令書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 食品衛生管理者設置届出関係事務 （ ２枚中 １枚）

乳製品、食肉製品、食品添加物を製造する営業者は、食品衛生管理者

個人情報取扱事務の目的 の設置及び変更に係る事項を都道府県知事に届け出なければならない。

（根拠法令等） （食品衛生法第４８条第８項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 食品衛生管理者、届出者

個人情報の対象者 食品衛生管理者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 食品衛生管理者設置（変更）届出書、履歴書、資格免許証、雇用証明書、

されている主な 卒業証明書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 食品衛生管理者設置届出関係事務 （ ２枚中 ２枚）

乳製品、食肉製品、食品添加物を製造する営業者は、食品衛生管理者

個人情報取扱事務の目的 の設置及び変更に係る事項を都道府県知事に届け出なければならない。

（根拠法令等） （食品衛生法第４８条第８項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 食品衛生管理者、届出者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 食品衛生管理者設置（変更）届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 食品衛生推進員関係事務 （ １枚中 １枚）

都道府県知事は、食品等事業者の食品衛生の向上に関する自主的な活

個人情報取扱事務の目的 動を促進するため、食品衛生推進員を委嘱することができる。（食品衛

（根拠法令等） 生法第６７条第２項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 食品衛生推進員

個人情報の対象者 食品衛生推進員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 食品衛生推進員推薦名簿、食品衛生推進員名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 製菓衛生師試験関係事務 （ ２枚中 １枚）

製菓衛生師試験は、厚生労働大臣の定める基準に基づき、製菓衛生師

個人情報取扱事務の目的 となるのに必要な知識について、都道府県知事が行なう。 （製菓衛生

（根拠法令等） 師法第４条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 製菓衛生師試験受験者、合格者

個人情報の対象者 製菓衛生師試験受験者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■（写真 ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 製菓衛生師試験受験願書（受験願書、卒業証明書、菓子製造業従事証明書）、

されている主な 製菓衛生師受験名簿、試験答案、採点一覧表、合否判定一覧表、試験委員会

行政文書の名称 資料
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 製菓衛生師試験関係事務 （ ２枚中 ２枚）

製菓衛生師試験は、厚生労働大臣の定める基準に基づき、製菓衛生師

個人情報取扱事務の目的 となるのに必要な知識について、都道府県知事が行なう。 （製菓衛生

（根拠法令等） 師法第４条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 製菓衛生師試験受験者、合格者

個人情報の対象者 合格者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 製菓衛生師試験合格者名簿、製菓衛生師試験合格証書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 製菓衛生師免許事務 （ １枚中 １枚）

製菓衛生師の免許を受けようとする者は、申請書を都道府県知事に提

個人情報取扱事務の目的 出しなければならない。（製菓衛生師法施行令第１条）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 ■ （ 麻薬、あへん、大麻又は覚せい剤の中毒者であるかないか ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 製菓衛生師免許申請書、製菓衛生師試験合格証書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 製菓衛生師免許事務 （ １枚中 １枚）

都道府県に製菓衛生師名簿を備え、免許に関する事項を登録する。（製

個人情報取扱事務の目的 菓衛生師法第７条）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 製菓衛生師名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 製菓衛生師免許事務 （ １枚中 １枚）

製菓衛生師名簿の登録事項に変更を生じたときは、都道府県知事に製

個人情報取扱事務の目的 菓衛生師名簿の訂正を申請しなければならない。（製菓衛生師法施行令

（根拠法令等） 第３条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者（製菓衛生師）

個人情報の対象者 申請者（製菓衛生師）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 ■ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 製菓衛生師名簿登録事項訂正申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 製菓衛生師免許事務 （ １枚中 １枚）

製菓衛生師名簿の登録の消除を申請するには、申請書を都道府県知事

個人情報取扱事務の目的 に提出しなければならない。（製菓衛生師法施行令第４条第１項）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者（製菓衛生師）

個人情報の対象者 申請者（製菓衛生師）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 製菓衛生師名簿登録消除申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 製菓衛生師免許事務 （ １枚中 １枚）

製菓衛生師が死亡し、又は失踪の宣告を受けたときは、戸籍法による

個人情報取扱事務の目的 届出義務者は都道府県に名簿の登録の削除を申請しなければならない。

（根拠法令等） （製菓衛生師法施行令第４条第２項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 ■ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 製菓衛生師名簿登録消除申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 製菓衛生師免許事務 （ １枚中 １枚）

製菓衛生師は、製菓衛生師免許証の書換え交付を申請するときは、申

個人情報取扱事務の目的 請書を免許を与えた都道府県知事に提出しなければならない。（製菓衛

（根拠法令等） 生師法施行令第５条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者（製菓衛生師）

個人情報の対象者 申請者（製菓衛生師）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 製菓衛生師免許証書換え交付申請書、製菓衛生師免許証

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 製菓衛生師免許事務 （ １枚中 １枚）

製菓衛生師は、製菓衛生師免許証の再交付を申請をするときは、申請

個人情報取扱事務の目的 書を都道府県知事に提出しなければならない。（製菓衛生師法施行令第

（根拠法令等） ６条第２項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者（製菓衛生師）

個人情報の対象者 申請者（製菓衛生師）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 製菓衛生師免許証再交付申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 食品営業許可関係事務 （ ２枚中 １枚）

飲食店営業等を営もうとする者は、都道府県知事の許可を受けなけれ

個人情報取扱事務の目的 ばならない。

（根拠法令等） （食品衛生法第５５条第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、食品衛生責任者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：食品営業許可業務管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 営業許可申請書・営業届（新規・継続）、営業許可台帳、食品営業許可業

されている主な 務管理システム

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 食品営業許可関係事務 （ ２枚中 ２枚）

飲食店営業等を営もうとする者は、都道府県知事の許可を受けなけれ

個人情報取扱事務の目的 ばならない。

（根拠法令等） （食品衛生法第５５条第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、食品衛生責任者

個人情報の対象者 食品衛生責任者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：食品営業許可業務管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 営業許可申請書・営業届（新規・継続）、営業許可台帳、食品営業許可業

されている主な 務管理システム

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 食品営業許可関係事務 （ ２枚中 １枚）

飲食店営業等の営業を相続（合併・分割）により許可営業者の地位を

個人情報取扱事務の目的 承継する者は、都道府県知事に届け出なければならない。

（根拠法令等） （食品衛生法第５６条第２項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者（承継相続人）、被相続人

個人情報の対象者 届出者（承継相続人）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 ■ 親族関係 ■ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 地位承継届

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 食品営業許可関係事務 （ ２枚中 ２枚）

飲食店営業等の営業を相続（合併・分割）により許可営業者の地位を

個人情報取扱事務の目的 承継する者は、都道府県知事に届け出なければならない。

（根拠法令等） （食品衛生法第５６条第２項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者（承継相続人）、被相続人

個人情報の対象者 被相続人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 ■ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 許可営業者の地位承継届

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 食品営業許可関係事務 （ １枚中 １枚）

飲食店営業等の営業を相続（合併・分割）により許可営業者の地位の

個人情報取扱事務の目的 承継届出書の記載内容を変更する者は、保健所長に届け出なければなら

（根拠法令等） ない。

（食品衛生法施行規則第７１条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 許可営業者の地位承継届（変更）

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 食品営業許可関係事務 （ ２枚中 １枚）

飲食店営業等の営業許可申請書の記載内容を変更する者は、保健所長

個人情報取扱事務の目的 に届け出なければならない。

（根拠法令等） （食品衛生法施行規則第７１条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、食品衛生責任者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 営業許可申請書・営業届（変更）

されている主な

行政文書の名称



- 87 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 食品営業許可関係事務 （ ２枚中 ２枚）

飲食店営業等の営業許可申請書の記載内容を変更する者は、保健所長

個人情報取扱事務の目的 に届け出なければならない。

（根拠法令等） （食品衛生法施行規則第７１条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、食品衛生責任者

個人情報の対象者 食品衛生責任者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 営業許可申請書・営業届（変更）

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 食品営業許可関係事務 （ １枚中 １枚）

飲食店営業等の営業許可証の再交付を受けようとする者は、保健所長

個人情報取扱事務の目的 に申請しなければならない。

（根拠法令等） （食品衛生法施行条例第４条第３号）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 営業許可証再交付申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 食品営業許可関係事務 （ １枚中 １枚）

都道府県知事の検査命令に基づき、営業者は登録検査機関に製品検査

個人情報取扱事務の目的 の申請をしなければならない。

（根拠法令等） （食品衛生法施行令第５条第２項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 製品検査命令による製品検査申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 食品営業許可関係事務 （ １枚中 １枚）

営業許可を受けた者は、その営業を廃業するときは保健所長に届け出

個人情報取扱事務の目的 なければならない。

（根拠法令等） （食品衛生法施行規則第７１条の２）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 営業許可申請書・営業届（廃業）

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 食品営業許可関係事務 （ １枚中 １枚）

製造等をした食品等を自主回収に着手した営業者は、その旨を都道府

個人情報取扱事務の目的 県知事に届け出なければならない。

（根拠法令等） （食品衛生法第５８条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：食品衛生申請等システム ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 自主回収届

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 食品営業許可関係事務 （ １枚中 １枚）

営業を営もうとする者は、その旨を保健所長に届け出なければならな

個人情報取扱事務の目的 い。

（根拠法令等） （食品衛生法第５７条第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：食品衛生申請等システム ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 営業許可申請書・営業届（新規、継続）

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 フグの取扱いに関する事務 （ ２枚中 １枚）

フグの取扱いについて適切な監視指導を行うことにより、フグによる

個人情報取扱事務の目的 食中毒の防止を図るため、フグの処理・販売の営業を行うときは保健所

（根拠法令等） 長に届け出なければならない。

（秋田県フグの取扱いに関する指導要綱第４条第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、フグ取扱者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 フグ営業届

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 フグの取扱いに関する事務 （ ２枚中 ２枚）

フグの取扱いについて適切な監視指導を行うことにより、ふぐによる

個人情報取扱事務の目的 食中毒の防止を図るため、ふぐの処理・販売の営業を行うときは保健所

（根拠法令等） 長に届け出なければならない。

（秋田県ふぐの取扱いに関する指導要綱第４条第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、フグ取扱者

個人情報の対象者 フグ取扱者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 フグ営業届、講習会修了証、資格証明書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 フグの取扱いに関する事務 （ １枚中 １枚）

フグの取扱いについて適切な監視指導を行うことにより、フグによる

個人情報取扱事務の目的 食中毒の防止を図るため、フグの処理・販売に係る取扱い台帳を作成す

（根拠法令等） る必要がある。

（秋田県フグの取扱いに関する指導要綱第４条第２項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 フグ取扱者

個人情報の対象者 フグ取扱者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 フグ取扱所台帳、フグ取扱所届出済証

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 フグの取扱いに関する事務 （ ２枚中 １枚）

フグの営業届出書の記載事項の変更があったときは、保健所長に届け

個人情報取扱事務の目的 出なければならない。

（根拠法令等） （秋田県フグの取扱いに関する指導要綱第４条第４項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、フグ取扱者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 フグ営業届出事項変更届

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 フグの取扱いに関する事務 （ ２枚中 ２枚）

フグの営業届出書の記載事項の変更があったときは、保健所長に届け

個人情報取扱事務の目的 出なければならない。

（根拠法令等） （秋田県フグの取扱いに関する指導要綱第４条第４項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、フグ取扱者

個人情報の対象者 フグ取扱者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 フグ営業届出事項変更届、講習会修了証、資格証明書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 フグの取扱いに関する事務 （ １枚中 １枚）

フグの営業届出済証を受けた者は、その営業を廃業するときは、保健

個人情報取扱事務の目的 所長に届け出なければならない。

（根拠法令等） （秋田県ふぐの取扱いに関する指導要綱第４条第４項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■（廃業理由 ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 フグ営業廃止届

されている主な

行政文書の名称



- 99 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 と畜場設置許可関係事務 （ １枚中 １枚）

と畜場を設置しようとする者は、都道府県知事の許可を受けなければ

個人情報取扱事務の目的 ならない。

（根拠法令等） （と畜場法第４条第２項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 と畜場設置許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 と畜場設置許可関係事務 （ １枚中 １枚）

許可を受けて設置したと畜場の構造設備等を変更しようとする者は、

個人情報取扱事務の目的 都道府県知事に届け出なければならない。

（根拠法令等） （と畜場法第４条第３項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 許可事項の変更届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 と畜場設置許可関係事務 （ １枚中 １枚）

と畜場の設置者若しくは管理者又はと畜業者は、と畜場の使用料又は

個人情報取扱事務の目的 解体料について、その額を定めてあらかじめ都道府県知事の許可を受け

（根拠法令等） なければならない。

（と畜場法第１２条第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 と畜場使用料・解体料申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 と畜場設置許可関係事務 （ １枚中 １枚）

食肉販売業等の食肉を取り扱う営業者以外の者で自家用等の目的でと

個人情報取扱事務の目的 畜場外でとさつ又は解体しようとする者は、あらかじめ都道府県知事に

（根拠法令等） 届け出なければならない。

（と畜場法第１３条第１項第１号）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 食肉衛生検査所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 自家用とさつ届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 と畜検査関係事務 （ １枚中 １枚）

と畜検査を受けようとする者は、都道府県知事に申請しなければなら

個人情報取扱事務の目的 ない。

（根拠法令等） （と畜場法施行令第７条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 食肉衛生検査所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 と畜検査申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 食鳥処理事業の規制と食鳥検査関係事務 （ １枚中 １枚）

食鳥処理事業を営もうとする者は、都道府県知事の許可を受けなけれ

個人情報取扱事務の目的 ばならない。

（根拠法令等） （食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律第３条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 食肉衛生検査所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 食鳥処理事業の許可申請書

されている主な

行政文書の名称



- 105 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 食鳥処理事業の許可関係事務 （ １枚中 １枚）

食鳥処理場の許可を受けた者は、食鳥処理場の構造又は設備を変更し

個人情報取扱事務の目的 ようとする場合は、都道府県知事の許可を受けなければならない。

（根拠法令等） （食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律第６条第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 食肉衛生検査所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 食鳥処理場構造又は設備変更許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 食鳥処理事業の許可関係事務 （ １枚中 １枚）

食鳥処理事業許可申請書の記載事項の変更（構造設備については軽微

個人情報取扱事務の目的 な変更）があったときは、都道府県知事に届出しなければならない。

（根拠法令等） （食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律第６条第３項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 食肉衛生検査所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 食鳥処理場構造又は設備変更許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 食鳥処理事業の許可関係事務 （ ３枚中 １枚）

食鳥処理業者の地位を承継した者は、その旨を都道府県知事に届け出

個人情報取扱事務の目的 なければならない。

（根拠法令等） （食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律第７条第２項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 食肉衛生検査所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者（承継人）、相続人（同意者）、被相続人

個人情報の対象者 届出者（承継人）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 ■ 親族関係 ■ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 食鳥処理業者地位承継届出書、戸籍謄本

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 食鳥処理事業の許可関係事務 （ ３枚中 ２枚）

食鳥処理業者の地位を承継した者は、その旨を都道府県知事に届け出

個人情報取扱事務の目的 なければならない。

（根拠法令等） （食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律第７条第２項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 食肉衛生検査所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者（承継人）、相続人（同意者）、被相続人

個人情報の対象者 相続人（同意者）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 ■ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 食鳥処理業者地位承継届出書、承継同意書、戸籍謄本

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 食鳥処理事業の許可関係事務 （ ３枚中 ３枚）

食鳥処理業者の地位を承継した者は、その旨を都道府県知事に届け出

個人情報取扱事務の目的 なければならない。

（根拠法令等） （食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律第７条第２項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 食肉衛生検査所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者（承継人）、相続人（同意者）、被相続人

個人情報の対象者 被相続人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 ■ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 食鳥処理業者地位承継届出書、戸籍謄本

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 食鳥処理事業の許可関係事務 （ ２枚中 １枚）

食鳥処理業者は食鳥処理衛生管理者を設置（又は変更）したときは、

個人情報取扱事務の目的 その旨を都道府県知事に届け出なければならない。

（根拠法令等） （食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律第１２条第６項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 食肉衛生検査所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、食鳥処理衛生管理者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 食鳥処理衛生管理者設置（変更）届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 食鳥処理事業の許可関係事務 （ ２枚中 ２枚）

食鳥処理業者は食鳥処理衛生管理者を設置（又は変更）したときは、

個人情報取扱事務の目的 その旨を都道府県知事に届け出なければならない。

（根拠法令等） （食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律第１２条第６項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 食肉衛生検査所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、食鳥処理衛生管理者

個人情報の対象者 食鳥処理衛生管理者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 食鳥処理衛生管理者設置（変更）届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 食鳥処理事業の許可関係事務 （ １枚中 １枚）

食鳥処理業者は、その食鳥処理場を廃止し、休止し、又は休止した処

個人情報取扱事務の目的 理場を再開したときは、都道府県知事に届け出なければならない。

（根拠法令等） （食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律第１４条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 食肉衛生検査所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■（廃止（休止、再開）理由 ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 食鳥処理場廃止（休止、再開）届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 食鳥検査関係事務 （ １枚中 １枚）

食鳥検査を受けようとする食鳥処理業者は、食鳥検査について都道府

個人情報取扱事務の目的 県知事に申請しなければならない。

（根拠法令等） （食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律施行規則第２７条第

２項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 食肉衛生検査所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者（食鳥処理業者）

個人情報の対象者 申請者（食鳥処理業者）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 食鳥検査申請書（実績無し）

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 食鳥検査関係事務 （ １枚中 １枚）

認定小規模食鳥処理業者は厚生労働省が定める事項を記載した確認規

個人情報取扱事務の目的 定を作成し、都道府県知事の確認規定認定を受けることができる。

（根拠法令等） （食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律第１６条第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 食肉衛生検査所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 確認規定認定申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 食鳥検査関係事務 （ １枚中 １枚）

確認規定の認定を受けた食鳥処理業者は確認規定を変更しようとする

個人情報取扱事務の目的 ときは、都道府県知事の認定を受けなければならない。

（根拠法令等） （食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律第１６条第２項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 食肉衛生検査所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 確認規定変更認定申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 食鳥検査関係事務 （ １枚中 １枚）

認定小規模食鳥処理業者は法第１６条第５項の確認規定に基づき確認

個人情報取扱事務の目的 した食鳥の生体の状況等の適否について、都道府県知事に報告しなけれ

（根拠法令等） ばならない。

（食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律第１６条第７項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 食肉衛生検査所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 報告者

個人情報の対象者 報告者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 食鳥処理確認状況報告書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 食鳥検査関係事務 （ １枚中 １枚）

認定小規模食鳥処理業者は確認規定を廃止したときは、都道府県知事

個人情報取扱事務の目的 に届け出なければならない。

（根拠法令等） （食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律第１６条第８項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 食肉衛生検査所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者（食鳥処理業者）

個人情報の対象者 届出者（食鳥処理業者）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 ■（廃止理由 ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 確認規定廃止届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 食鳥検査関係事務 （ １枚中 １枚）

届出食肉販売業者は、あらかじめ都道府県知事に届け出なければなら

個人情報取扱事務の目的 ない。

（根拠法令等） （食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律第１７条第４項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 食肉衛生検査所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者（届出食肉販売業者）

個人情報の対象者 届出者（届出食肉販売業者）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 届出食肉販売業者届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 化製場等関係事務 （ １枚中 １枚）

死亡獣畜取扱場以外で死亡獣畜の解体、埋却等を行うときは都道府県

個人情報取扱事務の目的 知事に申請し、許可を受けなければならない。

（根拠法令等） （化製場等に関する法律第２条第２項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 死亡獣畜取扱場外処理許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 化製場等関係事務 （ １枚中 １枚）

化製場又は死亡獣畜取扱場を設けようとする者は、都道府県知事の許

個人情報取扱事務の目的 可を受けなければならない。

（根拠法令等） （化製場等に関する法律第３条第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 死亡獣畜取扱場等設置許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 化製場等関係事務 （ １枚中 １枚）

化製場又は死亡獣畜取扱場の構造設備等を変更する場合は、あらかじ

個人情報取扱事務の目的 め都道府県知事に届け出なければならない。

（根拠法令等） （化製場等に関する法律第３条第２項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 死亡獣畜取扱場構造設備等変更届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 化製場等関係事務 （ １枚中 １枚）

死亡獣畜取扱場等設置許可申請書の記載事項を変更する場合は、あら

個人情報取扱事務の目的 かじめ都道府県知事に届け出なければならない。

（根拠法令等） （化製場等に関する法律第３条第２項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 死亡獣畜取扱場等設置許可申請書記載事項変更届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 化製場等関係事務 （ １枚中 １枚）

化製場等の経営を休止又は廃止するときは、都道府県知事に届け出し

個人情報取扱事務の目的 なければならない。

（根拠法令等） （化製場等に関する法律施行規則第４条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 死亡獣畜取扱場等経営停止（廃止）届出書

されている主な

行政文書の名称



- 124 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 化製場等関係事務 （ １枚中 １枚）

知事が指定する区域内で牛、馬等の動物を飼養又は収容する者は、動

個人情報取扱事務の目的 物の種類ごとに都道府県知事の許可を受けなければならない。

（根拠法令等） （化製場等に関する法律第９条第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 動物の飼養（収容）許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 化製場等関係事務 （ １枚中 １枚）

知事の許可を受け指定区域内で牛、馬等の動物を飼養又は収容してい

個人情報取扱事務の目的 る者は、動物の飼養（収容）許可申請書の記載内容事項を変更したとき

（根拠法令等） は、都道府県知事に届け出しなければならない。

（化製場等に関する法律施行細則第５条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 動物の飼養（収容）許可申請書記載内容変更届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 化製場等関係事務 （ １枚中 １枚）

知事が指定する区域内で牛、馬等の動物を飼養又は収容しようとする

個人情報取扱事務の目的 者が、その動物の飼養又は収容を停止又は廃止したときは、都道府県知

（根拠法令等） 事に届け出なければならない。

（化製場等に関する法律施行細則第５条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 動物の飼養（収容）停止（廃止）届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１８年 ６月 １日 開始(変更)年月日 平成１８年 ６月 １日

個人情報取扱事務の名称 動物愛護管理法事務 （１２枚中 １枚）

動物取扱業の登録の申請

個人情報取扱事務の目的 （動物の愛護及び管理に関する法律 第１０条第２項）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 動物愛護センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 ■（権原 ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 動物取扱業登録申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１８年 ６月 １日 開始(変更)年月日 平成１８年 ６月 １日

個人情報取扱事務の名称 動物愛護管理法事務 （１２枚中 ２枚）

動物取扱業の登録の更新の申請

個人情報取扱事務の目的 （動物の愛護及び管理に関する法律 第１３条第２項）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 動物愛護センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 ■（権原 ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 動物取扱業登録更新申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１８年 ６月 １日 開始(変更)年月日 平成１８年 ６月 １日

個人情報取扱事務の名称 動物愛護管理法事務 （１２枚中 ３枚）

動物取扱業の変更の届出

個人情報取扱事務の目的 （動物の愛護及び管理に関する法律 第１４条第２項）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 動物愛護センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 動物取扱業変更届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１８年 ６月 １日 開始(変更)年月日 平成１８年 ６月 １日

個人情報取扱事務の名称 動物愛護管理法事務 （１２枚中 ４枚）

動物取扱業の種別並びに業務の内容及び実施方法の変更の届出

個人情報取扱事務の目的 （動物の愛護及び管理に関する法律 第１４条第１項）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 動物愛護センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 動物取扱業業務内容・実施方法変更届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１８年 ６月 １日 開始(変更)年月日 平成１８年 ６月 １日

個人情報取扱事務の名称 動物愛護管理法事務 （１２枚中 ５枚）

動物取扱業の廃業の届出

個人情報取扱事務の目的 （動物の愛護及び管理に関する法律 第１６条第１項）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 動物愛護センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 動物取扱業廃業等届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１８年 ６月 １日 開始(変更)年月日 平成１８年 ６月 １日

個人情報取扱事務の名称 動物愛護管理法事務 （１２枚中 ６枚）

動物取扱業の飼養施設の設置、犬猫等販売業を営む場合は販売の用に

個人情報取扱事務の目的 供する犬猫等の繁殖を行うかどうかの別に係る届出

（根拠法令等） （動物の愛護及び管理に関する法律 第１４条第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 動物愛護センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 動物取扱業飼養施設設置届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１８年 ６月 １日 開始(変更)年月日 平成１８年 ６月 １日

個人情報取扱事務の名称 動物愛護管理法事務 （１２枚中 ７枚）

特定動物の飼養・保管の許可の申請

個人情報取扱事務の目的 （動物の愛護及び管理に関する法律 第２６条第２項）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 動物愛護センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特定動物飼養・保管許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１８年 ６月 １日 開始(変更)年月日 平成１８年 ６月 １日

個人情報取扱事務の名称 動物愛護管理法事務 （１２枚中 ８枚）

特定動物管轄区域外飼養・保管通知

個人情報取扱事務の目的 （動物の愛護及び管理に関する法律施行規則 第１３条第１１項）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 動物愛護センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特定動物管轄区域外飼養・保管通知書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１８年 ６月 １日 開始(変更)年月日 平成１８年 ６月 １日

個人情報取扱事務の名称 動物愛護管理法事務 （１２枚中 ９枚）

特定動物の飼養・保管の変更許可の申請

個人情報取扱事務の目的 （動物の愛護及び管理に関する法律 第２８条第１項）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 動物愛護センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特定動物飼養・保管変更許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１８年 ６月 １日 開始(変更)年月日 平成１８年 ６月 １日

個人情報取扱事務の名称 動物愛護管理法事務 （１２枚中１０枚）

特定動物の飼養・保管許可の変更の届出

個人情報取扱事務の目的 （動物の愛護及び管理に関する法律 第２８条第３項）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 動物愛護センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特定動物飼養・保管許可変更届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１８年 ６月 １日 開始(変更)年月日 平成１８年 ６月 １日

個人情報取扱事務の名称 動物愛護管理法事務 （１２枚中１１枚）

特定動物の識別措置の実施の届出

個人情報取扱事務の目的 （動物の愛護及び管理に関する法律施行規則 第２０条第３号）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 動物愛護センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特定動物識別措置実施届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１８年 ６月 １日 開始(変更)年月日 平成１８年 ６月 １日

個人情報取扱事務の名称 動物愛護管理法事務 （１２枚中１２枚）

特定動物の飼養・保管の廃止の届出

個人情報取扱事務の目的 （動物の愛護及び管理に関する法律施行規則 第１６条第１項）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 動物愛護センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特定動物飼養・保管廃止届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１８年 ６月 １日 開始(変更)年月日 平成１８年 ６月 １日

個人情報取扱事務の名称 秋田県動物愛護管理条例事務 （ ２枚中 １枚）

抑留された飼い犬の返還申請

個人情報取扱事務の目的 （秋田県動物の愛護及び管理に関する条例施行規則 第６条）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 動物愛護センター、各保健所（秋田中央保健所を除く）

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 飼い犬返還申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１８年 ６月 １日 開始(変更)年月日 平成１８年 ６月 １日

個人情報取扱事務の名称 秋田県動物愛護管理条例事務 （ ２枚中 ２枚）

飼い犬及び飼い猫の引き取りの申請。

個人情報取扱事務の目的 （秋田県動物の愛護及び管理に関する条例施行規則 第１１条）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 動物愛護センター、各保健所（秋田中央保健所を除く）

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 犬（猫）引取り申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成２０年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 秋田県動物愛護推進協議会運営事務 （ １枚中 １枚）

動物愛護推進員の委嘱及び推進員の活動に対する支援等に関し必要な

個人情報取扱事務の目的 協議を行う。

（根拠法令等） （動物の愛護及び管理に関する法律 第３９条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 委員候補者

個人情報の対象者 委員候補者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田県動物愛護推進協議会名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成２０年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 秋田県動物愛護推進員事務 （ １枚中 １枚）

動物の愛護と適正な飼養の重要性について住民の理解を深めること等

個人情報取扱事務の目的 の活動を行うため、動物愛護推進員を設置する。

（根拠法令等） （動物の愛護及び管理に関する法律 第３８条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 委員候補者

個人情報の対象者 委員候補者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田県動物愛護推進員名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１５年１０月 ８日 開始(変更)年月日 平成２２年 ８月２３日

個人情報取扱事務の名称 秋田県食品安全推進委員会運営事務 （ １枚中 １枚）

食品の安全安心に関する施策について県民の意見を反映できるよう、

個人情報取扱事務の目的 意見を述べる機会の付与、その他必要な措置を講ずる。

（根拠法令等） 秋田県食品安全推進委員会を運営する。

（秋田県食品の安全・安心に関する条例第８条 秋田県食品安全推進委

員設置要綱第１条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 委員

個人情報の対象者 委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田県食品安全推進委員会名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１６年 ６月 ８日 開始(変更)年月日 平成２２年 ８月２３日

個人情報取扱事務の名称 食品安全推進事務 （ １枚中 １枚）

生産から消費に至るまで、関係機関が食品安全推進のための情報提供

個人情報取扱事務の目的 や指導等を行う。

（根拠法令等） （秋田県食品の安全・安心に関する条例第１３条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 食品関連事業者、消費者

個人情報の対象者 食品関連事業者、消費者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の □ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 食品関連事業者等名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 水道事業認可事務 （ ３枚中 １枚）

水道事業（上水道及び簡易水道事業）が認可基準に適合していること

個人情報取扱事務の目的 を確認する。

（根拠法令等） （水道法、水道法施行令、水道法施行規則、水道法施行細則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課、各地域振興局福祉環境部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、届出者、水道技術管理者、水道管理業務受託者

個人情報の対象者 申請者、届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 水道台帳、水道事業経営認可申請書、水道事業経営変更認可申請書、水道

されている主な 事業休止（廃止）認可申請書、供給条件変更認可申請書、水道事業経営認可

行政文書の名称 申請書等記載事項変更届、水道事業経営変更届、水道事業廃止届など
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 水道事業認可事務 （ ３枚中 ２枚）

水道事業（上水道及び簡易水道事業）が認可基準に適合していること

個人情報取扱事務の目的 を確認する。

（根拠法令等） （水道法、水道法施行令、水道法施行規則、水道法施行細則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課、各地域振興局福祉環境部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、届出者、水道技術管理者、水道管理業務受託者

個人情報の対象者 水道技術管理者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 ■ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 水道台帳、水道技術管理者設置（変更）届

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 水道事業認可事務 （ ３枚中 ３枚）

水道事業（上水道及び簡易水道事業）が認可基準に適合していること

個人情報取扱事務の目的 を確認する。

（根拠法令等） （水道法、水道法施行令、水道法施行規則、水道法施行細則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課、各地域振興局福祉環境部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、届出者、水道技術管理者、水道管理業務受託者

個人情報の対象者 水道管理業務受託者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 ■ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 水道台帳、受託水道業務技術管理者設置（変更）届、業務委託（委託契約

されている主な 失効）届

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 専用水道確認申請事務 （ ３枚中 １枚）

専用水道が施設基準及び水質基準に適合していることを確認する。

個人情報取扱事務の目的 （水道法、水道法施行令、水道法施行規則、水道法施行細則）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、届出者、水道技術管理者、水道管理業務受託者

個人情報の対象者 申請者、届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 水道台帳、専用水道確認申請書、専用水道確認申請書記載事項変更届、専

されている主な 用水道設置届、専用水道廃止等届、水道技術管理者設置(変更)届、受託水道

行政文書の名称 業務技術管理者設置(変更)届、水質検査実施届、業務委託(委託契約失効)届
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 専用水道確認申請事務 （ ３枚中 ２枚）

専用水道が施設基準及び水質基準に適合していることを確認する。

個人情報取扱事務の目的 （水道法、水道法施行令、水道法施行規則、水道法施行細則）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、届出者、水道技術管理者、水道管理業務受託者

個人情報の対象者 水道技術管理者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 ■ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 水道台帳、水道技術管理者設置(変更)届

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 専用水道確認申請事務 （ ３枚中 ３枚）

専用水道が施設基準及び水質基準に適合していることを確認する。

個人情報取扱事務の目的 （水道法、水道法施行令、水道法施行規則、水道法施行細則）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、届出者、水道技術管理者、水道管理業務受託者

個人情報の対象者 水道管理業務受託者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 ■ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 水道台帳、受託水道業務技術管理者設置（変更）届、業務委託（委託契約

されている主な 失効）届

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 簡易専用水道設置届出受理事務 （ １枚中 １枚）

簡易専用水道が施設基準等に適合していることを確認する。

個人情報取扱事務の目的 （水道法、水道法施行令、水道法施行規則、水道法施行細則）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 簡易専用水道台帳、簡易専用水道設置届、簡易専用水道設置届記載事項変

されている主な 更届、簡易専用水道廃止等届

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 小規模水道事業認可事務 （ １枚中 １枚）

小規模水道が認可基準に適合していることを確認する。

個人情報取扱事務の目的 （秋田県小規模水道条例、秋田県小規模水道条例施行規則）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、届出者

個人情報の対象者 申請者、届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 小規模水道台帳、小規模水道事業経営認可申請書、記載事項変更届、小規

されている主な 模水道事業内容変更認可申請書、給水開始届、小規模水道事業休止（廃止）

行政文書の名称 届、水質検査実施届
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 水道未普及地域水質検査事務 （ １枚中 １枚）

水道普及率の低い市町村の未普及地域にある飲用井戸等の衛生状況を

個人情報取扱事務の目的 監視する。

（根拠法令等） （秋田県飲用井戸等衛生対策要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課、各保健所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 飲用井戸設置者

個人情報の対象者 飲用井戸設置者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 飲用井戸水質検査結果書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生活衛生課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成３０年 ６月 １５日 開始(変更)年月日 平成３０年 ６月１５日

個人情報取扱事務の名称 住宅宿泊事業に関する事務 （ ３枚中 １枚）

住宅宿泊事業に関する届出受付事務、住宅宿泊事業者が備える宿泊者

個人情報取扱事務の目的 名簿の提出要求、住宅宿泊事業者及び住宅宿泊管理業者の指導監督（住

（根拠法令等） 宅宿泊事業法第３条、第８条、第１７条、第４５条、住宅宿泊事業法に

係る運用について）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局福祉環境部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 住宅宿泊事業者（届出者）、宿泊者、住宅宿泊管理業者

個人情報の対象者 住宅宿泊事業者（届出者）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第１号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 ■ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 ■（ホームページ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：民泊制度運営システ

処 理 形 態 ム ）

オンライン結合の有無 ■ 有（システム名称：民泊制度運営システム ）

□ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 住宅宿泊事業届出書、届出事項変更届出書、廃業等届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生活衛生課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成３０年 ６月 １５日 開始(変更)年月日 平成３０年 ６月１５日

個人情報取扱事務の名称 住宅宿泊事業に関する事務 （ ３枚中 ２枚）

住宅宿泊事業に関する届出受付事務、住宅宿泊事業者が備える宿泊者

個人情報取扱事務の目的 名簿の提出要求、住宅宿泊事業者及び住宅宿泊管理業者の指導監督（住

（根拠法令等） 宅宿泊事業法第３条、第８条、第１７条、第４５条、住宅宿泊事業法に

係る運用について）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局福祉環境部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 住宅宿泊事業者（届出者）、宿泊者、住宅宿泊管理業者

個人情報の対象者 宿泊者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 ■（住宅宿泊事業者 ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第５号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 宿泊者名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生活衛生課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成３０年 ６月 １５日 開始(変更)年月日 平成３０年 ６月１５日

個人情報取扱事務の名称 住宅宿泊事業に関する事務 （ ３枚中 ３枚）

住宅宿泊事業に関する届出受付事務、住宅宿泊事業者が備える宿泊者

個人情報取扱事務の目的 名簿の提出要求、住宅宿泊事業者及び住宅宿泊管理業者の指導監督（住

（根拠法令等） 宅宿泊事業法第３条、第８条、第１７条、第４５条、住宅宿泊事業法に

係る運用について）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局福祉環境部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 住宅宿泊事業者（届出者）、宿泊者、住宅宿泊管理業者

個人情報の対象者 住宅宿泊管理業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 ■（ 住宅宿泊事業者 ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第６号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 ■（ホームページ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：民泊制度運営システ

処 理 形 態 ム ）

オンライン結合の有無 ■ 有（システム名称：民泊制度運営システム ）

□ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 住宅宿泊事業届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生活衛生課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成３０年 ６月 １５日 開始(変更)年月日 平成３０年 ６月１５日

個人情報取扱事務の名称 住宅宿泊事業に関する事務 （ ２枚中 １枚）

住宅宿泊事業者自らが苦情処理等に取り組む必要があることから、住

個人情報取扱事務の目的 宅宿泊事業者の届出情報をホームページで公表するため（住宅宿泊事業

（根拠法令等） 法に係る個人情報等の取扱いについて）

住宅宿泊管理業者登録の通知受理（住宅宿泊事業法第２４条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 住宅宿泊事業者（届出者）、住宅宿泊管理業者

個人情報の対象者 住宅宿泊事業者（届出者）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第１号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 ■ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 ■（ホームページ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：民泊制度運営システ

処 理 形 態 ム ）

オンライン結合の有無 ■ 有（システム名称：民泊制度運営システム ）

□ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 住宅宿泊事業届出書、届出事項変更届出書、廃業等届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 生活衛生課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成３０年 ６月 １５日 開始(変更)年月日 平成３０年 ６月１５日

個人情報取扱事務の名称 住宅宿泊事業に関する事務 （ ２枚中 ２枚）

住宅宿泊事業者自らが苦情処理等に取り組む必要があることから、住

個人情報取扱事務の目的 宅宿泊事業者の届出情報をホームページで公表するため（住宅宿泊事業

（根拠法令等） 法に係る個人情報等の取扱いについて）

住宅宿泊管理業者登録の通知受理（住宅宿泊事業法第２４条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 住宅宿泊事業者（届出者）、住宅宿泊管理業者

個人情報の対象者 住宅宿泊管理業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第６号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 ■（ホームページ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：民泊制度運営システ

処 理 形 態 ム ）

オンライン結合の有無 ■ 有（システム名称：民泊制度運営システム ）

□ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 住宅宿泊事業届出書、住宅宿泊管理業者の登録について

されている主な

行政文書の名称



- 159 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 生活衛生課組織の名称

登録年月日 平成２５年 ７月 ８日 開始(変更)年月日 平成２５年 ７月 ８日

個人情報取扱事務の名称 阿仁熊牧場利活用推進協議会運営事務 （ １枚中 １枚）

動物愛護や地域活性化等の視点を踏まえ、熊受入れ後の入場者数の増

個人情報取扱事務の目的 加に係る取組など、阿仁熊牧場の利活用を推進する協議を行う。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活衛生課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 委員

個人情報の対象者 委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 阿仁熊牧場利活用推進協議会設置要綱

されている主な

行政文書の名称



自然保護課
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 自然保護課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 令和２年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 自然環境保全推進員 （ １枚中 １枚）

秋田県自然環境保全条例に基づき自然環境保全推進員を設置。秋田

個人情報取扱事務の目的 県自然環境保全推進員設置要綱に基づき、市町村が推薦し県知事が委

（根拠法令等） 嘱する。自然環境保全地域その他の県内の自然環境の保全のため、自

然環境保全地域等の巡視、啓発等を行う。（秋田県自然環境保全条例秋

田県自然保護指導員設置要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 自然保護課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 自然環境保全推進員

個人情報の対象者 自然保護指導員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（■マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 自然環境保全推進員

されている主な

行政文書の名称



- 2 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 自然保護課組織の名称

登録年月日 平成１７年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 奥森吉青少年野外活動基地管理 （ １枚中 １枚）

奥森吉の恵まれた自然の中で野外活動を行う機会を提供することに

個人情報取扱事務の目的 より、青少年の自然環境に関する意識の高揚を図り、自然環境の保全

（根拠法令等） に関する学習の振興に資するために設置した「奥森吉青少年野外活動

基地」の施設の使用許可。

（秋田県奥森吉青少年野外活動基地条例第２条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 自然保護課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う ■ 有 （事務の内容：施設使用許可申請 ）

個人情報取扱事務 □ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 奥森吉青少年野外活動基地施設使用許可申請書

されている主な

行政文書の名称



- 3 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 自然保護課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 温泉掘削等許可申請 （ １枚中 １枚）

温泉を掘削したり、温泉を増掘したり、温泉に動力装置を設置しよ

個人情報取扱事務の目的 うとするときに、温泉法上の不許可要件に該当しないか審査する。

（根拠法令等） （温泉法第３条第１項、同第１１条第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 自然保護課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請箇所周辺の関係者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１・８号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 ■ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 土地掘削許可申請書、温泉増掘許可申請書、温泉動力装置申請書、

されている主な 温泉台帳

行政文書の名称



- 4 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 自然保護課組織の名称

登録年月日 平成１７年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 温泉利用許可申請 （ １枚中 １枚）

温泉を公共の浴用・飲用の利用に供しようとするときに、施設や管

個人情報取扱事務の目的 理体制が温泉法関係法令で定める基準を満たしているか審査する。

（根拠法令等） （温泉法第１５条第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 自然保護課、各地域振興局福祉環境部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請箇所周辺の関係者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１・８号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 ■ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 土地利用許可申請書、温泉台帳

されている主な

行政文書の名称



- 5 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 自然保護課組織の名称

登録年月日 平成１７年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 自然公園指導員の推薦 （ １枚中 １枚）

環境省自然公園指導員設置要綱に基づき県知事が推薦し、環境省自

個人情報取扱事務の目的 然環境局長が委嘱する。自然公園の適正利用と自然環境の保護等を指

（根拠法令等） 導し、国民の保健、休養、教化に寄与する。（自然公園指導員設置要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 自然保護課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 被推薦者

個人情報の対象者 被推薦者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 自然公園指導員

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 自然保護課組織の名称

登録年月日 平成１７年 ４月 １日 開始(変更)年月日 令和２年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 自然公園管理員 （ １枚中 １枚）

秋田県自然公園管理員設置要綱に基づき市町村が推薦し、県知事が

個人情報取扱事務の目的 委嘱する。県内の国立・国定公園及び県立自然公園の日常的な巡視や

（根拠法令等） 適切な利用の啓発等を行う。 （秋田県自然公園管理員設置要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 自然保護課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 自然公園管理員

個人情報の対象者 自然公園管理員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（■マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 自然公園管理員

されている主な

行政文書の名称



- 7 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 自然保護課組織の名称

登録年月日 平成１７年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 祓川山荘管理 （ １枚中 １枚）

自然公園の利用を通じて、県民の心身の健全な発達に寄与すること

個人情報取扱事務の目的 を目的として鳥海国定公園の矢島口登山道入口に設置した「祓川山荘」

（根拠法令等） の使用許可。 （秋田県営自然公園施設条例第３条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 自然保護課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う ■ 有 （事務の内容：秋田県営祓川山荘の管理事務 ）

個人情報取扱事務 □ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 祓川山荘施設使用許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 自然保護課組織の名称

登録年月日 平成１７年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 鉾立山荘管理 （ １枚中 １枚）

自然公園の利用を通じて、県民の心身の健全な発達に寄与すること

個人情報取扱事務の目的 を目的として鳥海国定公園の鳥海ブルーライン五合目鉾立に設置した

（根拠法令等） 「鉾立山荘」の使用許可。 （秋田県営自然公園施設条例第３条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 自然保護課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う ■ 有 （事務の内容：秋田県営鉾立山荘の管理事務 ）

個人情報取扱事務 □ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 鉾立山荘施設使用許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 自然保護課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 自然公園法・秋田県立自然公園条例に基づく許認可 （１枚中１枚）

自然公園法及び秋田県立自然公園条例に基づく公園事業の執行の認

個人情報取扱事務の目的 可、特別地域内における行為の許可等に関すること。

（根拠法令等） （自然公園法第１６条、同法第２０条及び第２１条、県立自然公園条例

第９条第２項、同条例第１５条等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 自然保護課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請箇所の関係者

個人情報の対象者 申請者、申請箇所の関係者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 公園事業執行認可申請書、公園事業執行協議書、行為許可申請書、公園事

されている主な 業台帳

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 自然保護課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 借用土地管理 （ １枚中 １枚）

借り受けている財産について借受財産台帳を作成し、必要な事項を

個人情報取扱事務の目的 記載するとともに、関係書類を整理し、その内容を明らかにしておく。

（根拠法令等） （秋田県財務規則第３４０条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 自然保護課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 所有者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 土地使用貸借

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 自然保護課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 秋田県自然環境保全条例に基づく許可、届出 （ １枚中 １枚）

秋田県自然環境保全条例第１５条、第１６条の規定に基づく許可及

個人情報取扱事務の目的 び同条例第１７条、第２２条、第２４条、第３３条の規定に基づく届

（根拠法令等） 出。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 自然保護課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 自然環境保全地域（特別地区内・野生動植物保護地区内）行為許可申請書、

されている主な 自然環境保全地域普通地域内行為届出書、緑地環境保全地域内行為届出書、

行政文書の名称 開発行為届出書
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 自然保護課組織の名称

登録年月日 平成１７年 ４月 １日 開始(変更)年月日 令和２年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 鳥獣保護巡視員 （ １枚中 １枚）

秋田県鳥獣保護巡視員設置要綱に基づき県知事が委嘱する。鳥獣保

個人情報取扱事務の目的 護事業の実施に関する巡視活動、諸調査行う。

（根拠法令等） （秋田県鳥獣保護巡視員設置要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 自然保護課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 鳥獣保護巡視員

個人情報の対象者 鳥獣保護巡視員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 鳥獣保護巡視員委嘱状、鳥獣保護巡視員名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 自然保護課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 令和３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 鳥獣の捕獲等及び鳥類の卵の採取等の許可 （ １枚中 １枚）

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律の規定に基づ

個人情報取扱事務の目的 く鳥獣の捕獲許可

（根拠法令等） （鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律第９条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 自然保護課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有（システム名称：捕獲情報収集システム）

□ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 鳥獣の捕獲等及び鳥類の卵の採取等の許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 自然保護課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２７年 ５月２９日

個人情報取扱事務の名称 鳥獣保護区等設定 （ １枚中 １枚）

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律の規定に基づ

個人情報取扱事務の目的 き、鳥獣の保護繁殖を図るため鳥獣保護区等を設定する。

（根拠法令等） （鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律第２８条、第

２９条、第３４条、第３５条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 自然保護課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 鳥獣保護区等設定

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 自然保護課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２７年 ５月２９日

個人情報取扱事務の名称 鳥獣保護区特別保護地区内の行為許可 （ １枚中 １枚）

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律の規定に基づ

個人情報取扱事務の目的 き、鳥獣保護区特別保護地区内における水面の埋め立て等を行うため

（根拠法令等） の許可（鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律第２９

条第７項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 自然保護課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 工作物設置許可

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 自然保護課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 愛鳥作品コンクール募集 （ １枚中 １枚）

愛鳥週間行事の一環として、愛鳥作品の製作を通じて児童生徒の野

個人情報取扱事務の目的 鳥愛護思想の喚起及び普及を図るため、愛鳥作品コンクールを実施す

（根拠法令等） る。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 自然保護課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 応募者

個人情報の対象者 応募者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■（学校、学年 ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 愛鳥作品コンクール応募用紙

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 自然保護課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２１年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 環境と文化のむら行為（変更）許可申請 （ １枚中 １枚）

里山の自然とふれあいの促進などにより、県民の環境に関する意識

個人情報取扱事務の目的 の高揚を図るため設置した「環境と文化のむら」において行う行為（変

（根拠法令等） 更）の許可。

（秋田県環境と文化のむら条例第３条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 自然保護課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う ■ 有 （事務の内容：行為許可申請 ）

個人情報取扱事務 □ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 環境と文化のむら行為（変更）許可申請

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 自然保護課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２１年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 環境と文化のむら施設使用許可申請 （ １枚中 １枚）

里山の自然とふれあいの促進などにより、県民の環境に関する意識

個人情報取扱事務の目的 の高揚を図るため設置した「環境と文化のむら」の施設の使用許可。

（根拠法令等） （秋田県環境と文化のむら条例第４条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 自然保護課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う ■ 有 （事務の内容：施設の使用許可申請 ）

個人情報取扱事務 □ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 環境と文化のむら施設使用許可申請

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 自然保護課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 令和２年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 狩猟免許試験事務 （ ３枚中 １枚）

狩猟免許試験を実施することにより、鳥獣による生活環境、農林水産

個人情報取扱事務の目的 業又は生態系に係る被害の防止と猟具の使用に係る危険を予防し、鳥獣

（根拠法令等） の保護及び狩猟の適正化を図る。

（鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 自然保護課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受験者・合格者、免許試験判定員、免許更新者

個人情報の対象者 受験者・合格者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 ■（顔写真 ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 ■ （診断書 ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：野生鳥獣情報システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有（システム名称：捕獲情報収集システム ）

□ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 狩猟免許申請書、狩猟免許免状、捕獲情報収集システム

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 自然保護課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 令和２年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 狩猟免許試験事務 （ ３枚中 ２枚）

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 自然保護課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受験者・合格者、免許試験判定員、免許更新者

個人情報の対象者 免許試験判定員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有（システム名称：捕獲情報収集システム ）

□ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 捕獲情報収集システム

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 自然保護課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 令和２年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 狩猟免許試験事務 （ ３枚中 ３枚）

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 自然保護課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受験者・合格者、免許試験判定員、免許更新者

個人情報の対象者 免許更新者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 ■ （診断書 ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有（システム名称：捕獲情報収集システム ）

□ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 狩猟免許更新申請書、狩猟免許免状、捕獲情報収集システム

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 自然保護課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 令和２年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 狩猟者登録事務 （ １枚中 １枚）

狩猟者登録を行い、有資格者の審査及び管理することにより、狩猟の

個人情報取扱事務の目的 適正化を図る。

（根拠法令等） （鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 自然保護課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 ■（顔写真 ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 ■ （診断書 ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有（システム名称：捕獲情報収集システム ）

□ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 狩猟者登録申請書、狩猟者登録証、捕獲情報収集システム

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 自然保護課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 令和２年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 狩猟違反・事故 （ ２枚中 １枚）

狩猟免許の取り消し及び効力の停止を行う。

個人情報取扱事務の目的 （鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 自然保護課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 法令違反者、狩猟事故被害者、狩猟事故加害者

個人情報の対象者 法令違反者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有（システム名称：捕獲情報収集システム ）

□ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 狩猟違反

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 自然保護課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 狩猟違反・事故 （ ２枚中 ２枚）

狩猟免許の取り消し及び効力の停止を行う。

個人情報取扱事務の目的 （鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 自然保護課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 法令違反者、狩猟事故被害者、狩猟事故加害者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 狩猟違反

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 自然保護課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 令和２年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 鳥獣関係事務 （ ４枚中 １枚）

野生鳥獣の生息数等を把握するための基礎データを収集し、適正な維

個人情報取扱事務の目的 持・管理のための検討をするとともに、猟鳥であるキジ・ヤマドリの増

（根拠法令等） 殖等を図る。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 自然保護課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 ツキノワグマ、イノシシ、ニホンジカ捕獲者、ツキノワグマによる被

害者、保護管理検討委員 会委員、養殖業者

個人情報の対象者 ツキノワグマ、イノシシ、ニホンジカ捕獲者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有（システム名称：捕獲情報収集システム ）

□ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 捕獲調書、捕獲情報収集システム

されている主な

行政文書の名称



- 26 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 自然保護課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 令和２年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 鳥獣関係事務 （ ４枚中 ２枚）

ツキノワグマの生息数等を把握するための基礎データを収集し、適正

個人情報取扱事務の目的 な維持・管理のための検討をするとともに、猟鳥であるキジ・ヤマドリ

（根拠法令等） の増殖等を図る。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 自然保護課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 ツキノワグマ捕獲者、ツキノワグマによる被害者、保護管理対策検討

委員会委員、養殖業者

個人情報の対象者 ツキノワグマによる被害者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 ツキノワグマによる人身被害発生速報

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 自然保護課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 鳥獣関係事務 （ ４枚中 ３枚）

ツキノワグマの生息数等を把握するための基礎データを収集し、適正

個人情報取扱事務の目的 な維持・管理のための検討をするとともに、猟鳥であるキジ・ヤマドリ

（根拠法令等） の増殖等を図る。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 自然保護課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 ツキノワグマ捕獲者、ツキノワグマによる被害者、野生鳥獣保護管理

対策検討委員会委員、養殖業者

個人情報の対象者 野生鳥獣保護管理対策検討委員会委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 野生鳥獣保護管理検討委員会名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 自然保護課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 鳥獣関係事務 （ ４枚中 ４枚）

ツキノワグマの生息数等を把握するための基礎データを収集し、適正

個人情報取扱事務の目的 な維持・管理のための検討をするとともに、猟鳥であるキジ・ヤマドリ

（根拠法令等） の増殖等を図る。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 自然保護課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 ツキノワグマ捕獲者、ツキノワグマによる被害者、保護管理対策検討

委員会委員、養殖業者

個人情報の対象者 養殖業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 猟鳥養殖放鳥事業委託契約書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 自然保護課組織の名称

登録年月日 平成２１年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２０年 ８月 １日

個人情報取扱事務の名称 可燃性天然ガス濃度確認申請 （ １枚中 １枚）

温泉の採取を行おうとする者より、採取の場所における可燃性天然ガ

個人情報取扱事務の目的 スの濃度が環境省令で定める基準を超えないことについて審査する。

（根拠法令等） （温泉法第１４条の５第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 自然保護課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１・８号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 ■ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 可燃性天然ガス濃度確認申請書、温泉台帳

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 自然保護課組織の名称

登録年月日 平成２１年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２０年１０月 １日

個人情報取扱事務の名称 温泉採取許可申請 （ １枚中 １枚）

温泉の採取を行おうとする者より、採取の場所における可燃性天然ガ

個人情報取扱事務の目的 スの災害の防止に関する対策が環境省令で定める技術上の基準に適合す

（根拠法令等） るものか審査する。 （温泉法第１４条の２第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 自然保護課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１・８号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 ■ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 温泉採取許可申請書、温泉台帳

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 登録簿を作成した 自然保護課

組織の名称

登録年月日 平成３０年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 白神山地総合ガイド育成事業関係事務 （ １枚中 １枚）

白神山地保全推進の担い手となる白神ガイドを育成するため、あきた

個人情報取扱事務の目的 白神認定ガイド講習・試験の実施及びあきた白神認定ガイドの管理。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 自然保護課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 講習申込者、あきた白神認定ガイド

個人情報の対象者 講習申込者、あきた白神認定ガイド

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■（メールアドレス）

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）

項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味

■（白神山地保全推進における自己ＰＲ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１・８号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：あきた白神認定ガイド講習・試験開催業務 ）

の 委 託 □ 無

個人情報が記録 あきた白神認定ガイド講習申込書類、受講者名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 登録簿を作成した 自然保護課

組織の名称

登録年月日 令和３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 令和３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 山の環境整備県民協働事業 （ １枚中 １枚）

ボランティア参加者を募って登山道等の整備を行う事業であり、参加

個人情報取扱事務の目的 者の氏名、住所等を収集して編成表（名簿）を作成し、県警に提出する

（根拠法令等） 登山届に添付する。

また、当日は氏名、性別、所属のみの編成表を参加者に配布する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 自然保護課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 ボランティア参加申込者

個人情報の対象者 ボランティア参加申込者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（メールアドレス）

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）

項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第１・８号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 □ 無

個人情報が記録 ボランティア隊の編成表

されている主な

行政文書の名称


